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1. 保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載方針 

 
 保安規定審査基準の要求事項から保安規定に記載すべき内容を整理するに

あたっては、保安規定変更に係る基本方針を受け、以下の方針により記載す

る。 
 
 

（1）保安規定変更に係る基本方針の内容（抜粋） 

 
2.1 保安規定に規定すべき項目について 

法令上及び保安規定審査基準等の要求事項の変更を踏まえ、原子炉設置

者は論点ごとに保安規定へ反映すべき項目を整理し、必要な改正、制定を

行ったうえで引き続きこれらを遵守する。(記載箇所：2-2 頁) 
 

2.2.1 保安規定に記載すべき事項について 
保安規定に法令等へ適合することを確認した内容の行為者及び行為内容

を定める。（記載箇所：2-3 頁） 
 

 

（2）保安規定の記載方針 

（1）項の「保安規定変更に係る基本方針」を受け、具体的には、以下の方

針で記載する。 
保安規定本文には保安規定審査基準にて要求されている内容に応じた記載

（行為内容の骨子）とし、具体的な行為内容については保安規定添付 2 及び

添付 3 に記載する。また、必要に応じて二次文書他に記載する。 
 

 
 

以上 
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2. 保安規定の記載方針フォーマットの説明 

項 目 説 明 内 容 
関連する実用炉規則 ○ 「黒字」により、保安規定審査基準に関連する実用炉規

則の内容を記載する。 
○ 「黒字（赤下線）」により、新規制基準に係る実用炉規

則の変更箇所を明確にする。 
保安規定審査基準 ○ 「黒字」により、保安規定審査基準の内容を記載する 

○ 「黒字（赤下線）」により、新規制基準に係る保安規定

審査基準の変更箇所を明確にする。 
記載すべき内容 ○ 「黒字」により、保安規定に記載すべき内容を記載する。

また、記載にあたっては、文書の体系がわかる範囲で記

載する。 
○ 「黒字（赤下線）」により、関連する実用炉規則及び保

安規定審査基準の変更等による保安規定の変更内容を

記載する。 
記載の考え方 ○ 保安規定に記載すべき内容の記載の考え方を記載する。 

○ 社内規定文書（二次文書）に記載すべき内容の記載の考

え方を記載する。 
○ 保安規定及び社内規定文書（二次文書）他に記載しない

場合の考え方を記載する。 
該当規定文書 ○ 該当する社内規定文書（二次文書）を記載する。 

○ 「（新規）」により、新規に制定した社内規定文書を明

確にする。 
○ 「（既存）」により、既存の社内規定文書を改正したも

のを明確にする。 
記載内容の概要 ○ 該当する社内規定文書（二次文書）の具体的な記載内容

を記載する。 
○ 「（新規記載）」により、社内規定文書に新規に記載し

たことを明確にする。 
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3. 保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定変更条項の整理 
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3－（1）保安規定変更条項の整理 

保安規定審査基準 
（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 保安規定条文 変更 

有無 
実用炉規則第92 条第1
項第1 号 
【関係法令及び保安規

定の遵守のための体制】 

○ 関係法令及び保安規定の遵守のための体制（経営責任者の

関与を含む。）に関することについては、保安規定に基づ

き要領書、作業手順書その他保安に関する文書について、

重要度等に応じて定めるとともに、これを遵守し、その位

置付けが明確にされていること。特に、経営責任者の積極

的な関与が明記されていること。 

第２条の２ 関係法令及び保安規

定の遵守 

－ 

第３条 品質保証計画 有 

○ 保安のための関係法令及び保安規定の遵守を確実に行うた

め、コンプライアンスに係る体制が確実に構築されている

ことが明確となっていること。 

 

第２条の２ 関係法令及び保安規

定の遵守 
－ 

実用炉規則第92 条第1
項第2 号 
【安全文化醸成のため

の体制】 

○ 安全文化を醸成するための体制（経営責任者の関与を含

む。）に関することについては、保安規定に基づき要領書、

作業手順書その他保安に関する文書について、重要度等に

応じて定めるとともに、その位置付けが明確にされている

こと。特に、経営責任者の積極的な関与が明記されている

こと。 

第２条の３ 安全文化の醸成 － 

第３条 品質保証計画 有 

○ 保安の確保を最優先する価値観を組織の中で形成し、維持

し、強化していく当該組織としての文化を継続的に醸成す

るための体制を確実に構築することが明確となっているこ

と。 

 

第２条の３ 安全文化の醸成 － 

実用炉規則第92 条第1
項第3 号 
【発電用原子炉施設の

品質保証】 

○ 「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第７条の

３から第７条の３の７及び研究開発段階にある発電の用に

供する原子炉の設置、運転等に関する規則第２６条の２か

ら第２６条の２の７の要求事項に対する社団法人日本電気

協会電気技術規程「原子力発電所における安全のための品

質保証規程（ＪＥＡＣ４１１１－２００９）」の取扱いに

ついて（内規）」（平成２１･０９･１４原院第１号（平成

２１年１０月１６日原子力安全・保安院制定（ＮＩＳＡ－

１６５ｃ－０９－１、ＮＩＳＡ－１９６ｃ－０９－３）））

において認められたＪＥＡＣ４１１１－２００９又はそれ

と同等の規格に基づく品質保証計画が定められているこ

と。 

第３条 品質保証計画 有 

○ 品質保証に関する記載内容については、「原子力発電所の

保安規定における品質保証に関する記載について」（平成

１６･０３･０４原院第３号（平成１６年３月２２日原子力

安全・保安院制定（ＮＩＳＡ－１６５ａ－０４－３）））

を参考として記載していること。 

第３条 品質保証計画 有 

○ 作業手順書等の保安規定上の位置付けに関することについ

ては、実用炉規則第７６条に規定された要領書、作業手順

書その他保安に関する文書について、これらを遵守するた

めに、重要度等に応じて、保安規定及びその２次文書、３

次文書等といった品質保証に係る文書の階層的な体系の中

で、その位置付けが明確にされていること。 

第３条 品質保証計画 有 

○ 発電用原子炉施設の定期的な評価に関することについて

は、「実用発電用原子炉施設における定期安全レビューの

実施について」（平成２０・０８・２８原院第８号（平成

２０年８月２９日原子力安全・保安院制定（ＮＩＳＡ－１

６７ａ－０８－１）））を参考に、実用炉規則第７７条に

規定された発電用原子炉施設の定期的な評価を実施するた

めの手順及び体制を定め、当該評価を定期的に実施するこ

とが定められていること。 

第１０条 原子炉施設の定期的

な評価 

－ 

○ 発電用原子炉施設の定期的な評価に関することについて

は、実用炉規則第７７条第１項の規定に基づく措置を講じ

たときは、同項各号に掲げる評価の結果を踏まえて、発電

用原子炉設置者及びその従業員が遵守すべき必要な措置

（以下「保安活動」という。）の計画、実施、評価及び改

善並びに品質保証計画の改善を行うことが定められている

こと。 

 

第１０条 原子炉施設の定期的

な評価 

－ 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 4 号【発電用原子炉

施設の運転及び管理を

行う者の職務及び組織】 

○ 本店における発電用原子炉施設に係る保安のために講ずべ

き措置に必要な組織及び各職位の職務内容が定められてい

ること。 

第４条 保安に関する組織 － 

第５条 保安に関する職務 有 

○ 事業所における発電用原子炉施設に係る保安のために講ず

べき措置に必要な組織及び各職位の職務内容が定められて

いること。 

第４条 保安に関する組織 有 

第５条 保安に関する職務 有 
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保安規定審査基準 
（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 保安規定条文 変更 

有無 
実用炉規則第 92 条第 1
項第 5 号、6 号、7 号【発

電用原子炉主任技術者

の職務の範囲等】 

○ 発電用原子炉の運転に関し、保安の監督を行う発電用原子

炉主任技術者の選任について定められていること。 

第８条 原子炉主任技術者の

選任 
有 

第９条 原子炉主任技術者の

職務等 
有 

○ 発電用原子炉主任技術者が保安の監督の責務を十全に果た

すことができるようにするため、原子炉等規制法第４３条

の３の２６第２項において準用する第４２条第１項に規定

する要件を満たすことを含め、職務範囲及びその内容（原

子炉の運転に従事する者は、発電用原子炉主任技術者が保

安のために行う指示に従うことを含む。）について適切に定

められていること。また、発電用原子炉主任技術者が保安

の監督を適切に行う上で、必要な権限及び組織上の位置付

けがなされていること。 

第３条 品質保証計画 有 

第６条 原子力発電保安委員

会 
有 

第７条 原子力発電保安運営

委員会 
有 

第９条 原子炉主任技術者の

職務等 
有 

○ 特に、発電用原子炉主任技術者が保安の監督に支障をきた

すことがないよう、上位者等との関係において独立性が確

保されていること。なお、必ずしも事業所の保安組織から

発電用原子炉主任技術者が、独立していることが当然に求

められるものではない。 

第８条 原子炉主任技術者の

選任 

有 

○ 電気主任技術者及びボイラー・タービン主任技術者が保安

の監督の責務を十全に果たすことができるようにするた

め、電気事業法第４３条第４項に規定する要件を満たすこ

とを含め、職務範囲及びその内容について適切に定められ

ていること。また、電気主任技術者及びボイラー・タービ

ン主任技術者が監督を適切に行う上で必要な権限及び組織

上の位置付けに関することが定められていること。 

－ 電気主任技術者及び

ボイラー・タービン

主任技術者の職務範

囲等については別途

申請中 

－ 

○ 発電用原子炉主任技術者、電気主任技術者及びボイラー・

タービン主任技術者が相互の職務について情報を共有し、

意思疎通が図られることが定められていること。 

－ 主任技術者間の情報

交換については別途

申請中 

－ 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 8 号 
【保安教育】 

○ 従業員及び協力企業の従業員について、保安教育実施方

針が定められていること。 

第１１８条 所員への保安教育 有 

第１１９条 協力企業従業員への

保安教育 

有 

○ 従業員及び協力企業の従業員について、保安教育実施方

針に基づき、保安教育実施計画を定め、計画的に保安教育

を実施することが定められていること。 

第１１８条 所員への保安教育 有 

第１１９条 協力企業従業員への

保安教育 

有 

○ 従業員及び協力企業の従業員について、保安教育実施方

針に基づいた保安教育実施状況を確認することが定めら

れていること。 

第１１８条 所員への保安教育 有 

第１１９条 協力企業従業員への

保安教育 

有 

○ 協力企業の従業員のうち、燃料取替に関する業務の補助

及び放射性廃棄物取扱設備に関する業務の補助を行う協

力企業従業員については、従業員に準じて保安教育を実

施することが定められていること。 

第１１９条 協力企業従業員への

保安教育 

有 

○ 保安教育の内容について、関係法令及び保安規定への抵

触を起こさないことを徹底する観点から、具体的な保安

教育の内容とその見直しの頻度等について明確に定めら

れていること。 

 

第１１８条 所員への保安教育 有 

第１１９条 協力企業従業員への

保安教育 

有 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 9 号 
【発電用原子炉施設の

運転】 

○ 発電用原子炉の運転に必要な運転員の確保について定め

られていること。 

第１２条 運転員等の確保 有 

○ 発電用原子炉施設の運転管理に係る社内規程類を作成す

ることが定められていること。 

第１４条 マニュアルの作成 有 

○ 運転員の引継時に実施すべき事項について定められてい

ること。 

第１５条 引継 － 

○ 原子炉起動前に確認すべき事項について定められている

こと。 

第１６条 原子炉起動前の確認

事項 

有 

○ 地震・火災・有毒ガス（予期せず発生するものを含む。）

等発生時に講ずべき措置について定められていること。 

第１７条 火災発生時の体制の

整備 

有 

第１７条の

２ 

内部溢水発生時の体

制の整備 

有 

第１７条の

３ 

火山影響等発生時の

体制の整備 

有 

第１７条の

４ 

その他自然災害発生

時等の体制の整備 

有 

第１７条の

５ 

有毒ガス発生時の体

制の整備 

有 

第１７条の

６ 

資機材等の整備 有 

○ 原子炉冷却材の水質の管理について定められているこ

と。 

 

第１８条 水質管理 － 
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保安規定審査基準 
（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 保安規定条文 変更 

有無 
○ 発電用原子炉施設の重要な機能に関して、安全機能を有

する系統、機器及び重大事故等対処設備（特定重大事故等

対処施設を構成する設備を含む。）等について、運転状態

に対応した運転上の制限（Limiting Conditions for 

Operation。以下「ＬＣＯ」という。）を満足していること

の確認の内容（以下「サーベランス」という。）、ＬＣＯを

満足していない場合に要求される措置（以下「要求される

措置」という。）及び要求される措置の完了時間（Allowed 

Outage Time。以下「ＡＯＴ」という。）が定められている

こと。 

なお、ＬＣＯ等は、原子炉等規制法第４３条の３の５に 

よる原子炉設置許可申請及び同法第４３条の３の８によ 

る原子炉設置変更許可申請において行った安全解析の前 

提条件又はその他の設計条件を満足するように定められ 

ていること。 

第１９条 停止余裕 － 

第２０条 反応度監視 － 

第２１条 制御棒の動作確認 － 

第２２条 制御棒のスクラム機

能 

有 

第２３条 制御棒の操作 － 

第２４条 ほう酸水注入系 有 

第２５条 原子炉熱的制限値 － 

第２６条 原子炉熱出力及び炉

心流量 

－ 

第２７条 計測及び制御設備 有 

第２８条 原子炉再循環ポンプ － 

第２９条 ジェットポンプ － 

第３０条 主蒸気逃がし安全弁 有 

第３１条 格納容器内の原子炉

冷却材漏えい率 

－ 

第３２条 非常用炉心冷却系，

原子炉隔離時冷却系

及び高圧代替注水系

の系統圧力監視 

有 

第３３条 原子炉冷却材中のよ

う素１３１濃度 

－ 

第３４条 原子炉停止時冷却系

その１ 

有 

第３５条 原子炉停止時冷却系

その２ 

有 

第３６条 原子炉停止時冷却系

その３ 

有 

第３７条 原子炉冷却材温度及

び原子炉冷却材温度

変化率 

－ 

第３８条 原子炉圧力 － 

第３９条 非常用炉心冷却系そ

の１ 

有 

第４０条 非常用炉心冷却系そ

の２ 

有 

第４１条 原子炉隔離時冷却系 － 

第４２条 主蒸気隔離弁 － 

第４３条 格納容器及び格納容

器隔離弁 

有 

第４４条 サプレッション・チ

ェンバからドライウ

ェルへの真空破壊弁 

有 

第４５条 サプレッションプー

ルの平均水温 

有 

第４６条 サプレッションプー

ルの水位 

有 

第４７条 可燃性ガス濃度制御

系 

有 

第４８条 格納容器内の酸素濃

度 

有 

第４９条 原子炉建屋 有 

第５０条 原子炉建屋給排気隔

離弁 

－ 

第５１条 非常用ガス処理系 有 

第５２条 残留熱除去冷却水系

及び残留熱除去冷却

海水系 

有 

第５３条 非常用ディーゼル発

電設備冷却系 

有 

第５４条 高圧炉心スプレイ系

ディーゼル発電設備

冷却水系及び高圧炉

心スプレイ系ディー

ゼル発電設備冷却海

水系 

 

－ 

第５５条 使用済燃料プールの

水位及び水温 

－ 
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保安規定審査基準 
（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 保安規定条文 変更 

有無 
第５６条 燃料又は制御棒を移

動する時の原子炉水

位 

－ 

第５７条 中央制御室非常用換

気空調系 

有 

第５８条 外部電源その１ － 

第５８条の

の２ 

外部電源その２ － 

第５８条の

３ 

外部電源その３ 有 

 

第５９条 非常用ディーゼル発

電機その１ 

有 

第６０条 非常用ディーゼル発

電機その２ 

有 

第６１条 非常用ディーゼル発

電機燃料油等 

有 

第６２条 直流電源その１ 有 

第６３条 直流電源その２ 有 

第６４条 所内電源系統その１ 有 

第６５条 所内電源系統その２ 有 

第６６条 重大事故等対処設備 有 

第６７条 原子炉停止中の制御

棒１本の引き抜き 

－ 

第６８条 単一制御棒駆動機構

の取り外し 

－ 

第６９条 複数の制御棒引き抜

きを伴う検査 

－ 

第７０条 原子炉の昇温を伴う

検査 

－ 

第７１条 原子炉モードスイッ

チの切替を伴う検査 

－ 

－ 特定重大事故等対処

施設を構成する設備

については別途申請

予定 

－ 

○ ＬＣＯの確認について、サーベランス実施方法、サーベラ

ンス及び要求される措置を実施する間隔の延長に関する

考え方、確認の際のＬＣＯの取扱い等が定められている

こと。 

第７２条 運転上の制限の確認 有 

○ ＬＣＯを満足しない場合について、事象発見からＬＣＯ

に係る判断までの対応目安時間等を社内規程類に定める

こと及び要求される措置等の取扱い方法が定められてい

ること。 

第７３条 運転上の制限を満足

しない場合 

有 

○  ＬＣＯに係る記録の作成について定められていること。 第７５条 運転上の制限に関す

る記録 

有 

○ 異常発生時の基本的対応事項及び採るべき措置並びに異

常収束後の措置について定められていること。 

第１７条の

９ 

電源機能等喪失時の

体制の整備 

有 

第７６条 異常発生時の基本的

な対応 

有 

第７７条 異常時の措置 有 

第７８条 異常収束後の措置 有 

添付１ 原子炉がスクラムし

た場合の運転操作基

準 

有 

 第１１条 構成及び定義 有 

第１８条の

２ 

原子炉冷却材圧力バ

ウンダリの隔離弁管

理 

有 

○ 予防保全を目的とした保全作業について、やむを得ず保

全作業を行う場合には、法令に基づく点検及び補修、事故

又は故障の再発防止対策の水平展開として実施する点検

及び補修等に限ることが定められていること 

第７４条 予防保全を目的とし

た保全作業を実施す

る場合 

有 

○ 予防保全を目的とした保全作業の実施について、ＡＯＴ

内に完了することが定められていること。 

なお、ＡＯＴ内で完了しないことが予め想定される場合に

は、当該保全作業が限定され、必要な安全措置を定めて実

施することが定められていること。 

 

 

第７４条 予防保全を目的とし

た保全作業を実施す

る場合 

有 
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保安規定審査基準 
（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 保安規定条文 変更 

有無 
実用炉規則第 92 条第 1
項第 10 号 
【発電用原子炉の運転

期間】 

○ 発電用原子炉の運転期間の範囲内で、発電用原子炉を運転

することが定められていること。 

第１１条の

２ 

 

原子炉の運転期間 有 

○ 取替炉心の安全性評価を行うことが定められていること。

なお、取替炉心の安全性評価に用いる期間は、当該取替炉

心についての燃料交換の間隔から定まる期間としているこ

と。 

第８２条 燃料取替実施計画 有 

 

○ 実用炉規則第９２条第２項第１号に基づき、実用炉規則第

９２条第１項第１０号に掲げる原子炉の運転期間を定め、

又はこれを変更しようとする場合は、申請書に原子炉の運

転期間の設定に関する説明書（原子炉の運転期間を変更し

ようとする場合は、実用炉規則第８２条第４項の見直しの

結果を記載した書類を含む。以下「説明書」という。）が添

付されていること。 

－ 〔手続きに関する事

項であり、保安規定

には、記載なし〕 

－ 

○ 発電用原子炉ごとに、説明書に記載された①原子炉を停止

して行う必要のある点検、検査の間隔から定まる期間、②

燃料交換の間隔から定まる期間（原子炉起動から次回定期

検査を開始するために原子炉を停止するまでの期間）、のう

ちいずれか短い期間の範囲内で、実用炉規則第４８条に定

める定期検査を受けるべき時期の区分を上限として、発電

用原子炉の運転期間（定期検査が終了した日から次回定期

検査を開始するために原子炉を停止するまでの期間）が記

載されていること。なお、原子炉の運転期間の設定に当た

っては、原子炉を起動してから定期検査が終了するまでの

期間も考慮されていること。実用炉規則第８２条第４項の

見直しの結果の内容は、「実用発電用原子炉施設における高

経年化対策実施ガイド」（原管Ｐ発第１３０６１９８号（平

成２５年６月１９日原子力規制委員会決定））を参考として

記載していること。特に、同結果において、発電用原子炉

の運転期間の変更に伴う長期保守管理方針の変更の有無及

びその理由が明らかとなっていること。 

－ 〔手続きに関する事

項であり、保安規定

には、記載なし〕 

－ 

○ 発電用原子炉の運転期間を延長する場合には、実用炉規則

第４８条に定める定期検査を受けるべき時期の区分を上限

として、段階的な延長となっていること。 

－ 〔運転期間の延長は

実施していないこと

から、該当なし〕 

－ 

○ 運転期間が１３月を超える延長の場合には、当該延長に伴

う原子炉等規制法第４３条の３の５に基づく原子炉設置許

可及び同法第４３条の３の８に基づく原子炉設置変更許可

申請書に記載された基本設計ないし基本的設計方針に則し

た影響評価の結果が説明書に記載されていること。 

－ 〔運転期間の延長は

実施していないこと

から、該当なし〕 

－ 

○ 説明書に記載された燃料交換の間隔から定まる期間につい

ては、期間を変更した後においても発電用原子炉の安全性

について原子炉等規制法第４３条の３の５に基づく原子炉

設置許可及び同法第４３条の３の８に基づく原子炉設置変

更許可申請書に記載された基本設計ないし基本的設計方針

を満たしていること。 

 

－ 〔運転期間の延長は

実施していないこと

から、該当なし〕 

－ 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 11 号【発電用原子

炉施設の運転の安全審

査】 

○ 発電用原子炉施設の保安に関する重要事項及び発電用原子

炉施設の保安運営に関する重要事項を審議する委員会の設

置、構成及び審議事項について定められていること。 

第６条 原子力発電保安委員

会 

有 

第７条 原子力発電保安運営

委員会 

有 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 12 号【管理区域、

保全区域及び周辺監視

区域の設定等】 

○ 管理区域を明示し、管理区域における他の場所と区別する

ための措置を定め、管理区域の設定及び解除において実施

すべき事項が定められていること。 

第９２条 管理区域の設定及び

解除 

有 

添付４ 管理区域図（第９２

条及び９３条関連） 

有 

○ 管理区域内の区域区分について、汚染のおそれのない管理

区域及びそれ以外の管理区域について表面汚染密度及び空

気中の放射性物質濃度の基準値が定められていること。 

第９３条 管理区域内における

区域区分 

有 

○ 管理区域内において特別措置が必要な区域について採るべ

き措置を定め、特別措置を実施する外部放射線に係る線量

当量率、空気中の放射性物質濃度及び床、壁、その他人の

触れるおそれのある物の表面汚染密度の基準が定められて

いること。 

第９４条 管理区域内における

特別措置 

－ 

○ 管理区域への出入管理に係る措置事項が定められているこ

と。 

第９５条 管理区域への出入管

理 

－ 

○ 管理区域から退出する場合等の表面汚染密度の基準が定め

られていること。 

第９５条 管理区域への出入管

理 

－ 

○ 管理区域へ出入りする所員に遵守させるべき事項及びそれ

を遵守させる措置が定められていること。 

第９６条 管理区域出入者の遵

守事項 

－ 

○ 管理区域から物品又は核燃料物質等を搬出及び運搬する際

に講ずべき事項が定められていること。 

第１０３条 管理区域外等への搬

出及び運搬 

－ 

第１０４条 発電所外への運搬 － 
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保安規定審査基準 
（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 保安規定条文 変更 

有無 
○ 保全区域を明示し、保全区域についての管理措置が定めら

れていること。 

第９７条 保全区域 有 

添付５ 保全区域図 

（第９７条関連） 

有 

○ 周辺監視区域を明示し、業務上立ち入る者を除く者が周辺

監視区域に立ち入らないように制限するために講ずべき措

置が定められていること。 

第９８条 周辺監視区域 － 

○ 請負会社に対して遵守させる放射線防護上の必要事項及び

それを遵守させる措置が定められていること。 

第１０５条 協力企業の放射線防

護 

－ 

 第１０６条 頻度の定義 － 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 13 号 
【排気監視設備及び排

水監視設備】 

○ 放射性液体廃棄物の放出箇所、放射性液体廃棄物の管理目

標値及び基準値を満たすための放出管理方法並びに放射性

液体廃棄物の放出物質濃度の測定項目及び頻度が定められ

ていること。 

第８８条 放射性液体廃棄物の

管理 

－ 

○ 放射性気体廃棄物の放出箇所、放射性気体廃棄物の放出管

理目標値を満たすための放出量管理方法、並びに放射性気

体廃棄物の放出物質濃度の測定項目及び頻度が定められて

いること。 

第８９条 放射性気体廃棄物の

管理 

－ 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 14 号 
【線量、線量当量、汚染

の除去等】 

○ 放射線業務従事者が受ける線量について、線量限度を超え

ないための措置が定められていること。 

第９９条 線量の評価 － 

○ 実用炉規則第７８条に基づく、床・壁等の除染を実施すべ

き表面汚染密度の明確な基準が定められていること。 

第１００条 床、壁等の除染 － 

○ 管理区域及び周辺監視区域境界付近における線量当量率等

の測定に関する事項が定められていること。 

第１０１条 外部放射線に係る線

量当量率等の測定 

－ 

○ 管理区域内で汚染のおそれのない区域に物品又は核燃料物

質等を移動する際に講ずべき事項が定められていること。 

第１０３条 管理区域外等への搬

出及び運搬 

－ 

○ 核燃料物質等（新燃料、使用済燃料及び放射性固体廃棄物

を除く。）の事業所外への運搬に関する事業所内の行為が定

められていること。 

第１０３条 管理区域外等への搬

出及び運搬 

－ 

第１０４条 発電所外への運搬 － 

○ 原子炉等規制法第６１条の２第２項により認可を受けた場

合においては、同項により認可を受けた放射能濃度の測定

及び評価の方法に基づき、同法第６１条の２第１項の確認

を受けようとする物に含まれる放射性物質の放射能濃度の

測定及び評価を行うことが定められていること。 

－ 〔クリアランス規定

は、採用していない

ため、保安規定に記

載なし〕 

－ 

○ 原子炉等規制法第６１条の２第１項の確認を受けようとす

る物の取扱いに関することについては、「放射能濃度の測定

及び評価の方法の認可について（内規）」（平成１７･１１･

３０原院第６号（平成１８年１月３０日原子力安全・保安

院制定）及び平成２３・０６・２０原院第４号（平成２３ 

年７月１日同院改正））を参考として記載していること。 

なお、原子炉等規制法第６１条の２第２項による放射能濃

度の測定及び評価方法の認可において記載された内容を満

足するように定められていること。 

－ 〔クリアランス規定

は、採用していない

ため、保安規定に記

載なし〕 

－ 

○ 放射性廃棄物でない廃棄物の取扱いに関することについて

は、「原子力施設における「放射性廃棄物でない廃棄物」の

取扱いについて（指示）」（平成２０･０４･２１原院第１号

（平成２０年５月２７日原子力安全・保安院制定（ＮＩＳ

Ａ－１１１ａ－０８－１）））を参考として記載しているこ

と。 

第８７条の

２ 

放射性廃棄物でない

廃棄物の管理 

 

－ 

第９１条 頻度の定義 － 

○ 汚染拡大防止のための放射線防護上、必要な措置が定めら

れていること。 

第９２条 管理区域の設定及び

解除 

有 

第９３条 管理区域内における

区域区分 

有 

第９６条 管理区域出入者の遵

守事項 

－ 

第１００条 床、壁等の除染 － 

第１０３条 管理区域外等への搬

出及び運搬 

－ 

添付３ 重大事故等及び大規

模損壊対応に係る実

施基準 

 

有 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 15 号 
【放射線測定器の管理】 

○ 放出管理用計測器について、計測器の種類、所管箇所及び

数量が定められていること。 

第９０条 放出管理用計測器の

管理 

－ 

○ 放射線計測器について、計測器の種類、所管箇所及び数量

が定められていること。 

第１０２条 放射線計測器類の管

理 

－ 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 16 号【発電用原子

炉施設の巡視及び点検】 

日常の保安活動の評価を踏まえ、発電用原子炉施設の点検

対象施設並びに設備の巡視及び点検並びにこれらに伴う処

置に関すること（巡視及び点検の頻度を含む。）について、

適切な内容が定められていること。 

 

第１３条 巡視点検 有 
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保安規定審査基準 
（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 保安規定条文 変更 

有無 
実用炉規則第 92 条第 1
項第 17 号【核燃料物質

の受払い、運搬、貯蔵等】 

○ 事業所構内における新燃料の運搬及び貯蔵並びに使用済燃

料の運搬及び貯蔵に際して保安のために講ずべき措置とし

て、運搬する場合に臨界に達しない措置を講ずること及び

貯蔵施設等が定められていること。 

第７９条 新燃料の運搬 有 

第８０条 新燃料の貯蔵 有 

第８５条 使用済燃料の貯蔵 有 

第８６条 使用済燃料の運搬 有 

○ 燃料検査の際に保安のために講ずべき措置として、装荷予

定の照射された燃料のうちから選定した燃料の健全性に異

常のないことを確認すること及び燃料使用の可否を判断す

ること等が定められていること。 

第８１条 燃料の検査 有 

○ 燃料取替に際して保安のために講ずべき措置として、燃料

装荷実施計画（取替炉心の安全性評価を含む。）を定めるこ

と及び燃料移動手順に従うこと等が定められていること。 

なお、発電用原子炉の運転期間の設定に関する説明書にお

いて取替炉心ごとに管理するとした項目が、取替炉心の安

全性評価項目等として定められていること。 

 

第８２条 燃料取替実施計画 有 

第８３条 燃料移動手順 － 

第８４条 燃料移動 有 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 18 号 
【放射性廃棄物の廃棄】 

○ 放射性固体廃棄物の貯蔵及び保管に係る具体的な管理措置

並びに運搬に関し、放射線安全確保のための措置が定めら

れていること。 

第８７条 放射性固体廃棄物の

管理 

－ 

○ 放射性液体廃棄物の放出箇所、放射性液体廃棄物の管理目

標値及び基準値を満たすための放出管理方法並びに放射性

液体廃棄物の放出物質濃度の測定項目及び頻度が定められ

ていること。 

第８８条 放射性液体廃棄物の

管理 

－ 

○ 放射性気体廃棄物の放出箇所、放射性気体廃棄物の放出管

理目標値を満たすための放出量管理方法並びに放射性気体

廃棄物の放出物質濃度の測定項目及び頻度が定められてい

ること。 

第８９条 放射性気体廃棄物の

管理 

－ 

○ 原子炉等規制法第６１条の２第１項の確認を受けようとす

る物の取扱いに関することについては、「放射能濃度の測定

及び評価の方法の認可について（内規）」（平成１７･１１･

３０原院第６号（平成１８年１月３０日原子力安全・保安

院制定）及び平成２３・０６・２０原院第４号（平成２３

年７月１日同院改正））を参考として記載していること。 

なお、原子炉等規制法第６１条の２第２項による放射能濃

度の測定及び評価方法の認可において記載された内容を満

足するように定められていること。 

－ 〔クリアランス規定

は、採用していない

ため、保安規定に記

載なし〕 

－ 

○ 放射性廃棄物でない廃棄物の取扱いに関することについて

は、「原子力施設における「放射性廃棄物でない廃棄物」の

取扱いについて（指示）」（平成２０･０４･２１原院第１号

（平成２０年５月２７日原子力安全・保安院制定（ＮＩＳ

Ａ－１１１ａ－０８－１）））を参考として記載しているこ

と。 

 

第８７条の

２ 

放射性廃棄物でない

廃棄物の管理 

 

－ 

第９１条 頻度の定義 － 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 19 号 
【非常の場合に講ずべ

き処置】 

○ 緊急時に備え、平常時から緊急時に実施すべき事項が定め

られていること。 

第１０８条 原子力防災組織 － 

第１０９条 原子力防災組織の要

員 

－ 

第１１０条 原子力防災資機材等 － 

○ 緊急時における運転操作に関する社内規程類を作成するこ

とが定められていること。 

第１１０条 原子力防災資機材等 － 

○ 緊急事態発生時は定められた通報経路に従い、関係機関に

通報することが定められていること。 

第１１１条 通報経路 有 

第１１３条 通報 有 

○ 緊急事態の発生をもってその後の措置は防災業務計画によ

ることが定められていること。 

第１０８条 原子力防災組織 － 

○ 緊急事態が発生した場合は、緊急時体制を発令し、応急措

置及び緊急時における活動を実施することが定められてい

ること。 

第１１４条 原子力防災態勢の発

令 

有 

第１１５条 応急措置 有 

第１１６条 緊急時における活動 － 

○ 次の各号に掲げる要件に該当する放射線業務従事者を緊急

作業に従事させるための要員として選定することが定めら

れていること。 

１．緊急作業時の放射線の生体に与える影響及び放射線防護 

措置について教育を受けた上で、緊急作業に従事する意 

思がある旨を発電用原子炉設置者に書面で申し出た者 

であること。 

２．緊急作業についての訓練を受けた者であること。 

３．実効線量について２５０ｍＳｖを線量限度とする緊急作

業に従事する従業員及び協力企業の従業員は、原子力災

害対策特別措置法第８条第３項に規定する原子力防災要

員、同法第９条第１項に規定する原子力防災管理者又は

同法同条第３項に規定する副原子力防災管理者であるこ

と。 

 

第１０９条

の２ 

緊急作業従事者の選

定 

有 
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保安規定審査基準 
（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 保安規定条文 変更 

有無 
○ 放射線業務従事者が緊急作業に従事する期間中の線量管理

（放射線防護マスクの着用等による内部被ばくの管理を含

む。）及び緊急作業を行った放射線業務従事者に対し、健康

診断を受診させる等の非常の場合に講ずべき処置に関し、

適切な内容が定められていること。 

第１１６条

の２ 

緊急作業従事者の線

量管理等 

－ 

○ 事象が収束した場合は、緊急時体制を解除することが定め

られていること。 

第１１７条 原子力防災態勢の解

除 

有 

○ 防災訓練の実施頻度について定められていること。 第１１２条 緊急時演習 － 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 20 号【火災発生時

における発電用原子炉

施設の保全のための活

動を行う体制の整備】 

○ 火災が発生した場合（以下「火災発生時」という。）におけ

る発電用原子炉施設の保全のための活動（消防吏員への通

報、消火又は延焼の防止その他消防隊が火災の現場に到着

するまでに行う活動を含む。以下同じ。）を含む火災防護対

策を行う体制の整備に関し、次の各号に掲げる措置を講じ

ることが定められていること。 

１．火災発生時における発電用原子炉施設の保全のための活 

動を行うために必要な計画を策定すること。 

２．火災の発生を消防官吏に確実に通報するために必要な設 

備を設置すること。 

３．火災発生時における発電用原子炉施設の保全のための活 

動を行うために必要な要員を配置すること。 

４．火災発生時における発電用原子炉施設の保全のための活 

動を行う要員に対する訓練に関すること。 

５．火災発生時における発電用原子炉施設の保全のための活 

動を行うために必要な化学消防自動車、泡消火薬剤その 

他の資機材を備え付けること。 

６．持込物（可燃物）の管理に関すること。 

７．その他、火災発生時における発電用原子炉施設の保全の 

ための活動を行うために必要な体制を整備すること。 

８．火災発生時におけるそれぞれの措置について、定期的に 

評価するとともにその結果を踏まえて必要な措置を講 

じること。 

第１７条 火災発生時の体制の

整備 

有 

添付２ 火災、内部溢水、火

山影響，その他自然

災害及び有毒ガス対

応に係る実施基準 

有 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 21 号【内部溢水発

生時における発電原子

炉施設の保全のための

活動を行う体制の整備】 

○ 発電用原子炉施設内において溢水が発生した場合（以下「内

部溢水発生時」という。）における発電用原子炉施設の保全

のための体制の整備に関し、次に掲げる措置を講じること

が定められていること。 

１．内部溢水発生時における発電用原子炉施設の保全のため 

の活動を行うための必要な計画を策定すること。 

２．内部溢水発生時における発電用原子炉施設の保全のため 

の活動を行うために必要な要員を配置すること。 

３．内部溢水発生時における発電用原子炉施設の保全のため 

の活動を行う要員に対する訓練に関すること。 

４．内部溢水発生時における発電用原子炉施設の保全のため 

の活動を行うために必要な照明器具、無線機器その他の 

資機材を備え付けること。 

５．その他、内部溢水発生時における発電用原子炉施設の保 

全のための活動を行うために必要な体制を整備するこ 

と。 

６．内部溢水発生時におけるそれぞれの措置について、定期 

的に評価するとともに、その結果を踏まえて必要な措置 

を講じること。 

第１７条の

２ 

内部溢水発生時の体

制の整備 

有 

添付２ 火災、内部溢水、火

山影響，その他自然

災害及び有毒ガス対

応に係る実施基準 

有 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 21 号の 2【火山影

響等発生時における発

電原子炉施設の保全の

ための活動を行う体制

の整備】 

○ 火山現象による影響が発生し、又は発生するおそれがある

場合（以下「火山影響等発生時」という。）における発電用

原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関して

は、次に掲げる措置を講じることが定められていること。 

１．火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のた 

めの活動を行うために必要な計画を策定すること。 

２．火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のた 

めの活動を行うために必要な要員を配置すること。 

３．火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のた 

めの活動を行う要員に対する訓練に関すること。 

４．火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のた 

めの活動を行うために必要なフィルターその他の資機 

材を備え付けること。 

５．火山影響等発生時における発電用原子炉施設の保全のた 

めの活動を行うために必要な次に掲げる事項を定め、こ 

れを要員に守らせること。 

 一 火山影響等発生時における非常用交流動力電源設備 

    の機能を維持するための対策に関すること。 

 二 一に掲げるもののほか、火山影響等発生時における代 

替電源設備その他の炉心を冷却するために必要な設 

備の機能を維持するための対策に関すること。 

第１７条の

３ 

火山影響等発生時の

体制の整備 

有 
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保安規定審査基準 
（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 保安規定条文 変更 

有無 
 三 二に掲げるもののほか、火山影響等発生時に交流動力 

電源が喪失した場合における炉心の著しい損傷を防 

止するための対策に関すること。 

６．その他、火山影響等発生時における発電用原子炉施設の 

保全のための活動を行うために必要な体制を整備する 

こと。 

７．火山影響等発生時におけるそれぞれの措置について、定 

期的に評価するとともに、その結果を踏まえて必要な措 

置を講じること。 

 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 22 号【重大事故等

発生時における発電用

原子炉施設の保全のた

めの活動を行う体制の

整備】 

○ 重大事故に至るおそれのある事故（運転時の異常な過渡変

化及び設計基準事故を除く。）又は重大事故が発生した場合

（以下「重大事故等発生時」という。）における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行う体制の整備（特定重大事

故等対処施設を用いた対策に関する事項を含む。）に関して

は、次に掲げる措置を講じることが定められていること。 

なお、これらの措置については、特定重大事故等対処施設 

を用いて重大事故等（原子炉建屋への故意による大型航空 

機の衝突その他テロリズムによるものを除く。）に対処す 

るために必要な事項を含むこと。 

１．重大事故等発生時における発電用原子炉施設の保全のた 

めの活動を行うために必要な計画を策定すること。 

２．重大事故等発生時における発電用原子炉施設の保全のた 

めの活動を行うために必要な要員（以下「対策要員」と 

いう。）を配置すること。 

３．対策要員に対する教育及び訓練を毎年一回以上定期的に 

実施すること。なお、重大事故等対処施設の使用を開始 

するに当たっては、あらかじめ必要な教育及び訓練を実 

施すること。 

４．重大事故等発生時における発電用原子炉施設の保全のた 

めの活動を行うために必要な電源車、消防自動車、消火 

ホースその他の資機材を備え付けること。 

５．重大事故等発生時における発電用原子炉施設の保全のた 

めの活動を行うために必要な次に掲げる事項に関する 

社内規程類を定め、これを対策要員に守らせること。 

一 重大事故等発生時における炉心の著しい損傷を防止す

るための対策に関すること。 

二 重大事故等発生時における原子炉格納容器の破損を防

止するための対策に関すること。 

三 重大事故等発生時における使用済燃料貯蔵設備に貯蔵

する燃料体の著しい損傷を防止するための対策に関す

ること。 

四 重大事故等発生時における原子炉停止時における燃料

体の著しい損傷を防止するための対策に関すること。 

五 発生する有毒ガスからの運転員等の防護に関するこ

と。 

６．その他、重大事故等発生時における発電用原子炉施設の 

保全のための活動を行うために必要な体制を整備する 

こと。 

７．前各号の措置の内容について、定期的に評価するととも 

に、その結果を踏まえて必要な措置を講じること。 

○ 重大事故等発生時におけるそれぞれの措置について、原子

炉等規制法第４３条の３の５第１項に基づく原子炉設置許

可申請書及び同添付書類又は同法第４３条の３の８第１項

に基づく原子炉設置変更許可申請書及び同添付書類に記載

された有効性評価の前提条件その他の措置に関する基本的

内容を満足するよう定められていること。 

○ 重大事故等発生時におけるそれぞれの措置に係る手順につ

いて、次に掲げるとおりとすること。 

 １．原子炉等規制法第４３条の３の５第１項に基づく原子炉

設置許可申請書又は同法第４３条の３の８第１項に基づ

く原子炉設置変更許可申請書に記載された対応手段、重

要な配慮事項、有効性評価の前提条件となる操作の成立

性に係る事項が定められ、定められた内容が重大事故等

に対し的確かつ柔軟に対処することを妨げるものでない

こと。 

 ２．炉心の著しい損傷及び原子炉格納容器の破損を防ぐため

に最優先すべき操作等の判断基準の基本的な考え方が定

められていること。原子炉格納容器の過圧破損の防止に

係る手順については、格納容器圧力逃がし装置を設けて

いる場合、格納容器代替循環冷却系又は格納容器再循環

第１２条 運転員等の確保 有 

第１７条の

７ 

重大事故等発生時の

体制の整備 

有 

添付３ 重大事故等及び大規

模損壊対応に係る実

施基準 

有 
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保安規定審査基準 
（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 保安規定条文 変更 

有無 
ユニットにより原子炉格納容器内の圧力及び温度を低下

させる手順を、格納容器圧力逃がし装置による手順に優

先して実施することが定められているとともに、原子炉

格納容器内の圧力が高い場合など、必要な状況において

は確実に格納容器圧力逃がし装置を使用することが定め

られていること。 

 ３．措置に係る手順の優先順位や手順着手の判断基準等（２．

に関するものを除く。）については記載を要しない。 

○ 重大事故等発生時における発電用原子炉施設の保全のため

の活動について、重大事故の発生の防止又は重大事故の拡

大の防止若しくはその影響の緩和のために必要があると認

めるときは、あらかじめ社内規程類に定めた計画及び手順

によらず、所要の措置を講じることが定められていること。 

 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 23 号【大規模損壊

発生時における発電用

原子炉施設の保全のた

めの活動を行う体制の

整備】 

○ 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他

のテロリズムによる発電用原子炉施設の大規模な損壊が発

生した場合（以下「大規模損壊発生時」という。）における

発電用原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備

（特定重大事故等対処施設を用いた対策に関する事項を含

む。）に関し、次に掲げる措置を講じることが定められてい

ること。 

１．大規模損壊発生時における発電用原子炉施設の保全のた 

めの活動を行うために必要な計画を策定すること。 

２．大規模損壊発生時における発電用原子炉施設の保全のた 

めの活動を行うために必要な要員を配置すること。 

３．大規模損壊発生時における発電用原子炉施設の保全のた 

めの活動を行う要員に対する教育及び訓練を毎年一回 

以上定期的に実施すること。なお、重大事故等対処施設 

の使用を開始するに当たっては、あらかじめ必要な教育 

及び訓練を実施すること。 

４．大規模損壊発生時における発電用原子炉施設の保全のた 

めの活動を行うために必要な電源車、消防自動車、消火 

ホースその他の資機材を備え付けること。 

５．大規模損壊発生時における発電用原子炉施設の保全のた 

めの活動を行うために必要な次に掲げる事項に関する 

社内規程類を定め、これを要員に守らせること。 

一 大規模損壊発生時における大規模な火災が発生した 

  場合における消火活動に関すること。 

二 大規模損壊発生時における炉心の著しい損傷を緩和  

  するための対策に関すること。 

三 大規模損壊発生時における原子炉格納容器の破損を緩

和するための対策に関すること。 

四 大規模損壊発生時における使用済燃料貯蔵槽の水位 

  を確保するための対策及び燃料体の著しい損傷を緩 

和するための対策に関すること。 

五 大規模損壊発生時における放射性物質の放出を低減 

  するための対策に関すること。 

６．その他、大規模損壊発生時における発電用原子炉施設の 

保全のための活動を行うために必要な体制を整備する 

こと。 

７．前各号の措置の内容について、定期的に評価するととも 

に、その結果を踏まえて必要な措置を講じること。 

○ 大規模損壊発生時におけるそれぞれの措置について、原子

炉等規制法第４３条の３の５第１項に基づく原子炉設置許

可申請書及び同添付書類又は同法第４３条の３の６第１項

に基づく原子炉設置変更許可申請書及び同添付書類に記載

された措置に関する内容を満足するよう定められているこ

と。 

○ 大規模損壊発生時におけるそれぞれの措置に係る手順につ

いて、定められた内容が大規模損壊に対し的確かつ柔軟に

対処することを妨げるものでないこと。 

○ 大規模損壊発生時における発電用原子炉施設の保全のため

の活動について、必要があると認めるときは、あらかじめ

社内規程類に定めた計画及び手順によらず、所要の措置を

講じることが定められていること。 

 

第１２条 運転員等の確保 有 

第１７条の

８ 

大規模損壊発生時の

体制の整備 

有 

添付３ 重大事故等及び大規

模損壊対応に係る実

施基準 

有 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 24 号 
【記録及び報告】 

○ 発電用原子炉施設に係る保安に関し、必要な記録を適正に

作成し、管理することが定められていること。その際、保

安規定及びその下位文書において、必要な記録を適切に作

成し、管理するための措置が定められていることが求めら

れる。 

第１２０条 記録 有 

第３条 品質保証計画 有 
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保安規定審査基準 
（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 保安規定条文 変更 

有無 
○ 実用炉規則第６７条に定める記録について、その記録の管

理が定められていること。（計量管理規定で定めるものを除

く。） 

第１２０条 記録 有 

○ 発電所長及び発電用原子炉主任技術者に報告すべき事項が

定められていること。 

第１２１条 報告 有 

第９条 原子炉主任技術者の

職務等 

 

有 

○ 特に、実用炉規則第１３４条各号に掲げる事故故障等の事

象及びこれらに準ずるものが発生した場合においては、経

営責任者に確実に報告がなされる体制が構築されているこ

となど、安全確保に関する経営責任者の強い関与が明記さ

れていること。 

第１２１条 報告 有 

○ 当該事故故障等の事象に準ずる重大な事象について、具体

的に明記されていること。 

 

第１２１条 報告 有 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 25 号【発電用原子

炉施設の保守管理】 

○ 日常の保安活動の評価を踏まえ、発電用原子炉施設の保守

管理に関することについて、適切な内容が定められている

こと。 

第１０７条 保守管理計画 有 

○ 予防保全を目的とした保全作業について、やむを得ず保全

作業を行う場合には、法令に基づく点検及び補修、事故又

は故障の再発防止対策の水平展開として実施する点検及び

補修等に限ることが定められていること。 

第７４条 予防保全を目的とし

た保全作業を実施す

る場合 

有 

○ 予防保全を目的とした保全作業の実施について、ＡＯＴ内

に完了することが定められていること。 

なお、ＡＯＴ内で完了しないことが予め想定される場合に

は、当該保全作業が限定され、必要な安全措置を定めて実

施することが定められていること。 

第７４条 予防保全を目的とし

た保全作業を実施す

る場合 

有 

○ 「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則第１１条

第１項及び研究開発段階にある発電の用に供する原子炉の

設置、運転等に関する規則第３０条第１項に掲げる保守管

理について（内規）」（平成２０・１２・２２原院第３号（平

成２０年１２月２６日原子力安全・保安院制定））において

認められたＪＥＡＣ４２０９－２００７又はそれと同等の

規格に基づく保守管理計画が定められていること。 

第１０７条 保守管理計画 有 

○ 発電用原子炉施設の経年劣化に係る技術的な評価に関する

ことについては、「実用発電用原子炉施設における高経年化

対策実施ガイド」（原管Ｐ発第１３０６１９８号（平成２５ 

年６月１９日原子力規制委員会決定））を参考とし、実用炉

規則第８２ 条に規定された発電用原子炉施設の経年劣化

に関する技術的な評価を実施するための手順及び体制を定

め、当該評価を定期的に実施することが定められているこ

と。 

第１０７条

の２ 

原子炉施設の経年劣

化に関する技術的な

評価及び長期保守管

理方針 

有 

○ 運転を開始した日以後３０年を経過した発電用原子炉につ

いては、長期保守管理方針が定められていること。 

－ 〔柏崎刈羽７号炉

は、運転開始後３０

年未満であり、長期

保守管理方針の作成

未〕 

－ 

○ 実用炉規則第９２条第１項第２５号に掲げる発電用原子炉

施設の保守管理に関することを変更しようとする場合（実

用炉規則第８２条第１項から第３項の規定により長期保守

管理方針を策定し、又は同条第４項の規定により長期保守

管理方針を変更しようとする場合に限る。）は、申請書に実

用炉規則第８２条第１項、第２項若しくは第３項の評価の

結果又は第４項の見直しの結果を記載した書類（以下「技

術評価書」という。）が添付されていること。 

－ 〔手続きに関する事

項であり保安規定に

は記載なし〕 

－ 

○ 長期保守管理方針及び技術評価書の内容は、「実用発電用原

子炉施設における高経年化対策の実施ガイド」（原管Ｐ発第

１３０６１９８号（平成２５年６月１９日原子力規制委員

会決定））を参考として記載していること。 

－ 〔柏崎刈羽７号炉

は、運転開始後３０

年未満であり、長期

保守管理方針の作成

未〕 

－ 

○ 保全計画は、施設定期検査申請書又は使用前検査申請書の

添付資料と同一のものであり、「発電用原子炉施設の使用前

検査、施設定期検査及び定期事業者検査に係る実用発電用

原子炉の設置、運転等に関する規則のガイド」（原規技発第

１３０６１９２３（平成２５年６月１９日原子力規制委員

会決定））を参考として記載していること。 

－ 〔手続きに関する事

項であり保安規定に

は記載なし〕 

－ 

○ 溶接事業者検査及び定期事業者検査の実施に関することが

定められていること。 

－ 溶接事業者検査及び

定期事業者検査の実

施については別途申

請中 

－ 
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保安規定審査基準 
（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 保安規定条文 変更 

有無 
実用炉規則第 92 条第 1
項第 26 号 
【技術情報の共有】 

○ プラントメーカーなどの保守点検を行った事業者から得ら

れた保安に関する技術情報をＢＷＲ事業者協議会やＰＷＲ

事業者連絡会などの事業者の情報共有の場を活用し、他の

発電用原子炉設置者と共有し、自らの発電用原子炉施設の

保安を向上させるための措置が定められていること。 

第３条 

 

品質保証計画 有 

第１０７条 保守管理計画 有 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 27 号 
【不適合発生時の情報

の公開】 

○ 発電用原子炉施設の保安の向上を図る観点から、不適合が

発生した場合の公開基準が定められていること。 

第３条 品質保証計画 有 

○ 情報の公開に関し、原子力施設情報公開ライブラリーへの

登録などに必要な事項が定められていること。 
第３条 品質保証計画 有 

実用炉規則第 92 条第 1
項第 28 号 
【その他必要な事項】 

○ 日常の品質保証活動の結果を踏まえ、必要に応じ、発電用

原子炉施設に係る保安に関し必要な事項を定めているこ

と。 

第１条 目的 有 

○ 発電用原子炉設置者が、核燃料物質、核燃料物質によって

汚染された物又は発電用原子炉による災害を防止するた

め、保安活動を原子炉等規制法第４３条の３の２４第１項

の規定に基づき保安規定として定めることが「目的」とし

て定められていること。 

第１条 目的 有 

○ 安全文化を基礎とし、国際放射線防護委員会（ＩＣＲＰ) が

１９７７年勧告で示した放射線防護の基本的考え方を示す

概念（ＡＬＡＲＡ：as low as reasonably achievable)の

精神にのっとり、原子炉による災害防止のために適切な品

質保証活動のもと保安活動を実施することを「基本方針」

として定められていること。 

第２条 基本方針 有 
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4. 保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定の記載内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 92 条（保安規定） 
 
 
 

法第四十三条の三の二十四第一項の規定に 
よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。 
 一 関係法令及び保安規定の遵守のための

体制（経営責任者の関与を含む。）に関す

ること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 1 号 

関係法令及び保安規定の遵守のための

体制 

 

○ 関係法令及び保安規定の遵守のため

の体制（経営責任者の関与を含む。）

に関することについては、保安規定に

基づき要領書、作業手順書その他保

安に関する文書について、重要度等に

応じて定めるとともに、これを遵守し、そ

の位置付けが明確にされていること。特

に、経営責任者の積極的な関与が明

記されていること。 
○ 保安のための関係法令及び保安規定

の遵守を確実に行うため、コンプライア

ンスに係る体制が確実に構築されてい

ることが明確となっていること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

（関係法令及び保安規定の遵守） 
第２条の２ 

社長は，第２条に係る保安活動を実施するにあた

り，関係法令及び保安規定の遵守が確実に行われ

るよう，基本方針を定めるとともに，必要に応じて基

本方針の見直しを行う。 
２．原子力・立地本部長及び内部監査室長は，関係法

令及び保安規定の遵守が確実に行われるようにす

るため，「法令等の遵守及び安全文化の醸成に係る

活動の手引き」を定め，これに基づき次の事項を実

施する。 
（１）第１項の基本方針に基づき，関係法令及び保安規

定の遵守の意識を定着させるための活動計画を年

度毎に策定する。 
（２）第３項の関係法令及び保安規定の遵守の意識を

定着させるための活動状況を評価し，その結果を社

長に報告し，必要に応じて指示を受ける。 
（３）（２）の活動状況の評価結果及び指示を，関係法令

及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活

動計画に反映する。 
３．第４条の組織は，第２項（１）の活動計画に基づき，

関係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させる

ための活動を実施する。 
 

（品質保証計画） 
第３条 
４．２ 文書化に関する要求事項 
４．２．１ 一般 
 品質マネジメントシステムの文書として以下の事項を

含める。また，これらの文書体系を第２図に，各マニ

ュアルと各条文の関連をｃ）及びｄ）の表に示す。な

 
 
 
 

・審査基準の変更なし。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・NI-Z09-1 法令等の遵守

及び安全文化の醸成に係

る活動の手引き（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・Z-21 原子力品質保証規程 
（既存） 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・ 法令関係遵守活動について

は，規定文書に基づき実施し

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

お，記録は適正に作成する。 
ａ）文書化した，品質方針及び品質目標の表明 
ｂ）以下の品質マニュアル 
①本品質保証計画，②原子力品質保証規程（Z-21） 
ｃ）ＪＥＡＣ４１１１が要求する“文書化された手順”である

以下の文章及び記録 

第３条の 

関連条項 

原子力品質

保証規程の

関連条項 

名  称 
文書 

番号 
管理箇所 

4.2， 

7.2.2 
4.2，7.2.2 

文書及び記録管

理基本マニュア

ル 

NI-12 
原 子 力 安

全・統括部 

8.2.2，

8.5.1 

8.2.2，

8.5.1 

原子力品質監査

基本マニュアル 
AM-19 内部監査室 

8.3， 

 8.5.1, 

8.5.2，

8.5.3 

8.3， 

8.5.1, 

8.5.2，

8.5.3 

不適合管理及び

是正処置・予防処

置基本マニュア

ル 

NI-11 
原 子 力 安

全・統括部 

 

ｄ）組織内のプロセスの効果的な計画，運用及び管理 
を確実に実施するために，必要と決定した記録を含 
む文書 

   ①以下の文書 
 
 

第３条

の 

関連 

条項 

原子力

品質 

保証 

規程の 

関連 

条項 

名  称 
文書 

番号 

管理 

箇所 

第３条以外の 

関連条文 

5.4.1, 

8.2.3, 

8.4， 

8.5.1 

5.4.1, 

8.2.3, 

8.4， 

8.5.1 

セルフアセ

スメント実

施基本マニ

ュアル 

NI-17 

原 子 力

安全・統

括部 

第 10 条，第 17

条の 3，第 17 条

の 4 

5.5.3 5.5.3 

保安管理基

本マニュア

ル 

NM-24 

原 子 力

運 営 管

理部 

第 6条～第 9

条，第 17 条の

7 

5.6，

8.5.1 

5.6，

8.5.1 

マネジメン

トレビュー

実施基本マ

ニュアル 

 

NI-18 

原 子 力

安全・統

括部 

－ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6.2 6.2 

教育及び訓

練基本マニ

ュアル 

NH-20 

原 子 力

人 財 育

成 セ ン

ター 

第 118 条～第

120 条， 

第 17 条～第 17

条の 5， 

第 17 条の 7，

第 17 条の 8 

 6.3，

6.4, 

 7.1，

7.2.1, 

 7.5，

7.6 

 6.3， 

6.4, 

 7.1，

7.2.1, 

 7.5， 

7.6 

運転管理基

本マニュア

ル 

NM-51 

原 子 力

運 営 管

理部 

第7条，第11条の

2，第12条～第78

条，第84条，第

87条， 

第94条，第95条，

第108条～第117

条，第120条，第

121条 

燃料管理基

本マニュア

ル 

NM-52 

原 子 力

運 営 管

理部 

第 19条～第23

条，第25条～ 

第27条，第55条，

第56条， 

第69条，第72条，

第79条～ 

第86条，第103

条，第104条，第

120条 

放射性廃棄

物管理基本

マニュアル 

NM-54 

原 子 力

運 営 管

理部 

第87条，第87条

の2，第88条， 

第89条，第120

条，第121条 

放射線管理

基本マニュ

アル 

NM-53 

原 子 力

運 営 管

理部 

第17条の7，第79

条，第86条，第

87条， 

第87条の3，第89

条， 

第92条～第105

条， 

第118条～第121

条 

保守管理基

本マニュア

ル 

NM-55 

原 子 力

運 営 管

理部 

第17条～第17条

の4，第90条，第

102条，第107条，

第107条の2，第

120条 

原子力災害

対策基本マ

ニュアル 

NM-59 

原 子 力

運 営 管

理部 

第17条の3～第

17条の5， 

第108条～第117

条 

7.2.3, 

8.2.1 

7.2.3, 

8.2.1 

外部コミュ

ニケーショ

ン基本マニ

ュアル 

NM-21 

原 子 力

運 営 管

理部 

－ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

②発電所品質保証計画書 
③要領，要項，手引等の手順書 
④部門作成文書 
⑤外部文書 
⑥上記①②③④⑤で規定する記録 
 

【以下，省略】 
 
 
 
 
 
 

7.3 7.3 

設計管理基

本マニュア

ル 

NE-16 

原 子 力

設 備 管

理部 

第17条の2～第

17 条の 4 

7.4 7.4 

調達管理基

本マニュア

ル 

NE-14 

原 子 力

設 備 管

理部 

第 17 条 

原子燃料調

達基本マニ

ュアル 

NC-15 

原 子 燃

料 サ イ

クル部 

－ 

8.2.4 8.2.4 

検査及び試

験基本マニ

ュアル 

NM-13 

原 子 力

運 営 管

理部 

第 19 条，第 21

条，第 22 条，第

24 条，第 27 条，

第 30 条，第 32

条，第 39 条，第

41条～第44条，

第 47 条， 

第 49 条～第 54

条，第 57 条，第

59 条，第 62 条，

第 66 条，第 81

条，第 84 条，第

107 条, 第 120

条 

運転管理基

本マニュア

ル 

NM-51 

原 子 力

運 営 管

理部 

第 21 条，第 24

条，第 27 条，第

39 条，第 41 条，

第 51 条～第 54

条，第 58 条， 

第 59 条，第 60

条，第 66 条，第

67 条，第 84 条，

第 120 条 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 92 条（保安規定）  
 
 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に 
よる保安規定の認可を受けようとする者は、 
認可を受けようとする工場又は事業所ごと 
に、次に掲げる事項について保安規定を定 
め、これを記載した申請書を提出しなければ 
ならない。 

 二 安全文化を醸成するための体制（経営責

任者の関与を含む。）に関すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 2 号 
安全文化醸成のための体制 
 

○ 安全文化を醸成するための体制（経

営責任者の関与を含む。）に関すること

については、保安規定に基づき要領

書、作業手順書その他保安に関する文

書について、重要度等に応じて定める

とともに、その位置付けが明確にされて

いること。特に、経営責任者の積極的

な関与が明記されていること。 
○ 保安の確保を最優先する価値観を組

織の中で形成し、維持し、強化していく

当該組織としての文化を継続的に醸成

するための体制を確実に構築すること

が明確となっていること。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（安全文化の醸成） 
第２条の３ 社長は，第２条に係る保安活動を実施する

にあたり，安全を最優先にするため，安全文化醸成

の基本方針を定めるとともに，必要に応じて基本方

針の見直しを行う。 
２．原子力・立地本部長及び内部監査室長は，安全文

化を醸成するため，「法令等の遵守及び安全文化の

醸成に係る活動の手引き」を定め，これに基づき次

の事項を実施する。 
（１）第１項の基本方針に基づき，安全文化の醸成のた

めの活動計画を年度毎に策定する。  
（２）第３項の安全文化の醸成のための活動状況を評

価し，その結果を社長に報告し，必要に応じて指示

を受ける。 
（３）（２）の活動状況の評価結果及び指示を，安全文化

の醸成のための活動計画に反映する。 
３．第４条の組織は，第２項（１）の活動計画に基づき，

安全文化の醸成のための活動を実施する。 
 

（品質保証計画） 
第３条 
〔 実用炉規則第 92 条第 1 項第 1 号と同様 〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 審査基準の変更なし。 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・NI-Z09-1 法令等の遵守及び

安全文化の醸成に係る活

動の手引き（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 安全文化醸成活動について

は，規定文書に基づき実施し

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 92 条（保安規定） 

 
 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。  

 三 発電用原子炉施設の品質保証に関する

こと（根本原因分析の方法及びこれを実施

するための体制並びに作業手順書等の保

安規定上の位置付けに関することを含

む。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 76 条（作業手順書等の遵守） 

 法第四十三条の三の二十二第一項の規定に

より、発電用原子炉設置者は、保安規定に基

づき要領書、作業手順書その他保安に関す

実用炉規則第 92 条第 1 項第 3 号  

発電用原子炉施設の品質保証 

 
○ 「実用発電用原子炉の設置、運転等

に関する規則第７条の３から第７条の３

の７及び研究開発段階にある発電の用

に供する原子炉の設置、運転等に関

する規則第２６条の２から第２６条の２の

７の要求事項に対する社団法人日本

電気協会電気技術規程「原子力発電

所における安全のための品質保証規

程（ＪＥＡＣ４１１１－２００９）」の取扱いに

ついて（内規）」（平成２１･０９･１４原院

第１号（平成２１年１０月１６日原子力安

全・保安院制定（ＮＩＳＡ－１６５ｃ－０９

－１、ＮＩＳＡ－１９６ｃ－０９－３）））にお

いて認められたＪＥＡＣ４１１１－２００９又

はそれと同等の規格に基づく品質保証

計画が定められていること。  

 

 

 

○ 品質保証に関する記載内容について

は、「原子力発電所の保安規定におけ

る品質保証に関する記載について」

（平成１６･０３･０４原院第３号（平成１６

年３月２２日原子力安全・保安院制定

（ＮＩＳＡ－１６５ａ－０４－３）））を参考と

して記載していること。 

 

 

○ 作業手順書等の保安規定上の位置

付けに関することについては、実用炉

規則第７６条に規定された要領書、作

業手順書その他保安に関する文書に

 
 

（品質保証計画） 
第３条 第２条に係る保安活動のための品質保証活動

を実施するにあたり，以下のとおり品質保証計画を

定める。 
 

【品質保証計画】 
 

１． 目的 
   本品質保証計画は，柏崎刈羽原子力発電所（以

下「発電所」という。）の安全を達成・維持・向上させ

るため，「原子力発電所における安全のための品質

保証規程（ＪＥＡＣ４１１１－２００９）」（以下「ＪＥＡＣ４１１

１」という。）に従って，発電所における保安活動に係

る品質マネジメントシステム（以下「品質マネジメント

システム」という。）を確立し，実施し，評価確認し，継

続的に改善することを目的とする。 
 

【以下，省略】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（品質保証計画） 
第３条 
４． 品質マネジメントシステム 
４．１ 一般要求事項 
（１）第４条（保安に関する組織）に定める組織（以下「組

 
 
 

・ 記載の適正化以外に審査基準の

変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 記載の適正化以外に審査基準の

変更なし。 
 
 

 
 
 

・Z-21 原子力品質保証規程 
（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ ＪＥＡＣ４１１１の要求事項等に

従い，品質マネジメントシステ

ムを確立し，実施し，評価確認

し，継続的に改善することを記

載している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 

 

 
- 24 - 

 

関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

る文書（以下「作業手順書等」という。）を定

め、これらを遵守しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ついて、これらを遵守するために、重要

度等に応じて、保安規定及びその２次

文書、3 次文書等といった品質保証に

係る文書の階層的な体系の中で、その

位置付けが明確にされていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

織」という。）は，本品質保証計画に従って，品質マ

ネジメントシステムを確立し，文書化し，実施し，か

つ，維持する。また，その品質マネジメントシステム

の有効性を継続的に改善する。 
（２）組織は，次の事項を実施する。 
ａ）品質マネジメントシステムに必要なプロセス及びそれ

らの組織への適用を「Z-21 原子力品質保証規程」

に定める。  
ｂ）これらのプロセスの順序及び相互関係を図１のとお

りとする。 
ｃ）これらのプロセスの運用及び管理のいずれもが効果

的であることを確実にするために必要な判断基準及

び方法を明確にする。 
 

【以下，省略】 
 

４．２ 文書化に関する要求事項 
４．２．１ 一般 
 品質マネジメントシステムの文書として以下の事項を

含める。また，これらの文書体系を第２図に，各マニ

ュアルと各条文の関連をｃ）及びｄ）の表に示す。な

お，記録は適正に作成する。 
ａ）文書化した，品質方針及び品質目標の表明 
ｂ）以下の品質マニュアル 

①本品質保証計画，②原子力品質保証規程（Z-21） 

ｃ）ＪＥＡＣ４１１１が要求する“文書化された手順”である 
以下の文章及び記録 

 

【表 省略】 
 

ｄ）組織内のプロセスの効果的な計画，運用及び管理

を確実に実施するために，必要と決定した記録を含

む文書 
   ①以下の文書 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・Z-21 原子力品質保証規程 
（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 該当規定文書に基づき，文書

及び記録の管理を行ってい

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 発電用原子炉施設の定期的な評価

に関することについては、「実用発電用

原子炉施設における定期安全レビュー

の実施について」（平成２０・０８・２８原

院第８号（平成２０年８月２９日原子力安

全・保安院制定（ＮＩＳＡ－１６７ａ－０８

－１）））を参考に、実用炉規則第７７条

に規定された発電用原子炉施設の定

期的な評価を実施するための手順及

び体制を定め、当該評価を定期的に実

施することが定められていること。 

【表 省略】 
 

②発電所品質保証計画書 
③要領，要項，手引等の手順書 
④部門作成文書 
⑤外部文書 
⑥上記①②③④⑤で規定する記録 

  

【途中省略】 
 

７． 業務の計画及び実施 
７．１ 業務の計画 
（１）組織は，保安活動に必要な業務のプロセスを計画

し，運転管理（緊急時の措置含む），燃料管理，放

射性廃棄物管理，放射線管理，保守管理，緊急時

の措置の各基本マニュアルに定める。また，各基本

マニュアルに基づき，業務に必要なプロセスを計画

し，構築する。 
（２）業務の計画は，品質マネジメントシステムのその他

のプロセスの要求事項と整合をとる（４．１参照）。 
 

【以下，省略】 
 

（原子炉施設の定期的な評価） 
第１０条  

【変更なし】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 新規制基準を踏まえ，新たに保安

規定にて管理する業務に関する

基本マニュアル等の位置づけを反

映する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 条番号変更及び「保安活動」の定

義の明確化等の審査基準の変更

が行われたが，審査基準を受けた

保安規定への反映事項はない。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NI-17 セルフアセスメント実

施基本マニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 原子炉施設の定期的な評価に

ついては既に記載していること

から変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 発電用原子炉施設の定期的な評価

に関することについては、実用炉規則

第７７条第１項の規定に基づく措置を講

じたときは、同項各号に掲げる評価の

結果を踏まえて、発電用原子炉設置者

及びその従業員が遵守すべき必要な

措置（以下「保安活動」という。）の計

画、実施、評価及び改善並びに品質保

証計画の改善を行うことが定められて

いること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 92 条（保安規定） 

 

 

 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。  

 四 発電用原子炉施設の運転及び管理を行

う者の職務及び組織に関すること（次号に

掲げるものを除く。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 4 号 

発電用原子炉施設の運転及び管理を行

う者の職務及び組織 

 

○ 本店における発電用原子炉施設に係

る保安のために講ずべき措置に必要な

組織及び各職位の職務内容が定めら

れていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（保安に関する組織） 
第４条 発電所の保安に関する組織は，図４のとおりと

する。 
図４ 

 

 

 

（保安に関する職務） 
第５条 保安に関する職務のうち，本社組織の職務は

次のとおり。 
（１）社長は，トップマネジメントとして，管理責任者を指

揮し，品質マネジメントシステムの構築，実施，維

持，改善に関して，保安活動を統轄するとともに，関

係法令及び保安規定の遵守の意識を定着させるた

めの活動並びに安全文化の醸成活動を統轄する。

また，保安に関する組織（原子炉主任技術者を含

む。）から適宜報告を求め，｢NM-51-11 トラブル等

の報告マニュアル｣に基づき，原子力安全を最優先

し必要な指示を行う。 
（２）内部監査室長は，管理責任者として，品質保証活

動に関わる監査を統括管理する。また，関係法令及

び保安規定の遵守の意識を定着させるための活動

並びに安全文化の醸成活動を統括する（内部監査

 
 
 
 

・ 記載すべき職位，職務に本社を

含むことの明確化の審査基準の

変更が行われた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・Z-21 原子力品質保証規程 
（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

・Z-21 原子力品質保証規程 
（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・本社における組織図を記載す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・本社における職務を記載する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

室に限る。）。 
（３）柏崎刈羽原子力監査グループは，品質保証活動

の監査を行う。 
（４）原子力・立地本部長は，管理責任者として，原子

力安全・統括部，原子力運営管理部，原子力設備

管理部，原子燃料サイクル部，原子力人財育成セン

ター，原子力資材調達センターの長及び所長を指

導監督し，原子力業務を統括する。また，関係法令

及び保安規定の遵守の意識を定着させるための活

動並びに安全文化の醸成活動を統括する（内部監

査室を除く。）。 
（５）原子力安全・統括部は，管理責任者を補佐し，原

子力・立地本部における安全・品質の管理及び要員

の計画，管理に関する業務を行う（自然災害発生時

等，有毒ガス発生時，重大事故等発生時及び大規

模損壊発生時の体制の整備に関する業務を含

む。）。 
（６）原子力運営管理部は，原子力発電所の運転及び

保守に関する業務（原子力設備管理部所管業務を

除く。）を行う（自然災害発生時等，有毒ガス発生

時，重大事故等発生時及び大規模損壊発生時の体

制の整備に関する業務を含む。）。 
（７）原子力設備管理部は，原子力発電設備の改良及

び設計管理に関する業務を行う（自然災害発生時

等，有毒ガス発生時，重大事故等発生時及び大規

模損壊発生時の体制の整備に関する業務を含

む。）。 
（８）原子燃料サイクル部は，原子燃料の調達に関する

業務を行う。 
（９）原子力人財育成センターは，保安教育及びその

他必要な教育の総括に関する業務を行う。 
（１０）原子力資材調達センターは，調達先の評価・選

定に関する業務を行う。 
 

３．各職位は次のとおり，当該業務にあたる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 新規制基準により新たに行う活動

について，職務内容を反映する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 事業所における発電用原子炉施設に

係る保安のために講ずべき措置に必

要な組織及び各職位の職務内容が定

められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）本社各部長（原子力人財育成センター所長及び

原子力資材調達センター所長を含む。）は，原子

力・立地本部長を補佐し，第４条の定めのとおり，当

該部が所管するグループの業務を統括管理する。 
 

（保安に関する組織） 
第４条 発電所の保安に関する組織は，図４のとおりと

する。  
図４ 
【柏崎刈羽原子力発電所】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（保安に関する職務） 

 
 
 
 
 
 

・ 記載すべき職位，職務に本社を

含むことの明確化の審査基準の

変更が行われた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

・Z-21 原子力品質保証規程 
（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

・発電所における組織図，職務を

記載する。 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５条 
２．保安に関する職務のうち，発電所組織の職務は次

のとおり。 
（１）所長は，原子力・立地本部長を補佐し，発電所に

おける保安に関する業務を統括し，その際には原子

炉主任技術者の意見を尊重する。 
（２）労務人事グループは，要員の計画に関する業務を

行う。 
（３）資材グループは，調達に関する業務を行う。 
（４）業務システムグループは，原子力業務システムの

運用管理に関する業務を行う。 
（５）安全総括グループは，施設定期検査（以下「定期

検査」という。），定期安全管理審査の総括に関する

業務を行う。 
（６）品質保証グループは，品質保証体系の総括に関

する業務を行う。 
（７）改善推進グループは，不適合情報，運転経験情

報等の分析・評価・活用に関する業務を行う。 
（８）原子炉安全グループは，原子力安全の総括に関

する業務を行う。 
（９）技術計画グループは，原子力技術の総括に関す

る業務を行う。 
（１０）防災安全グループは，緊急時の措置の総括及び

初期消火活動のための体制の整備に関する業務を

行う。 
（１１）防護管理グループは，周辺監視区域及び保全

区域の管理に関する業務を行う。 
（１２）放射線安全グループは，放射線管理（放射線管

理グループ，化学管理グループ所管業務を除く。）

及び環境放射能測定に関する業務を行う。 
（１３）放射線管理グループは，発電所各グループマネ

ージャー（以下「各ＧＭ」といい，当直長を含む。）が

行う放射線管理の支援・指導・助言及び管理区域の

維持・管理に関する業務を行う。 
（１４）化学管理グループは，化学管理及び放射性気

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

体・液体廃棄物の管理並びに有毒ガス防護の発電

所敷地内確認の手順整備に関する業務を行う。 
（１５）環境グループは，放射性固体廃棄物の管理に関

する業務を行う。 
（１６）発電グループは，原子炉施設の運用管理に関す

る業務を行う。 
（１７）当直は，原子炉施設の運転に関する業務（作業

管理グループ所管業務を除く。）及び燃料取扱いに

関する業務を行う。 
（１８）作業管理グループは，原子炉施設の運転に関す

る業務のうち保守作業の管理に関する業務を行う。 
（１９）運転評価グループは，原子炉施設の運転に係る

業務の支援・評価に関する業務（発電グループ所管

業務を除く。）を行う。 
（２０）燃料グループは，燃料の管理に関する業務（当

直所管業務を除く。）を行う。 
（２１）保全総括グループは，原子炉施設の保守の総括

に関する業務を行う。 
（２２）タービングループは，原子炉施設のうちタービン

設備に係る保守管理に関する業務を行う。 
（２３）原子炉グループは，原子炉施設のうち原子炉設

備に係る保守管理に関する業務を行う。 
（２４）高経年化評価グループは，原子炉内部構造物

及び原子炉再循環系に係る保守管理並びに原子

炉施設の高経年化に関する技術評価の総括に関す

る業務を行う。 
（２５）電気機器グループは，原子炉施設のうち電気設

備に係る保守管理に関する業務を行う。 
（２６）計測制御グループは，原子炉施設のうち計測制

御設備に係る保守管理に関する業務を行う。 
（２７）環境施設グループは，廃棄物処理設備の保守の

総括，保守管理に関する業務を行う。 
（２８）環境施設プロジェクトグループは，廃棄物処理設

備の改良工事に関する業務を行う。 
（２９）システムエンジニアリンググループは，保全革新

 

・ 有毒ガスに関する記載を反映。 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務の推進及び各設備点検結果の評価並びに系

統信頼性に関する技術検討に関する業務を行う。 
（３０）電子通信グループは，電子通信設備の運用・保

守管理に関する業務を行う。 
（３１）直営作業グループは，原子炉施設の直営作業の

総括に関する業務を行う。 

（３２）土木グループは，原子炉施設のうち土木設備に

係る保守管理に関する業務を行う。 

（３３）建築グループは，原子炉施設のうち建築設備に

係る保守管理に関する業務を行う。 

（３４）モバイル設備管理グループは，可搬型重大事故

等対処設備の総括に関する業務を行う。 

３．各職位は次のとおり，当該業務にあたる。 
 

【（１） 省略】 

 

（２）原子力安全センター所長は，所長を補佐し，第４

条の定めのとおり，安全総括部，防災安全部及び放

射線安全部の業務を統括管理する。 
（３）ユニット所長（１～４号）は，所長を補佐し，第４条の

定めのとおり，第一運転管理部及び第一保全部の

業務を統括管理する。 
（４）ユニット所長（５～７号）は，所長を補佐し，第４条の

定めのとおり，第二運転管理部及び第二保全部の

業務を統括管理する。 
（５）発電所各部長は，第４条の定めのとおり，当該部

が所管するグループの業務を統括管理する。 
（６）各ＧＭは，グループ員（当直員を含む。）を指示・

指導し，所管する業務を遂行するとともに，所管業務

に基づき緊急時の措置，保安教育並びに記録及び

報告を行う（火災発生時，内部溢水発生時，火山影

響等発生時，その他自然災害発生時等，有毒ガス

発生時，重大事故等発生時及び大規模損壊発生時

の体制の整備に関する業務を含む。）。 
（７）グループ員（当直員を含む。）は，ＧＭの指示・指

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ モバイル設備管理グループの設 
置について反映。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 新規制基準により新たに行う活動

について，職務内容を反映する。 
・ 上流規制との整合を踏まえ記載を

明確化。 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

第 95 条（発電用原子炉主任技術者の選任

等） 

 

 

 法第四十三条の三の二十六第一項の規定に

よる発電用原子炉主任技術者の選任は、発

電用原子炉ごとに行うものとする。 

2 法第四十三条の三の二十六第一項の原 

子力規制委員会規則で定める実務の経験 

は、第一号から第四号までに掲げる期間 

が通算して三年以上であることとする。 

 一 発電用原子炉施設の工事又は保守管理

に関する業務に従事した期間 

 二 発電用原子炉の運転に関する業務に従

事した期間 

 三 発電用原子炉施設の設計に係る安全性

の解析及び評価に関する業務に従事した

期間 

 四 発電用原子炉に使用する燃料体の設計

又は管理に関する業務に従事した期間  

3 法第四十三条の三の二十六第二項で準 

用する法第四十条第二項の規定による届 

出書の提出部数は、正本一通とする。 

 

第 92 条（保安規定） 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。  

 五 発電用原子炉主任技術者の職務の範囲

 

 

 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 5 号、6
号、7 号 

発電用原子炉主任技術者の職務の範囲

等 

○ 発電用原子炉の運転に関し、保安の

監督を行う発電用原子炉主任技術者

の選任について定められていること。  

  

○ 発電用原子炉主任技術者が保安の

監督の責務を十全に果たすことができ

るようにするため、原子炉等規制法第４

３条の３の２６第２項において準用する

第４２条第１項に規定する要件を満た

すことを含め、職務範囲及びその内容

（原子炉の運転に従事する者は、発電

用原子炉主任技術者が保安のために

行う指示に従うことを含む。）について

適切に定められていること。また、発電

用原子炉主任技術者が保安の監督を

適切に行う上で、必要な権限及び組織

上の位置付けがなされていること。  

  

 

 

 

○ 特に、発電用原子炉主任技術者が保

安の監督に支障をきたすことがないよ

う、上位者等との関係において独立性

が確保されていること。なお、必ずしも

事業所の保安組織から発電用原子炉

主任技術者が、独立していることが当

然に求められるものではない。 

導に従い，業務を遂行する。 
 
 
 
 
 

（原子炉主任技術者の選任） 
第８条 原子力・立地本部長は，原子炉主任技術者及

び代行者を，原子炉主任技術者免状を有する者で

あって，次の業務に通算して３年以上従事した経験

を有する者の中から選任する。 
（１）原子炉施設の工事又は保守管理に関する業務 
（２）原子炉の運転に関する業務 
（３）原子炉施設の設計に係る安全性の解析及び評価

に関する業務 
（４）原子炉に使用する燃料体の設計又は管理に関す

る業務 
２．原子炉主任技術者は原子炉毎に選任する。 
３．原子炉主任技術者及び代行者は特別管理職とす

る。 
４．原子炉主任技術者のうち少なくとも１名は部長以上

に相当する者とし，第９条に定める職務を専任する。 
５．第４項以外の原子炉主任技術者については，原子

力安全センターの職務を兼務できる。 
６．第５項の原子炉主任技術者については，自らの担

当している号炉について原子炉主任技術者の職務

と原子力安全センターの職務が重複する場合には，

原子炉主任技術者としての職務を優先し，原子力安

全センターの職務については，上位職の者が実施

する。 
７．原子炉主任技術者が職務を遂行できない場合（７

号炉の原子炉主任技術者については，非常招集可

能圏外に離れる場合を含む）は，代行者と交代す

る。ただし，職務を遂行できない期間が長期にわた

る場合は，第１項から第５項に基づき，改めて原子炉

 
 
 
 
 
 
 

・ 実用炉規則が変更となったことか

ら原子炉主任技術者の選任にあ

たって必要となる業務経験を保安

規定及に記載する。 
 

・ 電気主任技術者及びボイラー・タ

ービン主任技術者を保安規定に

規定することから「主任技術者」を

「原子炉主任技術者」へ変更す

る。（以下，同様。） 
（電気主任技術者及びボイラー・ター

ビン主任技術者については別途

申請中） 
 

・ 炉主任を兼任する際の独立性確

保について反映する。 
・ ＴＳ－６２ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

・NM-24 保安管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

・ 原子炉主任技術者の選任にあ

たっては，実用炉規則第 95 条

第 2 項 1 号から 4 号に定める

業務に通算して 3 年以上従事

した経験を有する者から選任

することを定める。また，それぞ

れに該当する具体的な業務に

ついて整理し，定める。 
・ 原子炉主任技術者は，原子炉

毎に選任することを定める。 
・ 原子炉主任技術者及び代行

者は特別管理職とする。 
・ 職務を遂行できない場合の代

行者との交代，長期に渡る場

合はあらためて選任することを

定める。 
・  代行者は，代行時に関わら

ず，プラントの状況把握に努め

ることを定める。 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

及びその内容並びに発電用原子炉主任

技術者が保安の監督を行う上で必要となる

権限及び組織上の位置づけに関すること。  

 六 電気主任技術者（電気事業法（昭和三十

九年法律第百七十号）第四十三条第一項

に規定する主任技術者のうち同法第四十

四条第一項第一号から第三号までに掲げ

る種類の主任技術者免状の交付を受けて

いる者をいう。以下同じ。）の職務の範囲及

びその内容並びに電気主任技術者が保安

の監督を行う上で必要となる権限及び組織

上の位置付けに関すること。  

 七 ボイラー・タービン主任技術者（電気事業

法第四十三条第一項に規定する主任技術

者のうち同法第四十四条第一項第六号又

は第七号に掲げる種類の主任技術者免状

の交付を受けている者をいう。以下同じ。）

の職務の範囲及びその内容並びにボイラ

ー・タービン主任技術者が保安の監督を行

う上で必要となる権限及び組織上の位置

付けに関すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主任技術者を選任する。 
 

（原子炉主任技術者の職務等） 
第９条 原子炉主任技術者は，原子炉施設の運転に

関し保安の監督を誠実に行うことを任務とし，「NM-
24-1 原子炉主任技術者職務運用マニュアル」に基

づき，次の職務を遂行する。 
（１）原子炉施設の運転に関し保安上必要な場合は，

運転に従事する者へ指示する。 
（２）表９－１に定める事項のうち，第１１８条及び第１１９

条については，原子力・立地本部長の承認に先立

ち確認し，その他の事項については，所長の承認に

先立ち確認する。 
（３）表９－２に定める各職位からの報告内容等を確認

する。 
（４）表９－３に定める記録の内容を確認する。 
（５）第１２１条第１項の報告を受けた場合は，自らの責

任で確認した正確な情報に基づき，社長に直接報

告する。 
（６）保安の監督状況について，定期的に及び必要に

応じて社長に直接報告する。 
（７）保安委員会及び運営委員会に少なくとも１名が必

ず出席する。 
（８）その他，原子炉施設の運転に関する保安の監督

に必要な職務を行う。 
２．重大事故等時における原子炉施設の保全のための

活動を行うために必要な職務を誠実かつ，最優先に

行うことを任務とする。 
３．原子炉施設の運転に従事する者は，原子炉主任技

術者がその保安のためにする指示に従う。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 各条文にて追加された炉主任の

確認項目について表に追加する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-24 保安管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 各条文にて追加された炉主任

の確認項目について表に追加

する。（新規記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 

 

 
- 35 - 

 

関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表９－１ 
条  文 内  容 

第１２条（運転員等の確

保） 

第５項，第６項，第８項及

び第９項の定める体制の構

築 

第１７条の７（重大事故等

発生時の体制の整備） 

第３項に定める成立性の確

認訓練の実施計画（７号炉） 

第１７条の８（大規模損壊

発生時の体制の整備） 

第１項に定める技術的能力

の確認訓練の実施計画（７号

炉） 

第３７条（原子炉冷却材温

度及び原子炉冷却材温度

変化率） 

原子炉冷却材温度制限値 

第７８条（異常収束後の措

置） 
原子炉の再起動 

第８２条（燃料取替実施計

画） 
燃料取替実施計画 

第９２条（管理区域の設定

及び解除） 

第５項に定める一時的な管

理区域の設定及び解除 

第７項に定める管理区域の

設定及び解除 

第１１８条（所員への保安

教育） 
所員の保安教育実施計画 

第１１９条（協力企業従業

員への保安教育） 

協力企業従業員の保安教育

実施計画 

 

表９－２ 
条  文 内  容 

第１７条（火災発生時の体

制の整備） 

火災が発生した場合に講じ

た措置の結果 

第１７条の２（内部溢水発

生時の体制の整備） 

内部溢水が発生した場合に

講じた措置の結果（７号炉） 

第１７条の３（火山影響等

発生時の体制の整備） 

火山影響等発生時に講じた

措置の結果 

第１７条の４（その他自然

災害発生時等の体制の整

備） 

地震，津波及び竜巻等が発生

した場合に講じた措置の結

果 

第１７条の５（有毒ガス発

生時の体制の整備） 

有毒ガス発生時に講じた措

置の結果（７号炉） 

第１７条の７（重大事故等

発生時の体制の整備） 

成立性の確認訓練の結果（７

号炉） 

第１７条の８（大規模損壊

発生時の体制の整備） 

技術的能力の確認訓練の結

果（７号炉） 

第２３条（制御棒の操作） 制御棒操作手順 

第３５条（原子炉停止時冷

却系その２） 

原子炉停止時冷却系以外の

手段で崩壊熱除去できる期

間 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６６条（重大事故等対処

設備） 

要求される代替措置の確認

（７号炉） 

第６９条（複数の制御棒引

き抜きを伴う検査） 
制御棒操作手順 

第７３条（運転上の制限を

満足しない場合） 

運転上の制限を満足してい

ないと判断した場合 

運転上の制限を満足してい

ると判断した場合 

運転上の制限を満足してい

ないと判断した時点の前の

原子炉の状態への移行又は

原子炉熱出力の復帰 

第７４条（予防保全を目的

とした保全作業を実施する

場合） 

必要な安全措置 

運転上の制限外から復帰し

ていると判断した場合 

第７６条（異常発生時の基

本的な対応） 

異常が発生した場合の原因

調査及び対応措置 

第７７条（異常時の措置） 異常の収束 

第８２条（燃料取替実施計

画） 

第３項に定める取替炉心の

安全性の評価結果 

第１２１条（報告） 

運転上の制限を満足してい

ないと判断した場合 

放射性液体廃棄物又は放射

性気体廃棄物について放出

管理目標値を超えて放出し

た場合 

外部放射線に係る線量当量

率等に異常が認められた場

合 

実用発電用原子炉の設置，運

転等に関する規則（以下「実

用炉規則」という。）第１３４

条第２号から第１４号に定

める報告事象が生じた場合 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表９－３ 
記  録  項  目 

１．運転日誌 

・熱出力 

・炉心の中性子束密度 

・炉心の温度 

・冷却材入口温度 

・冷却材出口温度 

・冷却材圧力 

・冷却材流量 

・制御棒位置 

・再結合装置内の温度 

・原子炉に使用している冷却材及び減速材の純度並びに

これらの毎日の補給量 

２．燃料に係る記録 

・原子炉内における燃料体の配置 

・使用済燃料の貯蔵施設内における燃料体の配置 

・使用済燃料の払出し時における放射能の量 

・燃料体の形状又は性状に関する検査の結果 

３．点検報告書 

・運転開始前の点検結果 

・運転停止後の点検結果 

４．引継日誌 

５．放射線管理に係る記録 

・原子炉本体，使用済燃料の貯蔵施設，放射性廃棄物の

廃棄施設等の放射線しゃへい物の側壁における線量当

量率 

・管理区域における外部放射線に係る１週間の線量当量

，空気中の放射性物質の１週間についての平均濃度及

び放射性物質によって汚染された物の表面の放射性物

質の密度 

・放射性物質による汚染の広がりの防止及び除去を行っ

た場合には，その状況 

６．放射性廃棄物管理に係る記録 

・放射性廃棄物の排気口又は排気監視設備及び排水口又

は排水監視設備における放射性物質の１日間及び３月

間についての平均濃度 

・廃棄施設に廃棄した放射性廃棄物の種類，当該放射性

廃棄物に含まれる放射性物質の数量，当該放射性廃棄

物を容器に封入し，又は容器と一体的に固型化した場

合には当該容器の数量及び比重並びにその廃棄の場所

及び方法 

・放射性廃棄物を容器に封入し，又は容器に固型化した

場合には，その方法 

・発電所の外において運搬した核燃料物質等の種類別の

数量，その運搬に使用した容器の種類並びにその運搬

の経路 

７．原子炉施設の巡視又は点検の結果 

８．保安教育の実施報告書 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 電気主任技術者及びボイラー・タービ

ン主任技術者が保安の監督の責務を

十全に果たすことができるようにするた

め、電気事業法第 43 条第 4 項に規定

する要件を満たすことを含め、職務範

囲及びその内容について適切に定め

られていること。また、電気主任技術者

及びボイラー・タービン主任技術者が

監督を適切に行う上で必要な権限及び

組織上の位置付けに関することが定め

られていること。 

 
 

（品質保証計画） 
第３条 
5.5 責任，権限及びコミュニケーション 
5.5.1 責任及び権限 
 社長は，全社規程である「Z-10 職制および職務権

限規程」を踏まえ，保安活動を実施するための責任

及び権限が第５条（保安に関する職務）及び第９条

（原子炉主任技術者の職務等）に定められ，組織全

体に周知されていることを確実にする。また，社長は

第４条（保安に関する組織）に定める組織以外の全

社組織による，「Z-10 職制および職務権限規程」に

基づく保安活動への支援を確実にする。 
 
 

（原子力発電保安委員会） 
第６条  
（原子力発電保安運営委員会） 
第７条 

【第１項第１１号の反映として整理】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 原子炉主任技術者が保安の監督

を行う上で必要となる権限及び組

織上の位置付けを第 3 条におい

て明確にする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 電気主任技術者及びボイラー・タ

ービン主任技術者の職務範囲等

については別途申請中 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・Z-21 原子力品質保証規程 
（既存） 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○ 発電用原子炉主任技術者、電気主任

技術者及びボイラー・タービン主任技

術者が相互の職務について情報を共

有し、意思疎通が図られることが定めら

れていること。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・ 主任技術者間の情報交換につい

ては別途申請中 
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保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 92 条（保安規定） 

 

 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。  

 八 発電用原子炉施設の運転及び管理を行

う者に対する保安教育に関することであっ

て次に掲げるもの 

  イ 保安教育の実施方針（実施計画の策定

を含む。）に関すること。  

 ロ 保安教育の内容に関することであって次

に掲げるもの  

 (1) 関係法令及び保安規定の遵守に関す

ること。  

  (2) 発電用原子炉施設の構造、性能及び

運転に関すること。 

 (3) 放射線管理に関すること。 

 (4) 核燃料物質及び核燃料物質によって汚

染された物の取扱いに関すること。 

 (5) 非常の場合に講ずべき処置に関するこ

と。  

 ハ その他発電用原子炉施設に係る保安教

育に関し必要な事項 

 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 8 号 

保安教育 

 

○ 従業員及び協力企業の従業員につ

いて、保安教育実施方針が定められて

いること。 

  

○ 従業員及び協力企業の従業員につ

いて、保安教育実施方針に基づき、保

安教育実施計画を定め、計画的に保

安教育を実施することが定められてい

ること。 

   

○ 従業員及び協力企業の従業員につ

いて、保安教育実施方針に基づいた

保安教育実施状況を確認することが定

められていること。 

  

○ 協力企業の従業員のうち、燃料取替

に関する業務の補助及び放射性廃棄

物取扱設備に関する業務の補助を行う

協力企業従業員については、従業員

に準じて保安教育を実施することが定

められていること。 

 

○ 保安教育の内容について、関係法令

及び保安規定への抵触を起こさないこ

とを徹底する観点から、具体的な保安

教育の内容とその見直しの頻度等につ

いて明確に定められていること。 

 

 

 

 

 

 
 
 

（所員への保安教育） 
第１１８条 原子炉施設の運転及び管理を行う所員へ

の保安教育を実施するにあたり，具体的な保安教育

の内容及びその見直し頻度を「NH-20-1 保安教育

マニュアル」に定め，これに基づき次の各号を実施

する。 
（１）原子力人財育成センター所長は，毎年度，原子炉

施設の運転及び管理を行う所員への保安教育実施

計画を表１１８－１，２，３の実施方針に基づいて作成

し，原子炉主任技術者及び所長の確認を得て原子

力・立地本部長の承認を得る。 
（２）原子力人財育成センター所長は，（１）の保安教育

実施計画の策定にあたり，第６条第２項に基づき保

安委員会の確認を得る。 
（３）各ＧＭは，（１）の保安教育実施計画に基づき，保

安教育を実施する。原子力人財育成センター所長

は，年度毎に実施結果を所長及び原子力・立地本

部長へ報告する。 
ただし，各ＧＭが，定められた基準に従い，各項

目の全部又は一部について十分な知識及び技能を

有しているものと認めた者については，該当する教

育について省略することができる。 
（４）原子力人財育成センター所長は，具体的な保安

教育の内容について，定められた頻度に基づき見

直しを行う。 
 

【表１１８－２については変更なし】 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 計画，実施状況確認について協

力企業従業員を含むことの明確

化等の審査基準の変更があった。 
 

・ 所員に対する火災，内部溢水，火

山影響等，その他自然災害，有毒

ガス，重大事故等及び大規模損

壊発生時の措置に関する事項に

ついて反映する。 
 

・ ＴＳ－２３ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・NH-20 教育及び訓練基本

マニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・  火災，内部溢水，火山影響

等，その他自然災害，有毒ガ

ス，重大事故等及び大規模損

壊発生時の措置に関する事項

について反映する。（新規記

載） 
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保安規定審査基準 
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原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（協力企業従業員への保安教育） 
第１１９条 各ＧＭは，原子炉施設に関する作業を協力

企業が行う場合，当該協力企業従業員の発電所入

所時に安全上必要な教育が表１１９の実施方針に基

づいて実施されていることを確認する。なお，各ＧＭ

は，教育の実施状況を確認するため，教育現場に

適宜立ち会う。 
ただし，各ＧＭが，別途定められた基準に従い，

各項目の全部又は一部について十分な知識及び技

能を有しているものと認めた者については，該当す

る教育について省略することができる。 
２．各ＧＭは，原子炉施設に関する作業のうち管理区

域内における業務を協力企業が行う場合，当該協

力企業従業員に対し，安全上必要な教育が表１１９

の実施方針に基づいて実施されていることを確認す

る。なお，各ＧＭは，教育の実施状況を確認するた

め，教育現場に適宜立ち会う。 
ただし，各ＧＭが，別途定められた基準に従い，

各項目の全部又は一部について十分な知識及び技

能を有しているものと認めた者については，該当す

る教育について省略することができる。 
３．発電ＧＭは，放射性廃棄物処理設備に関する業務

の補助を協力企業が行う場合，毎年度，当該業務に

従事する従業員に対し，表１１８－１，２，３の実施方

針のうち，「放射性廃棄物処理設備の業務に関わる

者」に準じる保安教育実施計画を定めていることを

確認し，その内容を原子炉主任技術者及び所長の

確認を得て原子力・立地本部長の承認を得る。 
４．発電ＧＭ又は燃料ＧＭは，燃料取替に関する業務

の補助を協力企業が行う場合，毎年度，当該業務に

従事する従業員に対し，表１１８－１，２，３の実施方

針のうち，「燃料取替の業務に関わる者」に準じる保

安教育実施計画を定めていることを確認し，その内

容を原子炉主任技術者及び所長の確認を得て原子

力・立地本部長の承認を得る。 

・ 協力企業従業員に対する火災，重

大事故等発生時及び大規模損壊

発生時に関する事項について反

映する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NH-20 教育及び訓練基本

マニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・火災，重大事故等発生時及び

大規模損壊発生時の措置に関

する事項について反映する。

（新規記載） 
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保安規定審査基準 
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５．各ＧＭは，火災，重大事故等発生時及び大規模損

壊発生時における原子炉施設の保全のための活動

に関する業務の補助を請負会社に行わせる場合

は，当該業務に従事する請負会社従業員に対し，

安全上必要な教育が表１１８－１の実施方針のうち

「運転員以外の技術系所員」に準じる保安教育(火
災発生時の措置に関すること，緊急事態応急対策

等，原子力防災対策活動に関すること(重大事故等

発生時及び大規模損壊発生時における原子炉施設

の保全のための活動を含む))の実施計画を定めて

いることを確認し，原子炉主任技術者及び所長の確

認を得て原子力・立地本部長の承認を得る。 
６．各ＧＭは，第３，４及び５項の保安教育実施計画に

基づき保安教育が実施されていることを確認し，そ

の実施結果を年度毎に所長及び原子力・立地本部

長に報告する。なお，教育の実施状況を確認するた

め教育現場に適宜立ち会う。 
ただし，所長により別途承認された基準に従い，

各項目の全部又は一部について十分な知識及び技

能を有していると認めた者については，該当する教

育について省略することができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 

 

 
- 45 - 

 

関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

【参考】（重大事故対処設備等について直接規

定なし） 

 第3条（発電用原子炉の設置の許可の申請） 

法第四十三条の三の五第二項の発電用

原子炉の設置の許可の申請書の記載につ

いては、次の各号によるものとする。 

   

 七 法第四十三条の三の五第二項第十号の

発電用原子炉の炉心の著しい損傷その他

の事故が発生した場合における当該事故

に対処するために必要な施設及び体制の

整備に関する事項については、次に掲げ

る事故の区分に応じ、それぞれ次に定める

事項について記載すること。 

  イ 運転時の異常な過渡変化（設置許可基

準規則第二条第二項第三号に規定する運

転時の異常な過渡変化をいう。以下同

じ。）事故に対処するために必要な施設並

びに発生すると想定される事故の程度及

び影響の評価を行うために設定した条件

及びその評価の結果 

 ロ 設計基準事故（設置許可基準規則第二

条第二項第四号に規定する設計基準事故

をいう。以下同じ。）事故に対処するために

必要な施設並びに発生すると想定される

事故の程度及び影響の評価を行うために

設定した条件及びその評価の結果 

  ハ 重大事故に至るおそれがある事故（運転

時の異常な過渡変化及び設計基準事故を

除く。）又は重大事故 事故に対処するた

めに必要な施設及び体制並びに発生する

と想定される事故の程度及び影響の評価

を行うために設定した条件及びその評価の

結果 

 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 9 号. 

発電用原子炉施設の運転 

 
○ 発電用原子炉の運転に必要な運転

員の確保について定められていること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（運転員等の確保） 
第１２条 第一運転管理部長及び第二運転管理部長 

（以下「運転管理部長」という。）は，原子炉の運転に 
必要な知識を有する者を確保する※１。なお，原子炉 
の運転に必要な知識を有する者とは，原子炉の運 
転に関する実務の研修を受けた者をいう。 

 

２．運転管理部長は，原子炉の運転にあたって前項で 
定める者の中から，１班あたり表１２－１に定める人数 
の者をそろえ，５班以上編成した上で２交替勤務を 
行わせる。なお，特別な事情がある場合を除き，運 
転員は連続して２４時間を超える勤務を行ってはな 
らない。また，表１２－１に定める人数のうち，１名は 
当直長とし，運転責任者として原子力規制委員会が 
定める基準に適合した者の中から選任された者とす 
る。 

３．運転管理部長は，表１２－１に定める人数のうち，表 
１２－２に定める人数の者を主機操作員以上の職位 
にある運転員の中から常時中央制御室に確保す 
る。なお，表１２－２に定める人数のうち，原子炉の状 
態が運転，起動及び高温停止の場合においては，１ 
名は当直長又は当直副長とする。 

４．各ＧＭは，重大事故等の対応のための力量を有す 
る者を確保する※１。また，防災安全ＧＭは，重大事 
故等対応を行う要員として，表１２－３に定める人数 
を常時確保する。 

５．発電ＧＭは，第１７条の７第３項（２）の成立性の確認 
訓練において，その訓練に係る者が，役割に応じた 
必要な力量（以下，本条において「力量」という。）を 
確保できていないと判断した場合は，速やかに，表１ 
２－１に定める人数の者を確保する体制から，力量 
が確保できていないと判断された者を除外し，原子 

 
 
 

・ 記載の適正化以外に審査基準の

変更なし。 
 

・ 設置(変更)許可申請書で前提とし

た運転管理事項の反映 
 
 

・ ＴＳ－４３ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 重大事故等の対応に必要な力量

を有する者を確保することを反

映。 
 

・ 成立性の確認訓練時の対応を追

記 
・ ＴＳ－４３ 参照 
 
 
 

 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 

 
 
 

・ 運転員等の確保について記載

する。 
・ 重大事故等対応を行う要員の

管理について記載する。（新規

記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 成立性の確認訓練時の対応に

ついて記載する。（新規記載） 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

第 4 条（重大事故） 

 法第四十三条の三の六第一項第三号の原

子力規制委員会規則で定める重大な事故

は、次に掲げるものとする。 

 一 炉心の著しい損傷 

 二 核燃料物質貯蔵設備に貯蔵する燃料体

又は使用済燃料の著しい損傷 

 

第 92 条（保安規定） 

法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。 

 九 発電用原子炉施設の運転に関すること

（次の二号に掲げるものを除く。）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

炉主任技術者の確認，運転管理部長の承認を得て 
体制を構築する。 

６．発電ＧＭは，第５項を受け，力量が確保できていな 
いと判断された者については，教育訓練等により， 
力量が確保されていることを確認した後，原子炉主 
任技術者の確認，所長の承認を得て，表１２－１に 
定める人数の者を確保する体制に復帰させる。 

７．発電ＧＭは，表１２－１に定める人数の者に欠員が 
生じた場合は，速やかに補充を行う。 

８．防災安全ＧＭは，第１７条の７第３項（２）の成立性の 
確認訓練において，その訓練に係る者が，力量を確 
保できていないと判断した場合は，速やかに，表１２ 
－３に定める人数の者を確保する体制から，力量が 
確保できていないと判断された者を除外し，原子炉 
主任技術者の確認，所長の承認を得て体制を構築 
する。 

９．防災安全ＧＭは，第８項を受け，力量が確保できて 
いないと判断された者については，教育訓練等によ 
り，力量が確保されていることを確認した後，原子炉 
主任技術者の確認，所長の承認を得て，表１２－３ 
に定める人数の者を確保する体制に復帰させる。 

１０．防災安全ＧＭは，表１２－３に定める人数の者に 
欠員が生じた場合は，速やかに補充を行う。 

１１．所長は，表１２－１及び表１２－３に定める人数の 
者の補充の見込みが立たないと判断した場合，原子 
炉の運転中は，原子炉の安全を確保しつつ，速や 
かに原子炉停止の措置を実施する。原子炉の停止 
中は，原子炉の停止状態を維持し，原子炉の安全 
を確保する。 

 

※１：重大事故等対処施設等の使用を開始するにあた 

っては，あらかじめ力量の付与のための教育訓練 

を実施する。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 体制が確保できない場合，原子炉

停止等の措置を講じ，安全を確保

することを追記。 
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表１２－１ 
   中央制御室名 

 

 

原子炉の状態 

１号炉※２ 

２号炉，３号

炉，４号炉及

び５号炉※２ 

６／７号炉※２ 

運転，起動，高温

停止の場合 
  １３名以上※４ 

冷温停止，燃料交

換の場合 
４名以上※３ ３名以上※３ １０名以上※５ 

 

表１２－２ 
   中央制御室名 

 

 

原子炉の状態 

１号炉，２号炉，３

号炉，４号炉及び

５号炉※２ 

６／７号炉※２ 

運転，起動，高温停止

の場合 
 ３名以上※４ 

冷温停止，燃料交換の

場合 
１名以上 ３名以上※５ 

 

表１２－３ 

要員名 緊急時対策要員 自衛消防隊 

常駐 ５０名以上※６ １０名以上 

召集 １１４名以上※７ １８名以上※８ 

 

※２：１号炉，２号炉，３号炉，４号炉，５号炉及び６ 

   号炉については，原子炉への燃料装荷を行 

   わない 

※３：１号炉から５号炉合わせて２２名以上常時確保 

    する 

※４：７号炉１基が該当する場合 

※５：原子炉が２基とも該当する場合 

※６：５０名以上のうち，６名以上を１号炉，２号炉，３  

   号炉，４号炉及び５号炉の要員，４４名以上を６ 

号炉及び７号炉の要員とする。 

※７：１１４名以上のうち，８名以上を１号炉，２号炉， 

   ３号炉，４号炉及び５号炉の要員，１０６名以上 

を６号炉及び７号炉の要員とする。 

※８：火災の規模に応じ召集する。 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 発電用原子炉施設の運転管理に係る

社内規程類を作成することが定められ

ていること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 運転員の引継時に実施すべき事項に

ついて定められていること。 

 
 
 
 
○ 原子炉起動前に確認すべき事項につ

いて定められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（マニュアルの作成） 
第１４条 各ＧＭ（当直長を除く。）は，次の各号に掲げ 

る原子炉施設の運転管理に関する事項のマニュア 
ルを作成し，制定・改定にあたっては，第７条第２項 
に基づき運営委員会の確認を得る。 

（１）原子炉の起動及び停止操作に関する事項 
（２）巡視点検に関する事項 
（３）異常時の操作に関する事項 
（４）警報発生時の措置に関する事項 
（５）原子炉施設の各設備の運転操作に関する事項 
（６）定例試験に関する事項 
（７）誤操作の防止に関する事項（７号炉） 
（８）火災，内部溢水（７号炉），火山影響等（７号炉）， 

その他自然災害及び有毒ガス発生時（７号炉）の体 
制の整備に関する事項 

（９）重大事故等及び大規模損壊時の体制の整備に関

する事項（７号炉） 
 

（引継） 
第１５条  
 

【変更なし】 
 
 

（原子炉起動前の確認事項） 
第１６条 当直長及びモバイル設備管理ＧＭは，原子 

炉起動前に，次の施設及び設備を点検し，異常の 
有無を確認する。なお，モバイル設備管理ＧＭが点 
検を実施した結果は，当直長に通知する。 

  （１）原子炉冷却系統施設 
  （２）制御材駆動設備 
  （３）電源，給排水及び排気施設 
 

【以下，省略】 
 

・ 記載の適正化以外に審査基準の

変更なし。 
・ 第 4 章 運転管理に新規追加され

た第 17 条関連に関する事項の追

記 
・ 設置（変更）許可申請書で前提と

した運転管理事項の反映 
・ ＴＳ－４４ 参照 
・ ＴＳ－４５ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更がないことから，

審査基準を受けた保安規定への

反映事項はない。 
 
 
 

・ 審査基準の変更はないが，重大

事故等対処設備が新設されたこと

を踏まえ，モバイル設備管理Ｇで

実施し，点検結果の集約を反映。 
・ ＴＳ－６６ 参照 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 誤操作の防止に関する事項に

ついて記載する。（新規記載） 
・  火災，内部溢水，火山影響

等，その他自然災害，有毒ガ

ス，重大事故等及び大規模損

壊発生時の体制の整備に関す

る事項について記載する。（新

規記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 運転員の引継ぎについては既

に記載していることから変更な

し。 
 
 
 

・ 原子炉起動前に確認すべき事

項について，重大事故等対処

設備を追記する。 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○ 地震・火災・有毒ガス（予期せず発生

するものを含む。）発生時に講ずべき措

置について定められていること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（火災発生時の体制の整備） 
第１７条 

【第 1 項第 20 号の反映として整理】 
 

（内部溢水発生時の体制の整備） 
第１７条の２ 

【第 1 項第 21 号の反映として整理】 
 
 

（火山影響等発生時の体制の整備） 
第１７条の３  

【第 1 項第 21 号の 2 の反映として整理】 
 

（その他自然災害発生時等の体制の整備） 
第１７条の４  
〔７号炉〕 

技術計画ＧＭは，原子炉施設内においてその他 
自然災害（「地震，津波及び竜巻等」をいう。以下， 
本条において同じ。）が発生した場合における原子 
炉施設の保全のための活動※１を行う体制の整備と 
して，次の事項を含む計画を定め，所長の承認を得 
る。計画の策定にあたっては，添付２に示す「火災， 
内部溢水，火山影響等，その他自然災害及び有毒 
ガス対応に係る実施基準」に従って実施する。 

（１）その他自然災害発生時における原子炉施設の保 
全のための活動を行うために必要な要員の配置に 
関すること 

（２）その他自然災害発生時における原子炉施設の保 
全のための活動を行う要員に対する教育訓練に関 
すること 

（３）その他自然災害発生時における原子炉施設の保 
全のための活動を行うために必要な資機材の配備 
に関すること 

２．各ＧＭは，前項の計画に基づき，その他自然災害 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準の変更はないが，実用

炉規則が変更されたことから，実

用炉規則の記載を踏まえ保安規

定に反映する。 
・ 設置（変更）許可申請書で前提と

した運転管理事項の反映。 
・ ＴＳ－２３ 参照 
・ ＴＳ－４１ 参照 
・ ＴＳ－４６ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ その他自然災害（地震，津波，

及び竜巻等）発生時の対応に

ついて記載する。（新規記載） 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

発生時における原子炉施設の保全のための活動を 
行うために必要な体制及び手順の整備を実施する。 

３．各ＧＭは，第２項の活動の実施結果を取りまとめ， 
第１項に定める事項について定期的に評価を行うと 
ともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じ，技 
術計画ＧＭに報告する。技術計画ＧＭは，第１項に 
定める事項について定期的に評価を行うとともに， 
評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

４．当直長は，その他自然災害の影響により，原子炉 
施設の保安に重大な影響を及ぼす可能性があると 
判断した場合は，当該号炉を所管する運転管理部 

長に報告する。当該号炉を所管する運転管理部長 

は，所長，原子炉主任技術者及び関係ＧＭに連絡 
するとともに，必要に応じて原子炉停止等の措置に 
ついて協議する。 

５．原子力設備管理部長は，その他自然災害に係る新 
たな知見等の収集，反映等を実施する。 

６．原子力設備管理部長は，その他自然災害のうち地 
震に関して，新たな波及的影響の観点の抽出を実 
施する。 

７．原子力設備管理部長は，地震観測及び影響確認 
に関する活動を実施する。 

８．原子力設備管理部長は，定期的に発電所周辺の 
航空路の変更状況を確認し，確認結果に基づき防 
護措置の要否を判断する。防護措置が必要と判断さ 
れた場合は，関係箇所へ防護措置の検討依頼を行 
う。また，関係箇所の対応が完了したことを確認す 
る。 

 

※１：その他自然災害発生時に行う活動を含む（以 
下，本条において同じ）。 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（有毒ガス発生時の体制の整備） 
第１７条の５ 
〔７号炉〕 

技術計画ＧＭは，発電所敷地内において有毒ガ 
スを確認した場合（以下「有毒ガス発生時」という。） 
における有毒ガス発生時における原子炉施設の保 
全のための運転員及び緊急時対策要員（以下「運 
転・対処要員」という。）の防護のための活動※１を行う 
体制の整備として，次の事項を含む計画を定め，所 
長の承認を得る。計画の策定にあたっては，添付２ 
に示す「火災，内部溢水，火山影響等，その他自然 
災害及び有毒ガス対応に係る実施基準」に従って 
実施する。 

（１）有毒ガス発生時における運転・対処要員の防護の 
ための活動を行うために必要な要員の配置に関す 
ること 

（２）有毒ガス発生時における運転・対処要員の防護の 
ための活動を行う要員に対する教育及び訓練の実 
施に関すること 

（３）有毒ガス発生時における運転・対処要員の防護の 
ための活動を行うために必要な資機材の配備に関 
すること 

２．各ＧＭは，前項の計画に基づき，有毒ガス発生時  
における運転・対処要員の防護のための活動を実 
施する。 

３． 各ＧＭは，第２項に定める事項について定期的に 
評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な措 
置を講じ，技術計画ＧＭに報告する。技術計画ＧＭ 
は，第１項に定める事項について定期的に評価を行 
うとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じ 
る。 

４．当直長は，有毒ガスの影響により，原子炉施設の保

安に重大な影響を及ぼす可能性があると判断した

場合は，当該号炉を所管する運転管理部長に報告

する。当該号炉を所管する運転管理部長は，所長，

・ ＴＳ－２３ 参照 
・ ＴＳ－４１ 参照 
・ ＴＳ－４６ 参照 
・ ＴＳ－８８ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 有毒ガス発生時の対応につい

て記載する。（新規記載） 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 原子炉冷却材の水質の管理について

定められていること。 

 

 

 

 

 

 

原子炉主任技術者及び関係ＧＭに連絡するととも

に，必要に応じて原子炉停止等の措置について協

議する。 
 

※１：有毒ガス発生時に行う活動を含む。（以下，本 
条において同じ。） 

 

【添付２は，別紙参照】 
 

（資機材等の整備） 
第１７条の６  
〔７号炉〕 

各ＧＭは，次の各号の資機材等を整備する。 
（１）設計基準事故が発生した場合に用いる標識を設 

置した安全避難通路，避難用及び事故対策用照明 
を整備するとともに，作業用照明設置個所以外で現 
場作業が必要となった場合等に使用する可搬型照 
明を配備する。なお，可搬型照明は，第１７条の７及 
び第１７条の８で配備する資機材と兼ねることができ 
る。 

（２）設計基準事故が発生した場合に用いる警報装置 
及び通信連絡設備を整備し，警報装置及び通信連 
絡設備の操作に関する手順並びに専用通信回線及 
びデータ伝送設備の異常時の対応に関する手順を 
定める。 

 
 

（水質管理） 
第１８条 

【変更なし】 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 設置(変更)許可申請書に記載さ

れた内容を踏まえ保安規定に反

映する。 
・ 上流文書（設置許可）から保安規

定への記載方針参照 
【10.11 安全避難通路等】 
【10.12 通信連絡設備】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更がないことから，

審査基準を受けた保安規定への

反映事項なし。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 資機材等の管理に関する事項

について記載する。（新規記

載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 原子炉冷却材の水質管理につ

いては既に記載していることか

ら変更なし 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○ 発電用原子炉施設の重要な機能に

関して、安全機能を有する系統、機器

及び重大事故等対処設備（特定重大

事故等対処施設を構成する設備を含

む。）等について、運転状態に対応した

運転上の制限（Limiting Conditions for 

Operation。以下「ＬＣＯ」という。）を満

足していることの確認の内容（以下「サ

ーベランス」という。）、ＬＣＯを満足して

いない場合に要求される措置（以下

「要求される措置」という。）及び要求さ

れる措置の完了時間（Allowed Outage 

Time。以下「ＡＯＴ」という。）が定められ

ていること。なお、ＬＣＯ等は、原子炉等

規制法第４３条の３の５による原子炉設

置許可申請及び同法第４３条の３の８

による原子炉設置変更許可申請にお

いて行った安全解析の前提条件又は

その他の設計条件を満足するように定

められていること。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第３節 運転上の制限 
 

【第１９条～第２６条，第２８条～第３１条，第３３条～第３

８条，第４０条～第４４条，第５０条～第５８条の２，第５９

条，第６０条，第６２条～第６５条，第６７条～第７１条省

略】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（計測及び制御設備） 
第２７条 

【中略】 
〔７号炉〕 
（６）中央制御室外原子炉停止装置計装 

中央制御室外原子炉停止装置計装の要素に動 
作不能が発生した場合は，その状態に応じて表２７ 
－３－５－６－Ｂの要求される措置を完了時間内に 
講じる。 
表２７－３－５－６－Ｂ 

 

【表 省略】 
 

 

・ 重大事故等対処設備のＬＣＯ等の

設定について審査基準に追加あ

り 
（特定重大事故等対処施設を構成

する設備については別途申請予

定） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・実用発電用原子炉及びその付属

施設の技術基準に関する規則解

釈（平成 25 年 7 月 9 日）にお

いて，「引き続き低温停止できる機

能を有した装置であること」が明確

化されたことの反映 
・ ＴＳ－４８ 参照 
 
 
 
 
 
 

 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 新規制基準要求を踏まえ，中

央制御室外原子炉停止装置

計装について追加する。（新規

記載） 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（非常用炉心冷却系，原子炉隔離時冷却系及び高圧 

代替注水系の系統圧力監視） 

第３２条 原子炉圧力が定格圧力到達後から冷温停止

に移行するまでの期間において，非常用炉心冷却

系，原子炉隔離時冷却系及び高圧代替注水系※１の

系統圧力は，表３２－１で定める事項を運転上の制

限とする。ただし，非常用炉心冷却系，原子炉隔離

時冷却系又は高圧代替注水系に関する確認時及

び確認後４時間以内を除く。 

２．非常用炉心冷却系，原子炉隔離時冷却系及び高

圧代替注水系の系統圧力が前項で定める運転上の

制限を満足していることを確認するため，次の各号

を実施する。 

（１）原子炉ＧＭは，定検停止時に，供用中の漏えい

又は水圧検査を実施し，その結果を当直長に通

知する。 

（２）当直長は，原子炉圧力が定格圧力到達後から

冷温停止に移行するまでの期間において，非常

用炉心冷却系，原子炉隔離時冷却系及び高圧

代替注水系の系統圧力に有意な変動がないこと

を１ヶ月に１回確認する。 

３．当直長は，非常用炉心冷却系，原子炉隔離時冷却

系又は高圧代替注水系の系統圧力が第１項で定め

る運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表３２－２の措置を講じる。 

 

※１：高圧代替注水系（重大事故対処設備）は７号 

炉のみ適用。 

 

表３２－１ 

項 目 運転上の制限 
非常用炉心冷却系，原子炉隔

離時冷却系及び高圧代替注水

系の系統圧力 

原子炉冷却材の漏えい

により過圧されていな

いこと 

 

【以下，省略】 
 
 
 

・ 高圧代替注水系についても系統 
圧力監視対象として追加規定す 
る。 

・ ＴＳ－７６ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 高圧代替注水系について系統

圧力監視対象として追加する。 
 （新規記載） 
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保安規定審査基準 
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原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（非常用炉心冷却系その１） 

第３９条 

〔６号炉及び７号炉〕 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止（原子

炉隔離時冷却系及び自動減圧系については原子

炉圧力が１．０３MPa[gage]以上）において，非常用

炉心冷却系は表３９－１で定める事項を運転上の制

限とする。ただし，原子炉停止時冷却系起動準備及

び原子炉停止時冷却系の運転中は，当該低圧注水

系（格納容器スプレイ冷却系）を動作不能とはみなさ

ない。また，７号炉の高圧代替注水系起動準備及び

運転中は，原子炉隔離時冷却系を動作不能とみな

さない。 

                 

２．非常用炉心冷却系が前項で定める運転上の制限 
を満足していることを確認するため，次の各号を実 
施する。 

  

【（１）（２）（３）省略】 
 

 （４）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温 
停止（原子炉隔離時冷却系及び自動減圧系につ 
いては原子炉圧力が１．０３ＭＰａ［ｇａｇｅ］以上）に 
おいて，表３９－２（項目３を除く。）に定める事項 
を確認する。 

 

【３項 省略】 
【表３９－１ 省略】 

表３９－２ 
【１項 省略】 

７．７号炉 
項 目 頻 度 

１．自動減圧系の高圧窒素ガス供給圧力

が　　　　 MPa[gage]以上であることを

確認する。 
１ヶ月に１回 

【２．以降省略】 

 

【以下，省略】 

・ 高圧代替注水系の確認運転時に 
おいて，原子炉隔離時冷却系を

動作不能とみなさない旨を追加。 
・ ＴＳ－７６ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 自動減圧系の高圧窒素ガス供給 
圧力について，ＳＡ時の背圧対策 
の要求をふまえ，設定値を変更し

た。 
・ ＴＳ－８５ 参照 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 

・ 高圧代替注水系の確認運転

時において，原子炉隔離時冷

却系を動作不能とみなさない

旨の追加。（新規記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 自動減圧系の窒素ガス供給圧

力設定値の変更について追加

する。（新規記載） 
 
 
 

t1114511
四角形
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記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（サプレッションプールの平均水温） 
第４５条 原子炉の状態が運転，起動及び高温停止に 

おいて，サプレッションプール※１の平均水温※２は， 
表 ４５－１で定める事項を運転上の制限とする。た 
だし，原子炉隔離時冷却系又は高圧代替注水系※３ 

の運転確認等により，サプレッションプールの水温が 
上昇するような時は，確認開始時から確認終了後２ 
４時間までを除く。 

２．サプレッションプールの平均水温が前項で定める運 
転上の制限を満足していることを確認するため，次 
号を実施する。なお，当直長は，原子炉の状態が運 
転，起動及び高温停止において原子炉隔離時冷却 
系又は高圧代替注水系の運転確認等により，サプ 
レッションプールの水温が上昇するような場合，サプ 
レッションプールの動作可能な局所水温計の最高温 
度が４７℃を超えた時には，５分毎に動作可能な局 
所水温計の平均水温を計算し，平均水温が４７℃を 
超えていないことを確認する。さらに平均水温が４ 
７℃を超えた場合には，サプレッションプールの水温 
が上昇するような運転確認等を中止し，２４時間以内 
に平均水温を３５℃以下に復旧する。 
（１）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高 

温停止においてサプレッションプールの動作可能 
な局所水温計の平均水温を２４時間に１回確認す 
る。 

【３項 省略】 
 

※１：７号炉のサプレッションプールは，重大事故等 
対処設備を兼ねる。 

※２：平均水温は，動作可能な局所水温計の最高温 
度をもって，代えることができる。 

※３：高圧代替注水系は，７号炉のみ適用。 
 

【表４５－１，４５－２ 省略】 
 

・ 高圧代替注水系の運転確認中の 
サプレッションプール水温が上昇

し，一時的に通常運転範囲を逸脱

する可能性があることから，確認行

為を阻害しないため，ＬＣＯ除外

条件を設ける。 
・ ＴＳ－７６ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ サプレッションプール水温上昇

時のＬＣＯ除外規定について

追加する。（新規記載） 
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保安規定審査基準 
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原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（サプレッションプールの水位） 
第４６条 原子炉の状態が運転，起動及び高温停止に 

おいて，サプレッションプール※１の水位は，表４６－ 
１（図４６）で定める事項を運転上の制限とする。ただ 
し，地震時を除く。なお，７号炉において，高圧代替 
注水系の運転確認等により，サプレッションプール 
の水位が図４６の領域Ａに移行した場合，運転確認 
開始から確認終了後２４時間までの間は，運転上の 
制限を満足していないとはみなさないが，領域Ｂに 
移行した場合は，運転上の制限の逸脱と判断する。 

２．サプレッションプールの水位が前項で定める運転上 
の制限を満足していることを確認するため，次号を 
実施する。なお，７号炉において，高圧代替注水系 
の運転確認等により,サプレッションプールの水位が 
図４６の領域Ａに移行した場合，５分毎にサプレッシ 
ョンプールの水位を監視するとともに，領域Ｂに近接 
した場合は，水位が変動するような確認運転等を中 
止し，２４時間以内に水位を制限値内に復旧する。 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温 
停止において，サプレッションプールの水位を２４時 
間に１回確認する。 
 

【３項 省略】 
 

※１：７号炉のサプレッションプールは，重大事故等 
対処設備を兼ねる。 

 

表４６－１ 
項 目 

（サプレッションプール水位） 運転上の制限 

１号炉 ＋１２．０ｃｍ（上限値）以下 

－１０．０ｃｍ（下限値）以上 
２号炉，３号炉，４号炉及

び５号炉 
＋８．０ｃｍ（上限値）以下 

－８．０ｃｍ（下限値）以上 

６号炉及び７号炉 ＋５．０ｃｍ（上限値）以下 

－５．０ｃｍ（下限値）以上 

 

・  高圧代替注水系の運転確認中

は，復水貯蔵槽からサプレッション

プールに水が移送され，水位が上

昇し，一時的に通常運転範囲を逸

脱する可能性があることから，確認

行為を阻害しないため，通常運転

範囲を逸脱した場合の措置を規

定する。 
・ ＴＳ－７６ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ サプレッションプールの水位の

管理方法について追加する。 
 （新規記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 

 

 
- 58 - 

 

関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 
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原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４６ 

 
 

【表４６－２ 省略】 
 

（可燃性ガス濃度制御系） 
第４７条 原子炉の状態が運転及び起動において，可 

燃性ガス濃度制御系は，表４７－１で定める事項を 
運転上の制限とする。 

２．可燃性ガス濃度制御系が前項で定める運転上の制 
限を満足していることを確認するため，次号を実施 
する。 

（１）運転評価ＧＭは，定検停止時に，可燃性ガス濃度

制御系の機能を確認し，その結果を当直長に通知

する。 
（２）当直長は，原子炉の状態が運転及び起動におい 

て，可燃性ガス濃度制御系ブロアが起動すること及 
び可燃性ガス濃度制御系隔離弁が開することを１ヶ 
月に１回確認する。 

３．当直長は，可燃性ガス濃度制御系が第１項で定め

る運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表４７－２の措置を講じる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ ６号炉及び７号炉の可燃性ガス濃

度制御系は共用していたが，新規

制基準適用後は各々２台配備す

る。 
・ ＴＳ－８７ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 可燃性ガス濃度制御系の２台

配備について追加する。 
 （新規記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 

 

 
- 59 - 

 

関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 
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原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表４７－１ 
項  目 運転上の制限 

可燃性ガス濃度制御系 
２系列※１が動作可能であ

ること※２ 

※１：１系列とは，ブロア１台，再結合器１基及び必要 
な弁並びに配管をいう。 

※２：３号炉・４号炉共用。なお，共用している可燃性 
ガス濃度制御装置を移動している期間及び隣

接号炉に設置している期間は動作不能とはみ

なさない。 
 

表４７－２ 
１．１号炉，２号炉，５号炉，６号炉及び７号炉 

条 件 要求される措置 完了時間 
Ａ．可燃性ガス濃度制

御系１系列が動作

不能の場合 

Ａ１．当該系列を動作

可能な状態に復旧

する。 

及び 

Ａ２．他の１系列が動 

作可能であるこ 

とを確認する。 

３０日間 

 

 

 

速やかに 

Ｂ．可燃性ガス濃度制

御系２系列が動作

不能の場合 

Ｂ１．少なくとも１系 

列を動作可能な 

状態に復旧する。 

速やかに 

Ｃ．条件Ａ又はＢで要 

求される措置を完 

了時間内に達成で 

きない場合 

Ｃ１．高温停止にす

る。 
 

２４時間 
 

 

【２項 省略】 
 

（格納容器内の酸素濃度） 
第４８条 
〔７号炉〕 

原子炉の状態が運転，起動及び高温停止におい 
て，格納容器内の酸素濃度※１は，表４８－１で定め 
る事項を運転上の制限とする。ただし，原子炉の起 
動時にドライウェル点検を実施する場合は，ドライウ 
ェル点検後の原子炉の状態が起動となるまでの期 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 原子炉起動前のＰＣＶ内の火災

防護対策において，「ドライウェル

点検終了後から窒素ガス封入まで

の期間は制御棒全挿入状態」であ

ることが要求されることをふまえ，Ｌ

ＣＯ適用期間を変更する。 
格納容器ベント時のＦＣＶＳ系

統内での水素燃焼を防止するた

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 新規制基準要求を踏まえ，格

納容器酸素濃度の管理方法に

ついて追加する。（新規記載） 
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保安規定審査基準 
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記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

間は運転上の制限を適用しない。また，高圧代替注 
水系の確認運転等により格納容器内の酸素濃度が 
１．８％を超えた時点から３日間，３．５％を超えた時 
点から２４時間までの間は，運転上の制限を満足し 
ていないとはみなさない。 

２．格納容器内の酸素濃度が，前項で定める運転上の 
制限を満足していることを確認するため，次号を実 
施する。なお，高圧代替注水系の確認運転等により 
格納容器内の酸素濃度が１．８％を超えた場合は， 
格納容器圧力逃がし装置を動作不能とみなし要求 
される措置を実施するとともに，５分毎に格納容器内 
の酸素濃度を監視する。さらに３．５％を超えた場

合，酸素濃度が上昇するような運転確認等を中止

し，２４時間以内に酸素濃度を制限値内に復旧す

る。 
（１）当直長は，原子炉の状態が運転，起動及び高温 

停止において，格納容器内の酸素濃度を１週間に１ 
回確認する。 

３．当直長は，格納容器内の酸素濃度が第１項で定め 
る運転上の制限を満足していないと判断した場合， 
表４８－２の措置を講じる。 

 

※１：７号炉の格納容器内の酸素濃度監視に必要な 
設備は重大事故等対処設備を兼ねる。動作不 
能時は，第６６条（表６６－５－６）の運転上の制 
限も確認する。 

 

表４８－１ 
【１項，２項 省略】 

３．７号炉 

項 目 運転上の制限 

格納容器内の酸素濃度※１ １．８％以下 

 
 
 

め，酸素濃度の制限値を変更す

る。 
・ ＴＳ－８１ 参照 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

表４８－２ 
【１項 省略】 

２．７号炉 
条 件 要求される措置 完了時間 

Ａ．格納容器内の酸素 

濃度が１．８％以下 

を満足していない 

と判断した場合 

Ａ１．酸素濃度を   

１．８％以内に復 

旧する措置を開始 

する。 

及び 

Ａ２．格納容器圧力逃 

  がし装置を動作不 

能とみなし要求さ 

れる措置を実施す 

る。 

速やかに 

 
 
 
 

速やかに 

Ｂ．格納容器内の酸素 

濃度が３．５％以下 

を満足していない 

と判断した場合 

Ｂ１．酸素濃度を 

３．５％以内に復 

旧する。 

２４時間 
 

Ｃ．条件Ｂで要求され 

る措置を完了時間 

内に達成できない 

場合 

Ｃ１．高温停止にする。 

及び 

Ｃ２．冷温停止にする。 

２４時間 

 

３６時間 

 
 

（原子炉建屋） 
第４９条 原子炉の状態が運転，起動，高温停止及び 

炉心変更時※１又は原子炉建屋原子炉棟内で照射さ

れた燃料に係る作業時において，原子炉建屋原子

炉棟※２※３は，表４９－１で定める事項を運転上の制

限とする。 
 

【２項，３項 省略】 
【表４９－１，表４９－２ 省略】 

 

※１：停止余裕確認後の制御棒１本（６号炉及び７号 
炉においては同一水圧制御ユニットに属する１ 
組又は１本）の挿入・引抜を除く。 

※２：７号炉の原子炉建屋原子炉棟（原子炉建屋ブ 
ローアウトパネルを含む）は重大事故等対処設 
備を兼ねる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ ブローアウトパネルの開放機能と

適用される原子炉の状態につい

て反映 
・ ＴＳ－７４ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ ブローアウトパネルの開放機能

と適用される原子炉の状態に

ついて追加する。（新規記載） 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※３：原子炉建屋ブローアウトパネルの開放機能は， 
運転，起動及び高温停止の場合に適用する。 

 

（外部電源その３） 
第５８条の３ 
〔７号炉〕 

原子炉の状態が運転，起動，高温停止，冷温停 
止及び燃料交換において，外部電源※１は，表５８の 
３－１で定める事項を運転上の制限とする。ただし， 
送電線事故等による瞬停時※２を除く。 

２．外部電源が前項で定める運転上の制限を満足して 
いることを確認するため，次号を実施する。 

（１）当直長は，原子炉の状態が運転，起動，高温停 
止，冷温停止，燃料交換において，１週間に１回，所 
要の非常用交流高圧電源母線に電力供給可能な 
外部電源３回線※３以上の電圧が確立していること及 
び１回線以上は他の回線に対して独立性を有してい 
ることを確認する。 

変圧器１次側において１相開放を検知した場合， 
故障箇所の隔離又は非常用交流高圧電源母線を 
健全な電源から受電できるよう切替えを実施する。 

３．当直長は，外部電源が第１項で定める運転上の制 
限を満足していないと判断した場合，表５８の３－２ 
の措置を講じる。 

 
 

表５８の３－１ 

項 目 運転上の制限 

外部電源 

（１）３回線※３が動作可能であること 

（２）（１）の外部電源のうち，１回線以

上は他の回線に対して独立性を有し

ていること※４ 

 

※１：外部電源とは，電力系統からの電力を第６４条 
及び第６５条で要求される非常用交流高圧電源 
母線に供給する設備をいう。 

 
 
 

・ 設置許可基準規則第 33 条（保安

電源設備）において外部電源回

線数の要求事項が「3 回線以上」

となったことを反映。 
・ 設置許可基準規則第 33 条（保安

電源設備）において外部電源の

「独立性」が要求事項として追加さ

れたことを反映。 
 
 
 
 
 
 
 

・ １相開放故障についての対応を反

映。 
・ ＴＳ－５０ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 3 回線要求及び独立性につい

て，変更内容を反映する。（新

規記載） 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※２：１５４ｋＶ送電線（荒浜線）については，回線に 
異常がないことを確認しすみやかに復旧できるこ 
とをいう。 

※３:外部電源の回線数は，当該原子炉に対する 
個々の非常用交流高圧電源母線に対して電力供 
給することができる発電所外からの送電線の回線 
数とする。 

※４：独立性を有するとは，「送電線の上流において 
１つの変電所又は開閉所のみに連係しないこと」 
をいう。 
 

表５８の３－２ 

条 件 要求される措置 完了時間 

Ａ．すべての外部

電源が他の

回線に対し

独立性を有

していない

場合 

Ａ１．当直長は，動作可能 

な外部電源につい 

て，電圧※５が確立し 

ていることを確認 

する。 

及び 

Ａ２．当直長は，動作可能 

な外部電源の少な 

くとも１回線以上 

を他の回線に対し 

て独立性を有して 

いる状態に復旧す 

る。 

速やかに 

その後， 

毎日１回 

 

 

 

３０日間 

Ｂ．動作可能な外

部電源が２

回線である

場合 

Ｂ１．当直長は，動作可能 

な外部電源につい 

て，電圧※５が確立し 

ていることを確認 

する。 

及び 

Ｂ２．当直長は，動作不能 

となっている外部 

電源の少なくとも 

１回線を動作可能 

な状態に復旧する。 

速やかに 

その後， 

毎日１回 

 

 

 

３０日間 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｃ．動作可能な外

部電源が２

回線である

場合 

及び 

すべての外

部電源が他

の回線に対

して独立性

を有してい

ない場合 

Ｃ１．当直長は，動作可能 

な外部電源につい 

て，電圧※５が確立し 

ていることを確認 

する。 

及び 

Ｃ２．当直長は，動作可能 

な外部電源の少な 

くとも１回線以上 

を他の回線に対し 

独立性を有してい 

る状態に復旧する。 

速やかに 

その後， 

毎日１回 

 

 

 

２０日間 

 

 

Ｄ．動作可能な外

部電源が１

回線である

場合 

Ｄ１．当直長は，動作可能 

な外部電源につい 

て，電圧※５が確立し 

ていることを確認 

する。 

及び 

Ｄ２．当直長は，動作不能 

となっている外部 

電源の少なくとも 

１回線を動作可能 

な状態に復旧する。 

速やかに 

その後， 

毎日１回 

 

 

 

１０日間 

 

表５８の３－２（続き） 
条 件 要求される措置 完了時間 

Ｅ．動作可能であ

る外部電源が

１回線のみの

場合 

及び 

第５９条及び 

第６０条で要 

求される非常 

用ディーゼル 

発電機の台数 

を満足してい 

ない場合 

Ｅ１．当直長は，動作不 

能となっている外 

部電源の少なくと 

も１回線を動作可 

能な状態に復旧す 

る。 

又は 

 Ｅ２．当直長は，当該非 

常用ディーゼル発 

電機を動作可能な 

状態に復旧する。 

１２時間 

 

 

 

 

 

 

１２時間 

Ｆ．すべての外部

電源が動作不

能である場合 

Ｆ１．当直長は，動作不 

能となっている外 

部電源の少なくと 

も１回線を動作可 

能な状態に復旧す 

る。 

２４時間 

Ｇ．原子炉の状態

が運転，起動

及び高温停止

において，条

件Ａ，Ｂ，Ｃ，

Ｄ，Ｅ又はＦ

の措置を完了

時間内に達成

できない場合 

Ｇ１．当直長は，高温停

止とする。 

及び 

Ｇ２．当直長は，冷温停

止とする。 

２４時間 

 

 

３６時間 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ ＴＳ－７３ 参照 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｈ．原子炉の状態

が冷温停止及

び燃料交換に

おいて，条件

Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，

Ｅ又はＦの措

置を完了時間

内に達成でき

ない場合 

Ｈ１．当直長は，炉心変 

更を中止する。 

及び 

Ｈ２．当直長は，原子炉 

建屋原子炉棟内 

で照射された燃 

料に係る作業を 

中止する。 

及び 

Ｈ３．当直長は，有効燃 

料頂部以下の高 

さで原子炉圧力 

容器に接続して 

いる配管につい 

て原子炉冷却材 

圧力バウンダリ 

を構成する隔離 

弁の開操作を禁 

止する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

 

速やかに 

 

※５：１５４ｋＶ送電線（荒浜線）の予備変圧器の電圧 
については１次側及び２次側電圧値を確認する。 
（予備変圧器が通常負荷へ電源供給していない 
場合） 

 

（非常用ディーゼル発電機燃料油等） 
第６１条 
〔７号炉〕 

ディーゼル燃料油※１，潤滑油，起動用空気及び 
  燃料移送ポンプ※２は，表６１－１で定める事項を運 

転上の制限とする。 
２．ディーゼル燃料油，潤滑油，起動用空気及び燃料 

移送ポンプが前項で定める運転上の制限を満足し 
ていることを確認するため，次の各号を実施する。 

（１）当直長は，ディーゼル燃料油，潤滑油及び起動用 
空気が，第５９条及び第６０条で動作可能であること 
を要求される非常用ディーゼル発電機に対し必要 
量確保されていることを表６１－２で１ヶ月に１回確認 
する。 

（２）当直長は，第５９条及び第６０条で動作可能であ 
ることを要求される非常用ディーゼル発電機のデイ 
タンクにディーゼル燃料油を補給するための燃料移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 設置許可基準規則第５７条（電源

設備）において，燃料移送系がＳ

Ａ設備と位置付けられ，ＤＢ機能と

しての要求が明確化されたことか

ら，運転上の制限に反映。 
・ ＴＳ－８６ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 非常用ディーゼル発電機燃料

油の管理について追加する。

（新規記載） 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

送ポンプが起動することを１ヶ月に１回確認する。 
３．当直長は，ディーゼル燃料油，潤滑油，起動用空 

気又は燃料移送ポンプが第１項で定める運転上の 
制限を満足していないと判断した場合，表６１－３の 
措置を講じる。 

 

※１：６号炉及び７号炉の軽油タンクは重大事故等対 
処設備を兼ねる。軽油タンクレベルが必要量確 
保されていない場合は，第６６条（表６６－１２－ 
７）の運転上の制限も確認する。 

※２：７号炉の燃料移送ポンプは重大事故等対処設 
備（設計基準拡張）を兼ねる。 
 

表６１－１ 
【１項 省略】 

２． ７号炉 
項 目 運転上の制限 

ディーゼル燃料

油，潤滑油及び

起動用空気 

第５９条及び第６０条で動作可能であ

ることを要求される非常用ディーゼル

発電機に対し必要量確保されているこ

と。ただし，非常用ディーゼル発電機が

運転中及び運転終了後２日間を除く。 

 

燃料移送ポンプ 

第５９条及び第６０条で動作可能であ

ることを要求される非常用ディーゼル

発電機のデイタンクにディーゼル燃料

油を補給するための燃料移送ポンプが

動作可能であること 

 

 

表６１－２ 
【省略】 

 

表６１－３ 
 

【１項 省略】 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 

 

 
- 67 - 

 

関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２． ７号炉 

条 件 要求される措置 
完了 

時間 

Ａ．非常用ディーゼル発電

機１台以上の軽油タン

クレベルが表６１－２

を満足しない場合 

Ａ１．制限値以内に

復旧する。 

２日間 

Ｂ．非常用ディーゼル発電

機１台以上の燃料移送

ポンプが動作不能の場

合 

Ｂ１．動作可能な状

態に復旧する。

２日間 

Ｃ．非常用ディーゼル発電

機１台以上の潤滑油補

給タンク油面が表６１

－２を満足しない場合 

Ｃ１．制限値以内に

復旧する。 

 

２日間 

Ｄ．非常用ディーゼル発電

機１台以上の起動用空

気貯槽圧力が表６１－

２を満足しない場合 

Ｄ１．制限値以内に

復旧する。 
２日間 

Ｅ．条件Ａで要求される措

置を完了時間内に達

成できない場合 

Ｅ１．当該非常用デ

ィーゼル発電

機を動作不能

とみなす。ただ

し，軽油タンク

１基から非常

用ディーゼル

発電機２台に

供給している

場合は，原子炉

停止時冷却系

に電源を供給

する非常用デ

ィーゼル発電

機を動作不能

とみなす。 

速やかに 

Ｆ．条件Ｂ，Ｃ又はＤで要

求される措置を完了時

間内に達成できない場

合 

Ｆ１．当該非常用デ

ィーゼル発電

機を動作不能

とみなす。 

速やかに 

 
 

（重大事故等対処設備） 
第６６条  
〔７号炉〕 

原子炉の状態に応じて，次の各号の重大事故等

対処設備※１は，表６６－１から表６６－１９で定める事

項を運転上の制限とする。 
（１） 緊急停止失敗時に発電用原子炉を未臨界にする 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準の変更を踏まえ重大事

故等対処設備について，運転上

の制限を満足していることの確認

の内容，満足していない場合に要

求される措置及び要求される措置

の完了時間を保安規定に反映す

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 重大事故等対処設備について

記載する。（新規記載） 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ための設備 
（２） 原子炉冷却材圧力バウンダリ高圧時に発電用原 

子炉を冷却するための設備 
（３） 原子炉冷却材圧力バウンダリを減圧するための 

設備 
（４） 原子炉冷却材圧力バウンダリ低圧時に発電用原 

子炉を冷却するための設備 
（５） 最終ヒートシンクへ熱を輸送するための設備 

原子炉格納容器の過圧破損を防止するための設備 
水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止する 
ための設備 

（６） 原子炉格納容器内の冷却等のための設備 
（７） 原子炉格納容器下部の溶融炉心を冷却するため 

の設備 
（８） 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止する 

ための設備 
（９） 使用済燃料プールの冷却等のための設備 
（１０） 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するた 

めの設備 

（１１） 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備 

（１２） 電源設備 

（１３） 計装設備 

（１４） 運転員が中央制御室にとどまるための設備 

（１５） 監視測定設備 

（１６） 緊急時対策所 

（１７） 通信連絡を行うために必要な設備 

（１８） アクセスルートの確保 
（１９） 可搬型代替注水ポンプ（Ａ－２級） 
２．重大事故等対処設備が前項で定める運転上の制 

限を満足していることを確認するため，次号を実施 
する。 

（１）各ＧＭは，原子炉の状態に応じて表６６－１から表 
６６－１９の確認事項を実施し，その結果を当直長に 
通知する。 

３．当直長，重大事故等対処設備が第１項で定める運 

・ ＴＳ－２５ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
○ ＬＣＯの確認について、サーベランス

実施方法、サーベランス及び要求され

る措置を実施する間隔の延長に関する

考え方、確認の際のＬＣＯの取扱い等

が定められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転上の制限を満足していないと判断した場合，表６６ 
－１から表６６－１９の措置を講じる。 

 

※１：可搬型設備の系統には，資機材等を含む。 
 

（運転上の制限の確認） 
第７２条 各ＧＭ（第３節各条の第２項で定める事項を 

行う当直長及びＧＭをいう。）は，運転上の制限を第 
３節各条の第２項で定める事項※１で確認する。 

２．第３節各条の第２項で定められた頻度及び第３項の 
要求される措置に定められた当該措置の実施頻度 
に関して，その確認の間隔は，表７２に定める範囲 
内で延長することができる※２※３。ただし，確認回数の 
低減を目的として，恒常的に延長してはならない。な 
お，定められた頻度以上で実施することを妨げるも 
のではない。※３ 

 

【3 項から 6 項 省略】 
 

７．各ＧＭ（第３節各条の第２項で定める事項を行う当 

直長及びＧＭをいう。）は，第２項で定める運転上の 
制限を満足していることの確認を実施する場合にお 
いて，確認事項が複数の条文で同一である場合，各 
条文に対応して複数回実施する必要はなく，１回の 
確認により各条文の確認を実施したとみなすことが 
できる。 

８．当直長は，各ＧＭが，第１７条の７又は第１７条の８ 
にもとづく教育及び訓練の実施にあたり,重大事故等 
対処設備を使用する場合は，教育及び訓練中に重 
大事故等が発生した場合に適切に対処できるよう必 
要な措置を講じている期間，運転上の制限を満足し 
ていないとはみなさない。 
 

※１：第７２条から第７５条を除く。以下，第７３条及び 
   第７４条において同じ。 

 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更なし。 
・ 第 66 条の新規追加に伴う変更 
・ ＴＳ－５４ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 運転上の制限を満足していること

の確認について複数の条文で同

一である場合は代表条文での確

認にて実施したこととすることを追

記 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

・ 第66条の新規追加に伴う反映 
（新規記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ ＬＣＯを満足しない場合について、事

象発見からＬＣＯに係る判断までの対

応目安時間等を社内規程類に定める

こと及び要求される措置等の取扱い方

法が定められていること。 

 
 
 
 

※２：第２節で定められた頻度も適用される。 
※３：第７４条第３項で定める保全作業時の措置の実

施時期にも適用される。 
 
 

表７２ 

 頻  度 

備 考 保安規定で 

定める頻度 
延長できる時間 

１時間に１回 １５分 
分単位の間隔で確

認する。 

１２時間に１回 ３時間 
時間単位の間隔で

確認する。 

２４時間に１回 ６時間 同上 

毎日１回  
所定の直の時間帯

で確認する。 

１週間に１回 ２日 
日単位の間隔で確

認する。 

１ヶ月に１回 ７日 

同上 

なお，１ヶ月は３１

日とする。 

３ヶ月に１回 ２３日 

同上 

なお，３ヶ月は９２

日とする。 

１年に１回 ９２日 

同上 

なお，１年は３６５

日とする。 

２年に１回 １８２日 

同上 

なお，２年は７３０

日とする。 

１０００ＭＷｄ／ｔ

に１回 

２５０ＭＷｄ／

ｔ  

 
 

（運転上の制限を満足しない場合） 

第７３条 運転上の制限を満足しない場合とは，当直長

及び燃料ＧＭが第３節で定める運転上の制限を満

足していないと判断した場合をいう。なお，当直長及

び燃料ＧＭは，この判断を速やかに行う。 

 

【2 項から 5 項 省略】 

 

 

 

・ 第 74 条第 3 項の実施時期を反映 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更なし。 
・ 主語の明確化 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ LCO を満足しない場合につい

て既に記載していることから変

更なし。 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ ＬＣＯに係る記録の作成について定め

られていること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６．当直長及び燃料ＧＭは，当該運転上の制限を満足

していると判断した場合は，当該号炉を所管する運

転管理部長に報告し，当該号炉を所管する運転管

理部長は原子炉主任技術者に報告する。 

７．当直長及び燃料ＧＭは，運転上の制限を満足して

いないと判断した時点の前の原子炉の状態への移

行又は原子炉熱出力の復帰にあたっては，原子炉

主任技術者の確認を得る。 

 

８．当直長及び燃料ＧＭは，次の各号を適用すること

ができる。 

【（１）（２）省略】 

 

（３）要求される措置を実施した場合，その内容が第３

節各条の第２項で定める事項と同じである場合は，

当該事項を実施したとみなすことができる。 

（４）当該運転上の制限を満足していると判断するにあ

たり，その内容が第３節各条の第２項で定める事項と

同じである場合は，当該事項を実施したとみなすこと

ができる。 

 

（運転上の制限に関する記録） 
第７５条 当直長は，原子炉の状態を変更した場合は， 

引継日誌に変更した時刻及び原子炉の状態を記録 
する。 

２．当直長は，自ら運転上の制限を満足していないと判 
断した場合又は燃料ＧＭから運転上の制限を満足 
していないと判断した連絡を受けた場合，次の各号 
を引継日誌に記録する。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断した場合 
は，当該運転上の制限及び満足していないと判断し 
た時刻 

（２）要求される措置を実施した場合は，当該措置の実 
施結果（保全作業を含む） 

（３）運転上の制限を満足していると判断した場合は， 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ ＬＣＯに関する記録について

既に記載していることから変更

なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 異常発生時の基本的対応事項及び

採るべき措置並びに異常収束後の措

置について定められていること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

満足していると判断した時刻 
３．当直長は，自ら第７４条第１項，第２項又は第３項で 

定める保全作業を実施した場合又は各ＧＭから第７ 
４条第１項，第２項又は第３項で定める保全作業を実 
施した連絡を受けた場合，次の各号を引継日誌に 
記録する。 

（１）第７４条第１項，第２項又は第３項で定める保全作 
業を実施した場合は，適用除外とした運転上の制 
限，その時刻及び保全作業の内容 

（２）要求される措置又は安全措置を実施した場合は， 
当該措置の実施結果 

（３）運転上の制限外から復帰した場合は，復帰した時 
 刻 
 

（異常発生時の基本的な対応） 
第７６条 当直長は，次の各号に示す場合，当該号炉 

を所管する運転管理部長に報告する。 
（１）原子炉の自動スクラム信号が発信した場合※１ 
（２）原子炉が自動スクラムすべき事態が発生したと判 

断される場合にもかかわらず自動スクラム信号が発 
信しない場合 

（３）原子炉を手動スクラムした場合※１ 
２．当直長は，操作を行っていない制御棒が動作した 

場合，当該号炉を所管する運転管理部長に報告す 
るとともに，速やかに当該制御棒を，当初の管理位 
置※２に適合させる又は全挿入するための措置を講 
じる。ただし，炉心から全燃料が取り出されている場 
合を除く。なお，本節でいう操作を行っていない制御 
棒が動作した場合※３とは次に定めるものをいう。 

（１）挿入又は引抜きの操作を行っていない制御棒が 
当初の管理位置※２から他の位置※４に動作したとき 

（２）全挿入位置にある制御棒であって挿入又は引抜き 
の操作を行っていない制御棒が全挿入位置を超え 
て更に挿入される方向に動作したとき 

３．当直長は，放射性物質の原子炉施設外への漏えい 

 

・ 第 74 条第 3 項を反映。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 異常発生時の基本的対応事

項及びとるべき処置並びに異

常収束後の措置について既に

記載していることから変更な

し。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

がある場合又はそのおそれがあると判断した場合に 
は，当該号炉を所管する運転管理部長に報告する 
とともに，それを抑制するために，原子炉建屋原子 
炉棟の隔離，気体廃棄物処理系の隔離等の必要な 
措置を講じる。 

４．当該号炉を所管する運転管理部長及び各ＧＭは， 
第１項，第２項又は第３項について次に示す必要な 
措置を講じる。 

（１）当該号炉を所管する運転管理部長は，各ＧＭに異 
常の原因調査及び対応措置を指示するとともに，異 
常が発生したことを所長及び原子炉主任技術者に 
報告する。 

（２）各ＧＭは，異常の原因調査及び対応措置を実施 
するとともに，異常の原因及び対応措置について当 
該号炉を所管する運転管理部長に報告する。 

（３）当該号炉を所管する運転管理部長は，異常の原 
因及び対応措置を所長及び原子炉主任技術者に 
報告するとともに，当直長に連絡する。 

（４）異常の原因が，第７８条第３項に該当する場合は， 
本項（１），（２）及び（３）を省略することができる。 

 

※１：予定された検査による場合，ハーフスクラムした 
場合又は自動スクラム信号発信前から制御棒が 
全挿入している場合を除く。 

※２：「管理位置」とは，制御棒を管理するために一 
定の間隔に基づいて設定し，表示することとされ 
ている制御棒の位置をいう。 

※３：制御棒の動作が，スクラム信号による動作であ 
る場合は除く。ただし，第２項（１）又は（２）の動作 
後にスクラム信号が発生し，制御棒が動作した場 
合は，操作を行っていない制御棒が動作した場 
合に該当する。 

※４：「他の位置」とは，当初の管理位置から１ノッチ 
（６号炉及び７号炉においては，１ステップ）以上 
離れた位置をいう。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（異常時の措置） 
第７７条 当直長は，第７６条第１項の異常が発生した 

場合は，異常の状況，機器の動作状況等を確認す 
るとともに，原因の除去，拡大防止のために必要な 
措置を講じる。 

２．当直長は，前項の必要な措置を講じるにあたって 
は，添付１に示す「原子炉がスクラムした場合の運転 
操作基準」に従って実施する。 

３．第７６条第１項の異常が発生してから当直長が異常 
の収束を判断するまでの期間は，第３節運転上の制 
限は適用されない。 

４．当直長は，第３項の判断を行うにあたって，原子炉 
主任技術者の確認を得る。 

５．第７６条第１項の異常の原因が，第７８条第３項に該 
当する場合は，第４項を省略することができる。 

 

（異常収束後の措置） 
第７８条 当直長は，第７６条第１項の異常収束後，原 

子炉を再起動する場合は，その原因に対する対策 
が講じられていること及び原子炉の状態に応じて適 
用される運転上の制限を満足していることを確認す 
る。 

２．当直長は，第７６条第１項の異常収束後，原子炉を 
再起動する場合は，原子炉主任技術者の確認を得 
て所長の承認を得る。 

３．当直長は，第７６条第１項の異常の原因が，次のい 
ずれかに該当する場合は，所長の承認を得ないで 
原子炉を再起動することができる。ただし，（１）又は

（２）に伴って想定される事象以外に著しい不適合事象 
が発生した場合を除く。 

（１）発電所外で電気事故が発生し，その電気事故の 
波及で原子炉がスクラムした場合又は波及防止の 
措置として原子炉をスクラムさせた場合。 

 
 

・ 有効性評価の結果等を踏まえ，添

付 1 の記載内容を見直し。 
・ ＴＳ－４１ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

・ 異常発生時の基本的対応事

項及びとるべき処置並びに異

常収束後の措置について既に

記載していることから変更な

し。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 第１７条〔７号炉〕，第１７条の３

第，第１７条の４〔１号炉，２号

炉，３号炉，４号炉，５号炉及び

６号炉〕，第１７条の４〔７号炉〕

及び第１７条の５〔７号炉〕追記

に伴う反映（新規記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）第１７条〔７号炉〕第４項，第１７条の３第５ 

項，第１７条の４〔１号炉，２号炉，３号炉，４ 

号炉，５号炉及び６号炉〕第２項，第１７条の 

４〔７号炉〕第４項又は第１７条の５第４項の措  

置として原子炉をスクラムさせた場合。 
 
 

（電源機能等喪失時の体制の整備）  
第１７条の９  

〔１号炉，２号炉，３号炉，４号炉，５号炉及び６号炉〕 
防災安全ＧＭは，津波によって交流電源を供給 

する全ての設備，海水を使用して原子炉施設を冷 
却する全ての設備及び使用済燃料プールを冷却す 
る全ての設備の機能が喪失した場合，あるいは使用 
済燃料プールの冷却水の維持が困難な場合（以下 
「電源機能等喪失時」という。）における原子炉施設 
の保全のための活動を行う体制の整備として，次の 
各号を含む計画を策定する。 

（１）電源機能等喪失時における原子炉施設の保全の 
ための活動を行うために必要な要員の配置 

（２）電源機能等喪失時における原子炉施設の保全の 
ための活動を行う要員に対する訓練 

（３）電源機能等喪失時における原子炉施設の保全の 
ための活動を行うために必要な可搬式発電機，可搬 
式動力ポンプ，ホース及びその他資機材の配備 

２．各ＧＭは，前項の計画に基づき，電源機能等喪失 
時における原子炉施設の保全のための活動を実施 
する。 

３．各ＧＭは，第２項に定める事項について定期的に 
評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な措 
置を講じ，防災安全ＧＭに報告する。防災安全ＧＭ 
は，第１項に定める事項について定期的に評価を行 
うとともに，評価結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

【添付 1 省略】 

・ 第１７条〔７号炉〕，第１７条の

３第，第１７条の４〔１号炉，２

号炉，３号炉，４号炉，５号炉及

び６号炉〕，第１７条の４〔７号

炉〕及び第１７条の５〔７号炉〕

追記に伴う反映 
 

・ 新規制基準適合性への適合が確

認されていない炉については，従

前どおりの要求事項とする。 
・ 7 号炉の重大事故等に対する 1～

6 号炉側の措置として，使用済燃

料プールの冷却水の維持が困難

な場合の手順等を定める。 
・ ＴＳ－２４ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

・ １～６号炉の使用済燃料プー

ルの冷却水の維持が困難な場

合の措置を追加（新規記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
○ 予防保全を目的とした保全作業につ

いて、やむを得ず保全作業を行う場合

には、法令に基づく点検及び補修、事

故又は故障の再発防止対策の水平展

開として実施する点検及び補修等に限

ることが定められていること。 

 

○ 予防保全を目的とした保全作業の実

施について、ＡＯＴ内に完了することが

定められていること。 

 なお、ＡＯＴ内で完了しないことが予

め想定される場合には、当該保全作業

が限定され、必要な安全措置を定めて

実施することが定められていること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（予防保全を目的とした保全作業を実施する場合） 
第７４条 各ＧＭは，予防保全を目的とした保全作業を 

実施するため，計画的に運転上の制限外に移行す 
る場合は，当該運転上の制限を満足していないと判 
断した場合に要求される措置※１を要求される完了時 
間の範囲内で実施する。 

２．各ＧＭは，予防保全を目的とした保全作業を実施 
するため，計画的に運転上の制限外に移行する場 
合であって，当該運転上の制限を満足していないと 
判断した場合に要求される措置を要求される完了時 
間の範囲を超えて保全作業を実施する場合は，あら 
かじめ必要な安全措置※１を定め，原子炉主任技術 
者の確認を得て実施する。 

３．各ＧＭは，表７４で定める設備について，保全計画 
に基づき定期的に行う保全作業を実施するため，計 
画的に運転上の制限外に移行する場合は，同表に 
定める保全作業時の措置を実施する。なお，要求さ 
れる完了時間の範囲を超えて保全作業を実施する 
場合は，あらかじめ必要な安全措置※２を定め，原子 
炉主任技術者の確認を得て実施する。 

４．第１項，第２項及び第３項の実施については，第７３ 
条第１項の運転上の制限を満足しない場合とはみな 
さない。 

５．各ＧＭは，第１項，第２項及び第３項に基づく保全 
作業を行う場合，関係ＧＭと協議し実施する。 

６．第１項，第２項及び第３項の実施にあたっては，運 
転上の制限外へ移行した時点を保全作業に対する 
完了時間の起点とする。 

７．各ＧＭは，第１項を実施する場合，運転上の制限外 
に移行する前に，要求される措置※３を順次実施 
し，すべて終了した時点から２４時間以内に運転上 
の制限外に移行する。 

８．各ＧＭは，第１項，第２項又は第３項を実施する場 
合，第７３条第３項及び第８項に準拠する。なお，第 

 

・ 審査基準に変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 保全計画に基づき定期的に行う

点検・保修を実施する場合の点検

時の措置を追記。 
・ ＴＳ－３５ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・NM-55 保守管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・ 予防保全を目的とした保全作

業について既に記載している

ことから変更なし。 
・ 予防保全を目的とした保全作

業については，法令に基づく

点検・保修，自プラント及び他

プラントの事故・故障の再発防

止対策の水平展開として実施

する点検・保修等に限ることを

定める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３項に基づき運転上の制限外に移行する場合は， 

「要求される措置」を「保全作業時の措置」に読 

み替えるものとする。 

９．第１項又は第３項において，要求される措置，保全 
作業時の措置を実施できなかった場合又は第２項 
において安全措置を実施できなかった場合，各ＧＭ 
は当該運転上の制限を満足していないと判断する。 

１０．各ＧＭは，第２項に基づく保全作業及び第３項に 
おいて，完了時間を超えて保全作業を実施し，当該 
運転上の制限外から復帰していると判断した場合 
は，当該号炉を所管する運転管理部長に報告し，当 
該号炉を所管する運転管理部長は原子炉主任技術 
者に報告する。 
 

※１：第３節各条の第２項に基づく事項として同様の 
措置を実施している場合は，第１項においては要 
求される措置，第２項においては必要な安全措置 
に代えることができる。 

 ※２：表７４に基づく事項として同様の措置を実施して 
いる場合は，必要な安全措置に代えることができ 
る。 

※３：保全作業を実施する当該設備等に係る措置及 
び運転上の制限が適用されない状態へ移行する 
措置を除く。また，複数回の実施要求があるもの 
については，２回目以降の実施については除く。 

 

【表 74 新規追加】【省略】 
 

（原子炉冷却材圧力バウンダリの隔離弁管理） 
第１８条の２  
〔７号炉〕 

当直長は，定検停止後の原子炉起動前に，通常 
時閉，事故時閉となる手動弁のうち，開となるおそれ 
がないように施錠管理を行う原子炉冷却材圧力バウ 
ンダリ隔離弁（原子炉側からみた第１弁）について， 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 設置変更許可申請書に記載され

た内容を踏まえ保安規定に反映

する。 
・ 上流文書（設置許可）から保安規

定への記載方針参照 
【5.1 原子炉圧力容器及び一

次冷却設備】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 原子炉冷却材圧力バウンダリ

隔離弁管理について記載す

る。（新規記載） 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

閉止施錠状態であることを確認する。 
 

（構成及び定義） 
第１１条 

【定義新規追加】 
   

重大事故 実用炉規則第４条にて掲げる「炉心

の著しい損傷及び核燃料物質貯蔵

設備に貯蔵する燃料体又は使用済

燃料の著しい損傷」をいう。 

使用済燃料プール

に照射された燃料を

貯蔵している期間 

使用済燃料プールに照射された燃料

を１体以上貯蔵している期間をいう。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

・ 「重大事故」及び「使用済燃料プ 
ールに照射された燃料を貯蔵して 
いる期間」についての定義を明確 
化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

（規定内容の変更なし） 

 
 

 ＜参考＞第 47 条（施設定期検査の実施） 

 新規条文追加 

  

 第 92 条（保安規定） 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。   

 十 発電用原子炉の運転期間に関すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 10 号 

発電用原子炉の運転期間 

 

○ 発電用原子炉の運転期間の範囲内

で、発電用原子炉を運転することが定

められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 取替炉心の安全性評価を行うことが

定められていること。なお、取替炉心の

安全性評価に用いる期間は、当該取

替炉心についての燃料交換の間隔か

ら定まる期間としていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（原子炉の運転期間） 
第１１条の２ 所長は，表１１の２に定める原子炉の運転 

期間※１の範囲内で運転を行う。なお，実用炉規則第 
４９条第１項第２号に基づき，原子力規制委員会が 
定期検査を受けるべき時期を定めて承認している場 
合は，その承認を受けた時期の範囲内で運転を行 
う。 

 

表１１の２ 
 １号炉 ２号炉 ３号炉 ４号炉 ５号炉 ６号炉 ７号炉 

原 子 炉

の 運 転

期間 

13 ヶ

月 

13 ヶ

月 

13 ヶ

月 

13 ヶ

月 

13 ヶ

月 

13 ヶ

月 

13 ヶ

月 

 

※１：原子炉の運転期間とは，定期検査が終了した 
日から，次回定期検査を開始するために原子炉 
を停止するまでの期間をいう。なお，「原子炉を停 
止する」とは，当該原子炉の主発電機の解列をい 
う。以下，本条において同じ。 

 

（燃料取替実施計画）  
第８２条 燃料ＧＭは，原子炉運転のための燃料配置 

を変更する場合は，燃料を装荷するまでに取替炉心 
の配置及び体制を燃料取替実施計画に定め，原子 
炉主任技術者の確認を得て所長の承認を得る。 

 

【２項 省略】 
 

３．燃料を装荷した後に，第２項の期間を延長する場合 
には，あらかじめ燃料ＧＭは，その延長する期間も 
含め第２項に定める評価及び確認を行い，原子炉 
主任技術者の確認を得て所長に報告する。ただし， 
延長後の期間にわたり原子炉を運転できる取替炉 

 
 
 

・ 記載の適正化以外に審査基準の 
変更なし。 

・ 法令改正に伴う変更。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-52 燃料管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 原子炉の運転期間について既

に記載されていることから変更

なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 取替炉心の安全評価等につい

て既に記載していることから変

更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

○ 実用炉規則第９２条第２項第１号に基

づき、実用炉規則第９２条第１項第１０

号に掲げる原子炉の運転期間を定め、

又はこれを変更しようとする場合は、申

請書に原子炉の運転期間の設定に関

する説明書（原子炉の運転期間を変更

しようとする場合は、実用炉規則第８２

条第４項の見直しの結果を記載した書

類を含む。以下「説明書」という。）が添

付されていること。 

 

 

○ 発電用原子炉ごとに、説明書に記載

された①原子炉を停止して行う必要の

ある点検、検査の間隔から定まる期

間、②燃料交換の間隔から定まる期間

（原子炉起動から次回定期検査を開始

するために原子炉を停止するまでの期

間）、のうちいずれか短い期間の範囲

内で、実用炉規則第４８条に定める定

期検査を受けるべき時期の区分を上限

として、発電用原子炉の運転期間（定

期検査が終了した日から次回定期検

査を開始するために原子炉を停止する

までの期間）が記載されていること。な

お、原子炉の運転期間の設定に当たっ

ては、原子炉を起動してから定期検査

が終了するまでの期間も考慮されてい

ること。実用炉規則第８２条第４項の見

直しの結果の内容は、「実用発電用原

子炉施設における高経年化対策実施

ガイド」（原管Ｐ発第１３０６１９８号（平成

心の燃焼度が，第２項の評価に用いた取替炉心の 
燃焼度を超えていない場合は除く。 

 

[手続きに関する事項であり，保安規定には，記載なし] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[手続きに関する事項であり，保安規定には，記載なし] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 手続きに関する事項であるため， 
保安規定及び 2 次文書他には記 
載しない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 手続きに関する事項であるため， 
保安規定には記載しない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２５年６月１９日原子力規制委員会決

定））を参考として記載していること。特

に、同結果において、発電用原子炉の

運転期間の変更に伴う長期保守管理

方針の変更の有無及びその理由が明

らかとなっていること。 

 

 

○ 発電用原子炉の運転期間を延長する

場合には、実用炉規則第４８条に定め

る定期検査を受けるべき時期の区分を

上限として、段階的な延長となっている

こと。 

 

 

○ 運転期間が１３月を超える延長の場合

には、当該延長に伴う原子炉等規制法

第４３条の３の５に基づく原子炉設置許

可及び同法第４３条の３の８に基づく原

子炉設置変更許可申請書に記載され

た基本設計ないし基本的設計方針に

則した影響評価の結果が説明書に記

載されていること。 

 

 

○ 説明書に記載された燃料交換の間隔

から定まる期間については、期間を変

更した後においても発電用原子炉の安

全性について原子炉等規制法第４３条

の３の５に基づく原子炉設置許可及び

同法第４３条の３の８に基づく原子炉設

置変更許可申請書に記載された基本

設計ないし基本的設計方針を満たして

いること。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

[運転期間の延長は実施していないことから，該当なし] 
 
 
 
 
 
 

[運転期間の延長は実施していないことから，該当なし] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

[運転期間の延長は実施していないことから，該当なし] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 92 条（保安規定） 

 
 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。  

 十一 発電用原子炉施設の運転の安全審査

に関すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 11 号 

発電用原子炉施設の運転の安全審査 

 

○ 発電用原子炉施設の保安に関する重

要事項及び発電用原子炉施設の保安

運営に関する重要事項を審議する委

員会の設置、構成及び審議事項につ

いて定められていること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（原子力発電保安委員会） 
第６条 本社に原子力発電保安委員会（以下「保安委 

員会」という。）を設置する。 
 

【２項，３項 省略】 
 

４．保安委員会は，委員長，原子力安全・統括部長， 
原子力運営管理部長，原子力設備管理部長，原子 
炉主任技術者に加え，ＧＭ以上の職位の者から委 
員長が指名した者で構成する。 

 

【以下，省略】 
 

（原子力発電保安運営委員会） 
第７条 発電所に原子力発電保安運営委員会（以下 

「運営委員会」という。）を設置する。 
２．運営委員会は，発電所における原子炉施設の保安 

運営に関する次の事項を審議し，確認する。ただ 
し，あらかじめ運営委員会にて定めた軽微な事項 
は，審議事項に該当しない。 

  （１）保安管理体制に関する事項 

  （２）原子炉施設の定期的な評価に関する事項 

  （３）運転管理に関する事項※１ 

  （４）燃料管理に関する事項 

  （５）放射性廃棄物管理に関する事項 

  （６）放射線管理に関する事項 

  （７）保守管理に関する事項 

  （８）原子炉施設の改造に関する事項 

  （９）緊急時における運転操作に関する事項 

  （１０）事故・故障の水平展開の実施状況に関する 
事項 

３．所長を委員長とする。 

 
 
 

・ 記載の適正化以外に審査基準の 
変更なし。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 設置変更許可申請書で前提とし 
た運転管理事項の反映 

・ 第 4 章 運転管理に新規追加され 
た第 17 条関連に関する事項の追 
記 

 
 
 
 
 

 
 
 

・NM-24 保安管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-24 保安管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 原子力発電安全委員会につい

て既に記載していることから変

更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 「運転管理に関する事項」の項

目に「誤操作防止に関する事

項」，「火災，内部溢水発生

時，その他自然災害発生時及

び有毒ガス発生時の体制の整

備に関する事項」及び「重大事

故等及び大規模損壊発生時

の体制の整備に関する事項」

を記載する。（新規記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．運営委員会は，委員長，原子力安全センター所 
長，安全総括部長，原子炉主任技術者に加え，ＧＭ 
以上の職位の者から委員長が指名した者で構成す 
る。 

 

※１：以下の事項を含む。 
・誤操作の防止に関する事項（７号炉） 
・火災，内部溢水（７号炉），火山影響等（７号炉） 
，その他自然災害及び有毒ガス発生時（７号炉） 
の体制の整備に関する事項 

・重大事故等及び大規模損壊時の体制の整備 
に関する事項（７号炉） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 92 条（保安規定） 

 
 
 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。   

 十二 管理区域、保全区域及び周辺監視区

域の設定並びにこれらの区域に係る立入

制限等に関すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 12 号 

管理区域、保全区域及び周辺監視区域

の設定等 

 

○ 管理区域を明示し、管理区域におけ

る他の場所と区別するための措置を定

め、管理区域の設定及び解除におい

て実施すべき事項が定められているこ

と。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 管理区域内の区域区分について、汚

染のおそれのない管理区域及びそれ

以外の管理区域について表面汚染密

度及び空気中の放射性物質濃度の基

準値が定められていること。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

（管理区域の設定及び解除） 
第９２条 管理区域は，添付４に示す区域とする。 
２．放射線管理ＧＭは，管理区域を壁，柵等の区画物 

によって区画する他，標識を設けることによって明ら 
かに他の場所と区別する。 

３．放射線管理ＧＭは，管理区域の解除を行う場合 
は，法令に定める管理区域に係る値を超えていない 
ことを確認する。 

４．放射線管理ＧＭは，添付４における管理区域境界 
付近又は管理区域設定・解除予定エリアにおいて， 
表９２に示す作業を行う場合で，３ヶ月以内に限り管 
理区域を設定又は解除することができる。設定又は 
解除にあたって，放射線管理ＧＭは目的，期間及び 
場所を明らかにするとともに，あらかじめ法令に定め 
る管理区域に係る条件を満足できることを確認す 
る。なお，当該エリアを元に戻す場合についても，放 
射線管理ＧＭはあらかじめ法令に定める管理区域 
に係る条件を満足できることを確認する。 

 

【以下，省略】 
 

（管理区域内における区域区分） 
第９３条 放射線管理ＧＭは，管理区域を次のとおり区 

分することができる。 
（１）表面汚染密度及び空気中の放射性物質濃度が法 

令に定める管理区域に係る値を超えるおそれのな 
い区域（以下「汚染のおそれのない管理区域」とい 
う。） 

（２）表面汚染密度又は空気中の放射性物質濃度が法 
令に定める管理区域に係る値を超える区域又は超 
えるおそれのある区域 

 
 
 
 

・ 審査基準に変更なし。 
・ 添付番号の変更 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・ 管理区域の設定及び解除につ

いて既に記載していることから

変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 管理区域内の区域区分につい

て既に記載していることから変

更なし。 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

○ 管理区域内において特別措置が必要

な区域について採るべき措置を定め、

特別措置を実施する外部放射線に係

る線量当量率、空気中の放射性物質

濃度及び床、壁、その他人の触れるお

それのある物の表面汚染密度の基準

が定められていること。 

 

○ 管理区域への出入管理に係る措置事

項が定められていること。 

 

○ 管理区域から退出する場合等の表面

汚染密度の基準が定められているこ

と。 

 

 

 

○ 管理区域へ出入りする所員に遵守さ

せるべき事項及びそれを遵守させる措

置が定められていること。 

 

 

○ 管理区域から物品又は核燃料物質等

を搬出及び運搬する際に講ずべき事

項が定められていること。 

 

 

 

 

 

２．汚染のおそれのない管理区域は，添付４に示す区 
域とする。 

 

【以下，省略】 
 

（管理区域内における特別措置） 
第９４条 
 

【変更なし】 
 
 
 
 

（管理区域への出入管理） 
第９５条 
 

【変更なし】 
 
 
 
 
 

（管理区域出入者の遵守事項） 
第９６条 
 

【句読点のみの変更】 
 

（管理区域外等への搬出及び運搬） 
第１０３条 
 

【句読点のみの変更】 
 

（発電所外への運搬） 
第１０４条  

【変更なし】 

・ 添付番号の変更 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更がないことから， 
審査基準を受けた保安規定への 
反映事項なし。 

 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更がないことから， 
審査基準を受けた保安規定への 
反映事項なし。 

 
 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更がないことから， 
審査基準を受けた保安規定への 
反映事項なし。 

 
 

・ 審査基準に変更がないことから， 
審査基準を受けた保安規定への 
反映事項なし。 

 
 

・ 審査基準に変更がないことから， 
審査基準を受けた保安規定への 
反映事項なし。 

 
 
 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 

 
 
 
 
 

・ 管理区域内における特別措置

について既に記載していること

から変更なし。 
 
 
 
 
 

・ 管理区域への出入管理につい

て既に記載していることから変

更なし。 
・ 管理区域から退出する場合等

の表面汚染密度について既に

記載していることから変更な

し。 
 
 

・ 管理区域へ出入りする所員に

遵守させるべき事項等につい

て既に記載していることから変

更なし。 
 

・ 管理区域から退出する場合等

の表面汚染密度について既に

記載していることから変更な

し。 
 

・ 管理区域外等への搬出及び

運搬については記載している

ことから変更なし。 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○ 保全区域を明示し、保全区域につい

ての管理措置が定められていること。 

 

 

 

 

 

○ 周辺監視区域を明示し、業務上立ち

入る者を除く者が周辺監視区域に立ち

入らないように制限するために講ずべ

き措置が定められていること。 

 

○ 請負会社に対して遵守させる放射線

防護上の必要事項及びそれを遵守さ

せる措置が定められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（保全区域） 
第９７条 保全区域は，添付５に示す区域とする。 
 

【以下，省略】 
 

【添付５ 省略】 
 

（周辺監視区域） 
第９８条 

 

【変更なし】 
 

（協力企業の放射線防護） 
第１０５条  
 

【変更なし】 
 
 

（頻度の定義） 
第１０６条 本章でいう測定頻度に関する考え方は，表

１０６のとおりとする。 
 

【以下，省略】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・ 審査基準に変更なし。 
・ 添付資料番号の繰上げを行う。 
 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更がないことから， 
審査基準を受けた保安規定への 
反映事項なし。 

 
 

・ 審査基準に変更がないことから， 
審査基準を受けた保安規定への 
反映事項なし。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 
 
 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・ 保全区域について既に記載し

ていることから変更なし。 
 
 
 
 
 

・ 周辺監視区域の立ち入りにつ

いて既に記載していることから

変更なし。 
 
 

・ 協力企業の放射線防護につい

て既に記載していることから変

更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 92 条（保安規定） 

 
 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。  

 十三 排気監視設備及び排水監視設備に関

すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 13 号 

排気監視設備及び排水監視設備 

 

○ 放射性液体廃棄物の放出箇所、放射

性液体廃棄物の管理目標値及び基準

値を満たすための放出管理方法並び

に放射性液体廃棄物の放出物質濃度

の測定項目及び頻度が定められている

こと。 

 

○ 放射性気体廃棄物の放出箇所、放射

性気体廃棄物の放出管理目標値を満

たすための放出量管理方法、並びに

放射性気体廃棄物の放出物質濃度の

測定項目及び頻度が定められているこ

と。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（放射性液体廃棄物の管理） 
第８８条 
 

【変更なし】 
 
 
 

（放射性気体廃棄物の管理） 
第８９条 
 

【句読点のみの変更】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 審査基準に変更がないことから， 
審査基準を受けた保安規定への 
反映事項なし。 

 
 
 
 

・ 審査基準に変更がないことから， 
審査基準を受けた保安規定への 
反映事項なし。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・NM-54 放射性廃棄物管理

基本マニュアル（既存） 
 
 
 
 
 

・NM-54 放射性廃棄物管理

基本マニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 放射性液体廃棄物の管理につ

いて既に記載していることから

変更なし。 
 
 
 
 

・ 放射性気体廃棄物の管理につ

いて既に記載していることから

変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 92 条（保安規定） 

 
 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。   

 十四  線量、線量当量、放射性物質の濃度

及び放射性物質によって汚染された物の

表面の放射性物質の密度の監視並びに汚

染の除去に関すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 14 号 

線量、線量当量、汚染の除去等 

 

○ 放射線業務従事者が受ける線量につ

いて、線量限度を超えないための措置

が定められていること。 

 

 

○ 実用炉規則第７８条に基づく、床・壁

等の除染を実施すべき表面汚染密度

の明確な基準が定められていること。 

 

 

○ 管理区域及び周辺監視区域境界付

近における線量当量率等の測定に関

する事項が定められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（線量の評価） 
第９９条 
 

【変更なし】 
 

（床，壁等の除染） 
第１００条 

【変更なし】 
 
 

（外部放射線に係る線量当量率等の測定） 
第１０１条 放射線管理ＧＭは，表１０１－１及び表１０１ 

－２（第９３条第１項（２）の区域内に設定した汚染の 
おそれのない管理区域内に限る。）に定める管理区 
域内における測定項目について，同表に定める頻 
度で測定する。ただし，人の立ち入れない措置を講 
じた管理区域については，この限りでない。 

【中略】 
表１０１－１ 
 

場所 測定項目 測定頻度 

１．管理 

  区域 

  内※１ 

外部放射線に係る線量当量 

率※２ 

毎日運転中に

１回 

外部放射線に係る線量当量 １週間に 1回 

空気中の放射性物質濃度※３ １週間に 1回 

表面汚染密度※３ １週間に 1回 

２．周辺監 

視区域 

境界付 

近 

空気吸収線量 ３ヶ月に１回 

空気吸収線量率※４ 常時 

空気中の粒子状放射性物質濃度 ３ヶ月に１回 

※１：人の立入頻度等を考慮して，被ばく管理上重要

な項目について測定 
 ※２：エリアモニタにおいて測定する項目 

 
 
 

・ 審査基準に変更がないことから， 
審査基準を受けた保安規定への 
反映事項なし。 

 
 

・ 審査基準に変更は法令の条文番 
号のみであり，審査基準を受けた 
保安規定への反映事項なし。 

 
 

・ 審査基準に変更がないことから， 
審査基準を受けた保安規定への 
反映事項なし。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 放射線業務従事者が受ける線

量の評価について既に記載し

ていることから変更なし。 
 
 

・ 床・壁等の除染について既に

記載していることから変更な

し。 
 
 

・ 管理区域及び周辺監視区域

境界付近における線量当量率

等の測定について既に記載し

ていることから変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

○ 管理区域内で汚染のおそれのない区

域に物品又は核燃料物質等を移動す

る際に講ずべき事項が定められている

こと。 

 

 

○ 核燃料物質等（新燃料、使用済燃料

及び放射性固体廃棄物を除く。）の事

業所外への運搬に関する事業所内の

行為が定められていること。 

 

 

 

 

○ 原子炉等規制法第６１条の２第２項に

より認可を受けた場合においては、同

項により認可を受けた放射能濃度の測

定及び評価の方法に基づき、同法第６

１条の２第１項の確認を受けようとする

物に含まれる放射性物質の放射能濃

度の測定及び評価を行うことが定めら

れていること。 

 

 

○ 原子炉等規制法第６１条の２第１項の

確認を受けようとする物の取扱いに関

することについては、「放射能濃度の測

定及び評価の方法の認可について（内

規）」（平成１７･１１･３０原院第６号（平成

 ※３：汚染のおそれのない管理区域は，測定を省略

することができる。 
 ※４：モニタリングポストにおいて測定する項目 
 

【以下，省略】 
 

（管理区域外等への搬出及び運搬） 
第１０３条  

【句読点のみの変更】 
 
 
 

（管理区域外等への搬出及び運搬） 
第１０３条  

【句読点のみの変更】 
 

（発電所外への運搬） 
第１０４条  

【変更なし】 
 

[クリアランス規定は，採用していないため，保安規定に

記載なし] 
 
 
 
 
 
 
 
 

[クリアランス規定は，採用していないため，保安規定に

記載なし] 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更がないことから， 
審査基準を受けた保安規定への 
反映事項なし。 

 
 
 

・ 審査基準に変更は「発電所」→ 
「事業所」の変更のみであり，審査 
基準を受けた保安規定への反映 
事項なし。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 
 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

・ 管理区域内で汚染のおそれの

ない区域に物品又は核燃料物

質等を移動する事項について

既に記載していることから変更

なし。 
 

・ 核燃料物質等の事業所外への

運搬について既に記載してい

ることから変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１８年１月３０日原子力安全・保安院制

定）及び平成２３・０６・２０原院第４号

（平成２３年７月１日同院改正））を参考

として記載していること。 

なお、原子炉等規制法第６１条の２

第２項による放射能濃度の測定及び評

価方法の認可において記載された内

容を満足するように定められているこ

と。 

 

○ 放射性廃棄物でない廃棄物の取扱い

に関することについては、「原子力施設

における「放射性廃棄物でない廃棄

物」の取扱いについて（指示）」（平成２

０･０４･２１原院第１号（平成２０年５月２７

日原子力安全・保安院制定（ＮＩＳＡ－

１１１ａ－０８－１）））を参考として記載し

ていること。 

 

○ 汚染拡大防止のための放射線防護

上、必要な措置が定められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（放射性廃棄物でない廃棄物の管理） 
第８７条の２ 

【変更なし】 
 

（頻度の定義） 
第９１条 

【変更なし】 
 
 

（床，壁等の除染） 
第１００条 

【変更なし】 
 
 
 

添付３ 重大事故等及び大規模損壊対応に係る実 
施基準（第１７条の７及び第１７条の８関連） 

表１６ 原子炉制御室の居住性等に関する手順等 
放射線管理 

チェンジングエリア内では運転員等がモニタリング 
を行い，汚染が確認された場合は，チェンジングエリ 
ア内に設ける除染エリアにおいて除染を行う。除染 
による汚染水は，ウエスに染み込ませることで固体 
廃棄物として廃棄する。 

表１８ 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準の変更は「文書番号の 
適正化」であり，審査基準を受け 
た保安規定の変更なし。 

 
 
 
 
 
 

・ 汚染拡大防止のための放射線防

護上，必要な措置を記載 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-54 放射性廃棄物管理

基本マニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 放射性廃棄物でない廃棄物の

管理について既に記載してい

ることから変更なし。 
 
 
 
 
 
 

・ 汚染拡大防止について既に記

載していることから変更なし。 
・ 中央制御室，緊急時対策所の

汚染拡大防止に必要な措置つ

いて追加（新規記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放射線管理 
除染は拭き取りを基本とするが，拭き取りにて除染 

できない場合は，簡易シャワーにて水洗による除染 
を行う。簡易シャワーで発生した汚染水は，必要に 
応じてウエスへ染み込ませる等により固体廃棄物と 
して廃棄する。 

運転中の５号炉原子炉建屋内緊急時対策所可搬 
型陽圧化空調機が故障する等，切替えが必要とな 
った場合は，待機側への切替えを行う。 

使用済の可搬型陽圧化空調機のフィルタ部分は 
非常に高線量になるため，フィルタ交換や使用済空 
調機を移動することによる被ばくを避けるため，放射 
線量が減衰して下がるまで，適切な遮蔽が設置され 
ているその場所で一時保管する。 

 

【第９２条、第９３条、第９６条、第１０３条に管理区域に

関して記載するが、ここでは省略】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 92 条（保安規定） 

 
 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。  

 十五  放射線測定器の管理に関すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 15 号 

放射線測定器の管理 

 

○ 放出管理用計測器について、計測器

の種類、所管箇所及び数量が定められ

ていること。 

 

 

○ 放射線計測器について、計測器の種

類、所管箇所及び数量が定められてい

ること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（放出管理用計測器の管理） 
第９０条 
 

【変更なし】 
 

（放射線計測器類の管理） 
第１０２条 

【変更なし】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 審査基準に変更がないことから， 
審査基準を受けた保安規定への 
反映事項なし。 

 
 

・ 審査基準に変更がないことから， 
審査基準を受けた保安規定への 
反映事項なし。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 
 
 

・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 放出管理用計測器について既

に記載していることから変更な

し。 
 
 

・ 第 66 条重大事故等対処設備

で管理する機器について記載

する。（新規記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 92 条（保安規定） 

 
 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。 

 十六  発電用原子炉施設の巡視及び点検

並びにこれらに伴う処置に関すること。 

   

 第 80 条（発電用原子炉施設の巡視及び点

検）  

 法第四十三条の三の二十二第一項の規定に

より、発電用原子炉設置者（法第四十三条の

三の三十四第二項の認可を受けた者を除

く。）は、毎日一回以上、発電用原子炉施設

の保全に従事する者に発電用原子炉施設に

ついて巡視させ、次の各号に掲げる施設及

び設備について点検を行わせなければなら

ない。   
  一 原子炉冷却系統施設 
  二 制御材駆動設備   
  三 電源、給排水及び排気施設 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 16 号 

発電用原子炉施設の巡視及び点検 

 

○ 日常の保安活動の評価を踏まえ、発

電用原子炉施設の点検対象施設並び

に設備の巡視及び点検並びにこれら

に伴う処置に関すること（巡視及び点検

の頻度を含む。）について、適切な内

容が定められていること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（巡視点検） 
第１３条 当直長は，毎日１回以上，原子炉施設（原子 

炉格納容器（以下「格納容器」という。）内部及び第９ 
４条第１項で定める区域及び系統より切離されてい 
る施設※１を除く。）を巡視し，次の施設及び設備につ 
いて点検を行う。 

（１）原子炉冷却系統施設 
（２）制御材駆動設備 
（３）電源，給排水及び排気施設 
２．当直長は，「NM-51-6 状態管理マニュアル」に基 

づき，格納容器内部の関連パラメータの監視及び第 
９４条第１項で定める区域の巡視を行う。 

３．当直長及びモバイル設備管理ＧＭは，「NM-51-6  

状態管理マニュアル」に基づき，系統より切離され 
ている施設について一定期間※２ごとに巡視し，点検 
を行う。 

 

※１：系統より切離されている施設とは，７号炉の可 
  搬設備，５号炉原子炉建屋内緊急時対策所設備 

及び通信連絡を行うために必要な設備等をいう。 
※２：一定期間とは，１ヶ月を超えない期間をいい， 
  その確認の間隔は７日間を上限として延長するこ 

とができる。ただし，確認回数の低減を目的とし 
て，恒常的に延長してはならない。なお，定める頻 
度以上で実施することを妨げるものではない。ま 
た，点検可能な時期が定期検査時となる施設に 
ついては，定期検査毎とする。 

 
 
 
 
 

 
 
 

・ 記載の適正化以外に審査基準の 
変更なし。 

・ 新たに追加される原子炉施設に 
対する巡視点検を実施する確認 
者について反映。 

・ ＴＳ－５５ 参照 
 
 
 
 
 
 

・ 主語の明確化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 原子炉施設の巡視点検につい

て既に記載していることから変

更なし。 
・ 重大事故等対処設備の巡視

点検及び可搬型設備の巡視

点検について追加する。（新規

記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 92 条（保安規定） 

 
 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。   

 十七  核燃料物質の受払い、運搬、貯蔵そ

の他の取扱いに関すること。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 17 号 

核燃料物質の受払い、運搬、貯蔵等 

 

○ 事業所構内における新燃料の運搬及

び貯蔵並びに使用済燃料の運搬及び

貯蔵に際して保安のために講ずべき措

置として、運搬する場合に臨界に達し

ない措置を講ずること及び貯蔵施設等

が定められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（新燃料の運搬） 
第７９条 燃料ＧＭは，新燃料輸送容器から新燃料を 

取り出す場合及び新燃料を新燃料輸送容器に収納 
する場合は，原子炉建屋クレーンを使用する。 

２．燃料ＧＭは，管理区域内において，新燃料を運搬 
する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）車両への積付けは，運搬中に移動，転倒又は転 
落を防止する措置を講じること。 

（２）法令に定める危険物と混載しないこと。 
（３）新燃料が臨界に達しない措置を講じること。※１ 
３．燃料ＧＭは，管理区域外において，新燃料を運搬 

する場合は，第２項（１）から（３）に加え，次の事項を 
遵守する。 

（１）法令に適合する容器に封入すること。※１ 
（２）容器及び車両の適当な箇所に法令に定める標識 

を付けること。 
４．放射線管理ＧＭは，第３項の運搬において，容器 

等の線量当量率が法令に定める値を超えていない 
こと及び容器の表面の放射性物質の密度（以下「表 
面汚染密度」という。）が法令に定める表面密度限度 
の１０分の１を超えていないことを確認する※１。ただ 
し，第９３条第１項（１）に定める区域から運搬する場 
合は，表面汚染密度について確認を省略できる。 

５．放射線管理ＧＭは，燃料ＧＭが管理区域内で第９３ 
条第１項（１）に定める区域に新燃料を移動する場合 
は，新燃料を収納した新燃料輸送容器の表面汚染 
密度が法令に定める表面密度限度の１０分の１を超 
えていないことを確認する。 

６．燃料ＧＭは，新燃料を発電所外に運搬する場合

は，所長の承認を得る。 
７．実用炉規則第８８条第４項を適用している間は，本 

条は適用とならない。 

 
 
 

・ 記載の適正化以外に審査基準の 
変更なし。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・法令改正に伴う条文番号の変更 
 

 
 
 

・NM-52 燃料管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・新燃料の運搬について既に記

載していることから変更なし。 
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※１：発電所構外より発電所構内に搬入される場合 
は，発送前確認をもって代えることができる。 

 

（新燃料の貯蔵） 
第８０条 燃料ＧＭは，新燃料を貯蔵する場合は，次の 

事項を遵守する。 
（１）新燃料貯蔵庫又は使用済燃料プール（以下「貯蔵 

施設」という。）に貯蔵すること。ただし，ＭＯＸ燃料 
は，使用済燃料プールに貯蔵すること。 

（２）貯蔵施設の目につきやすい場所に貯蔵上の注意 
事項を掲示すること。 

（３）原子炉建屋クレーン又は燃料取替機を使用するこ 
と。 

（４）貯蔵施設において新燃料が臨界に達しない措置 
を講じること。 

（５）使用済燃料プールに貯蔵する場合は，原子炉に 
全ての燃料が装荷されている状態で，使用済燃料 
プールに１炉心以上の使用済燃料貯蔵ラックの空き 
容量を確保すること（７号炉）。 

 

（使用済燃料の貯蔵） 
第８５条 燃料ＧＭは，発電所内において，使用済燃 

料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 
（１）各号炉の使用済燃料を表８５に定める使用済燃料 

プールに貯蔵すること。 
（２）使用済燃料プールの目につきやすい場所に貯蔵 

上の注意事項を掲示すること。 
（３）燃料取替機を使用すること。 
（４）使用済燃料プールにおいて燃料が臨界に達しな 

い措置を講じること。 
（５）燃料取替機使用時の吊荷の荷重を監視すること 

（７号炉）。 

（６）原子炉に全ての燃料が装荷されている状態で，使 
用済燃料プールに１炉心以上の使用済燃料貯蔵ラ 

 
 
 
 

・ 設置変更許可申請書記載事項に 
基づき反映 

・ ＴＳ－３８ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 工認記載事項に基づき反映 
・ ＴＳ－３８ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・NM-52 燃料管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-52 燃料管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・ 新燃料の貯蔵について既に記

載していることから変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 使用済燃料プールに 1 炉心以

上の空き容量が確保されてい

ることを確認する旨を記載す

る。（新規記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 使用済燃料プールに 1 炉心以

上の空き容量が確保されてい

ることを確認する旨を記載す



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 

 

 
- 96 - 

 

関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ックの空き容量を確保すること（７号炉）。 
２．燃料ＧＭは，使用済燃料中間貯蔵施設で使用する 

貯蔵容器に使用済燃料を収納する場合は，次の事 
項を遵守する。 

（１）実用炉規則第８９条第２項第２号に基づき，使用 
済燃料を選定すること。 

（２）使用済燃料について，貯蔵の終了まで密封し，健 
全性を維持するよう容器に封入すること。 

３．各ＧＭは，使用済燃料プール周辺に設置する設 

備について，使用済燃料プールに影響を及ぼす落 

下物となる可能性が考えられる場合は，落下を防 

止する措置を講じること（７号炉）。 

 

【表 85 省略】 
 

（使用済燃料の運搬） 
第８６条 燃料ＧＭは，使用済燃料輸送容器から使用 

済燃料を取り出す場合は，使用済燃料プールにお 
いて，燃料取替機を使用する。 

２．燃料ＧＭは，発電所内において，使用済燃料を運 
搬する場合は，次の事項を遵守し，使用済燃料プー 
ルにおいて，使用済燃料輸送容器に収納する。 

（１）法令に適合する容器を使用すること。 
（２）燃料取替機を使用すること。 
（３）使用済燃料が臨界に達しない措置を講じること。 
（４）収納する使用済燃料のタイプ及び冷却期間が，容 

器の収納条件に適合していること。 
（５）燃料取替機使用時の吊荷の荷重を監視すること 

（７号炉）。 

（６）原子炉建屋クレーンにより使用済燃料輸送容器を 
使用済燃料プール上で取り扱う場合は，キャスク 

ピットゲートを閉止すること及び使用済燃料輸送 
容器の移動範囲や移動速度を制限すること（７号 
炉）。 

【3 項から 6 項 省略】 

 

・法令改正に伴う条文番号の変更 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 工認記載事項に基づき反映 
・ ＴＳ－３８ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-52 燃料管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

る。（新規記載） 
 
 
 
 
 
 
 

・ 使用済燃料の貯蔵に際し，落

下を防止する措置を講じること

等について記載する。（新規記

載） 
 
 
 

・ 使用済燃料の運搬についてす

でに記載していることから変更

なし。 
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○ 燃料検査の際に保安のために講ずべ

き措置として、装荷予定の照射された

燃料のうちから選定した燃料の健全性

に異常のないことを確認すること及び

燃料使用の可否を判断すること等が定

められていること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 燃料取替に際して保安のために講ず

べき措置として、燃料装荷実施計画

（取替炉心の安全性評価を含む。）を

定めること及び燃料移動手順に従うこと

等が定められていること。 

なお、発電用原子炉の運転期間の

設定に関する説明書において取替炉

心ごとに管理するとした項目が、取替

炉心の安全性評価項目等として定めら

れていること。 

 

 

 

（燃料の検査） 
第８１条 燃料ＧＭは，定期検査時に，装荷予定の照 

射された燃料のうちから燃料集合体外観検査を行う 
燃料を選定し，健全性に異常のないことを確認す 
る。 

２．燃料ＧＭは，定期検査を行うために原子炉を停止 
する場合の原子炉冷却材中のよう素１３１の増加量 
の測定結果から，シッピング検査を行い，燃料の使 
用の可否を判断する。なお，漏えい又は漏えいの疑 
い有りと判断した燃料については，あわせて燃料集 
合体外観検査を行う。 

３．燃料ＧＭは，第１項又は第２項の検査の結果，使用 
しないと判断した燃料のうち使用済燃料貯蔵ラック 
に収納することが適切ではないと判断した燃料につ 
いては，破損燃料容器に収納する等の措置を講じ 
る。 

４．燃料ＧＭは，第１項又は第２項の検査を実施するた 
めに燃料を移動する場合は，次の事項を遵守する。 

（１）燃料取替機を使用すること。 
（２）燃料取替機使用時の吊荷の荷重を監視すること 

（７号炉）。 
 

（燃料取替実施計画）  
第８２条 燃料ＧＭは，原子炉運転のための燃料配置 

を変更する場合は，燃料を装荷するまでに取替炉心 
の配置及び体制を燃料取替実施計画に定め，原子 
炉主任技術者の確認を得て所長の承認を得る。 

 

【２項，３項 省略】 
 
 
 
 
 

 

・ 記載の適正化以外に審査基準の 
変更なし。 

・ 工認記載事項に基づき反映 
・ ＴＳ－３８ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 記載の適正化以外に審査基準の 
変更なし。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・NM-52 燃料管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-52 燃料管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・ 燃料検査について既に記載し

ていることから変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 燃料の取替えについて既に記

載していることから変更なし。 
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（燃料移動手順） 
第８３条 燃料ＧＭは，原子炉内及び原子炉と使用済 

燃料プール間の燃料移動を実施する場合は，あら 
かじめ次の事項を満足する燃料移動手順を作成す 
る。 

（１）制御棒を引き抜くセルについては，燃料をすべて 
取り出しておく。 

（２）燃料を装荷するセルについては，制御棒を全挿入 
しておく。 

（３）原子炉運転のための燃料配置に変更する場合 
は，燃料取替実施計画に定める配置とする。 

（４）（１）又は（２）を満足しないセルがある場合は，当該 
セルに隣接するセルの燃料をすべて取り出す。 

 

（燃料移動） 
第８４条 当直長は，第８３条の燃料移動手順に従い， 

燃料取替機を使用して燃料移動を行う。 
２．当直長は，燃料移動時に全制御棒が全挿入の場 

合は表８４－１－ａについて確認する。 
３．当直長は，前項の確認ができない場合は，表８４－ 

２－ａの措置を講じる。 
４．当直長は，燃料移動時に制御棒引き抜きを伴う場 

合は，表８４－１－ｂについて確認する。 
５．当直長は，前項の確認ができない場合は，表８４－ 

２－ｂの措置を講じる。 
６．当直長は，第２項から第５項の実施にあたっては， 

第７２～７５条に準拠する。 
７．当直長は，燃料取替機使用時の吊荷の荷重を監 

視すること（７号炉）。 
 

【表８４－１－ａ，８４－１－ｂ，８４－２－ａ及び８４－２ 
－ｂ 省略】 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・工認記載事項に基づき反映 
・ ＴＳ－３８ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・NM-52 燃料管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-52 燃料管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・ 燃料移動手順について既に記

載していることから変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 燃料移動について既に記載し

ていることから変更なし。 
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第 92 条（保安規定） 

 
 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。   

 十八  放射性廃棄物の廃棄に関すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 18 号 

放射性廃棄物の廃棄 

 

○ 放射性固体廃棄物の貯蔵及び保管

に係る具体的な管理措置並びに運搬

に関し、放射線安全確保のための措置

が定められていること。 

 

  
○ 放射性液体廃棄物の放出箇所、放射

性液体廃棄物の管理目標値及び基準

値を満たすための放出管理方法並び

に放射性液体廃棄物の放出物質濃度

の測定項目及び頻度が定められている

こと。 

 

○ 放射性気体廃棄物の放出箇所、放射

性気体廃棄物の放出管理目標値を満

たすための放出量管理方法並びに放

射性気体廃棄物の放出物質濃度の測

定項目及び頻度が定められているこ

と。 

 

 

○ 原子炉等規制法第６１条の２第１項の

確認を受けようとする物の取扱いに関

することについては、「放射能濃度の測

定及び評価の方法の認可について（内

規）」（平成１７･１１･３０原院第６号（平成

１８年１月３０日原子力安全・保安院制

定）及び平成２３・０６・２０原院第４号

（平成２３年７月１日同院改正））を参考

として記載していること。  

なお、原子炉等規制法第６１条の２

第２項による放射能濃度の測定及び評

 
 
 

（放射性固体廃棄物の管理） 
第８７条 
 

【変更なし】 
 
 

（放射性液体廃棄物の管理） 
第８８条 

【変更なし】 
 
 
 
 

（放射性気体廃棄物の管理） 
第８９条 

【句読点のみの変更】 
 

 
 
 
 

[クリアランス規定は，採用していないため，保安規定に

記載なし] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 審査基準に変更がないことから， 
審査基準を受けた保安規定への 
反映事項なし。 

 
 
 

・ 審査基準に変更がないことから，

審査基準を受けた保安規定への

反映事項なし。 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更がないことから，

審査基準を受けた保安規定への

反映事項なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・NM-54 放射性廃棄物管理

基本マニュアル（既存） 
 
 
 
 

・NM-54 放射性廃棄物管理

基本マニュアル（既存） 
 
 
 
 
 

・NM-54 放射性廃棄物管理

基本マニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 放射性固体廃棄物の貯蔵及

び保管等について既に記載し

ていることから変更なし。 
 
 
 

・ 放射性液体廃棄物の貯蔵及

び保管等について既に記載し

ていることから変更なし。 
 
 
 
 

・ 放射性気体廃棄物の貯蔵及

び保管等について既に記載し

ていることから変更なし。 
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価方法の認可において記載された内

容を満足するように定められているこ

と。 

 

○ 放射性廃棄物でない廃棄物の取扱い

に関することについては、「原子力施設

における「放射性廃棄物でない廃棄

物」の取扱いについて（指示）」（平成２

０･０４･２１原院第１号（平成２０年５月２７

日原子力安全・保安院制定（ＮＩＳＡ－

１１１ａ－０８－１）））を参考として記載し

ていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

（放射性廃棄物でない廃棄物の管理） 
第８７条の２ 

【変更なし】 
 

（頻度の定義） 
第９１条 

【変更なし】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・ 審査基準の変更は，「文書名称適

正化」のみであり，審査基準を受

けた保安規定への反映事項なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・NM-54 放射性廃棄物管理

基本マニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・ 放射性廃棄物でない廃棄物の

管理について既に記載してい

ることから変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正）     

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 92 条（保安規定） 

 
 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。  

 十九  非常の場合に講ずべき処置に関する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 19 号 

非常の場合に講ずべき処置 

 

○ 緊急時に備え、平常時から緊急時に

実施すべき事項が定められていること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○ 緊急時における運転操作に関する社

内規程類を作成することが定められて

いること。 

 
 
 
 

 

○ 緊急事態発生時は定められた通報経

路に従い、関係機関に通報することが

定められていること。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（原子力防災組織） 
第１０８条 

【変更なし】 
 
 
 
 

（原子力防災組織の要員） 
第１０９条 

【変更なし】 
 
 
 
 
 

（原子力防災資機材等） 
第１１０条  

【変更なし】 
 
 
 
 
 

（通報経路） 
第１１１条 防災安全ＧＭは，警戒事態該当事象が発 

生した場合又は特定事象が発生した場合の社内及 
び国，県，市村等の社外関係機関との連絡経路又 
は通報経路を定めるにあたり，所長の承認を得る。 

 
 
 
 

 
 
 

・ 審査基準に変更なし。 
 
 
 
 
 
 

・ 本状は原災法に基づいて実施す 
る原子力防災要員及び資機材等 
の整備に関する項目であり，変更 
はない。なお，重大事故等に関す 
る要員及び資機材の整備に関す 
る事項は第 17 条の 6 及び第 17 
条の 7 に整理している。 

 

・ 審査基準に変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準に通報経路に関すること 
が追記されたが，既に保安規定に 
規定済み。 

・ 記載の適正化（原子力災害対策 
特別措置法関連法令の改正内容 
を踏まえ，記載を明確化） 

 
 
 

 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 平常時から緊急時に実施すべ

き事項について記載する。 
・ 防災組織上の炉主任の位置づ

けを明確化する。 
 
 
 

・ 原子力防災要員について記載

する。 
 
 
 
 
 
 

・ 緊急時における運転操作に関

する社内規定類を作成すること

について記載する。 
 
 
 
 
 

・ 緊急事態発生時の通報経路に

ついて記載する。 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 緊急事態の発生をもってその後の措

置は防災業務計画によることが定めら

れていること。 

 

 

○ 緊急事態が発生した場合は、緊急時

体制を発令し、応急措置及び緊急時に

おける活動を実施することが定められ

ていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（通報） 
第１１３条 当直長等は，警戒事態該当事象が発生し 

た場合又は特定事象が発生した場合は，第１１１条 
に定める経路にしたがって，所長に報告する。 

２．所長は，警戒事態該当事象の発生又は特定事象 
の発生について報告を受け，若しくは自ら発見した 
場合は，第１１１条に定める経路にしたがって，社内 
及び社外関係機関に連絡又は通報する。 

 

（原子力防災組織） 
第１０８条 

【変更なし】 
 
 

（原子力防災態勢の発令） 
第１１４条 所長は，警戒事態該当事象の発生又は特 

定事象の発生について報告を受け，若しくは自ら発 
見した場合は，原子力防災態勢を発令して，原子力 
防災組織の要員を召集し，発電所に緊急時対策本 
部を設置する。所長は，原子力防災態勢を発令した 
場合は，直ちに原子力運営管理部に報告する。 

 

（応急措置） 
第１１５条 本部長は，原子力防災組織を統括し，原子 

力防災態勢を発令した場合において次の応急措置 
を実施する。 

（１）警備及び避難誘導 
（２）放射能影響範囲の推定 
（３）医療活動 
（４）消火活動 
（５）汚染拡大の防止 
（６）線量評価 
（７）応急復旧 
（８）原子力災害の発生又は拡大の防止を図るための 

措置 

・ 記載の適正化（原子力災害対策 
特別措置法関連法令の改正内容 
を踏まえ，記載を明確化） 

・ ＴＳ－５９ 参照 
 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更なし。 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更なし。 
・ 記載の適正化（原子力災害対策 

特別措置法関連法令の改正内容 
を踏まえ，記載を明確化） 

 
 
 
 

・ 記載の適正化（原子力災害対策 
特別措置法関連法令の改正内容

を踏まえ，記載を明確化） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 緊急事態の発生をもってその

後の措置は防災業務計画によ

ることについて記載する。 
 
 

・ 原子力防災態勢の発令につい

て記載する。 
 
 
 
 
 
 

・ 応急措置について記載する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

○ 次の各号に掲げる要件に該当する放

射線業務従事者を緊急作業に従事さ

せるための要員として選定することが定

められていること。 

1．緊急作業時の放射線の生体に与え

る影響及び放射線防護措置につい

て教育を受けた上で、緊急作業に従

事する意思がある旨を発電用原子炉

設置者に書面で申し出た者であるこ

と。  

2．緊急作業についての訓練を受けた

者であること。  

3．実効線量について２５０ｍＳｖを線量

限度とする緊急作業に従事する従業

員及び協力企業の従業員は、原子

力災害対策特別措置法第８条第３項

に規定する原子力防災要員、同法

第９条第１項に規定する原子力防災

管理者又は同法同条第３項に規定

する副原子力防災管理者であるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（緊急時における活動） 
第１１６条  

【変更なし】 
 

（緊急作業従事者の選定） 
第１０９条の２ 防災安全ＧＭは，次の全ての要件に該 

当する所員及び協力企業従業員等の放射線業務 
従事者（女子については，妊娠不能と診断された者 
及び妊娠の意思のない旨を書面で申し出た者に限 
る。）から，緊急作業※１に従事させるための要員 
（以下「緊急作業従事者」という。）を選定し，所長の 
承認を得る。 

（１）表１０９の２の緊急作業についての教育を受けた上 
で，緊急作業に従事する意思がある旨を，社長に書 
面で申し出た者 

（２）表１０９の２の緊急作業についての訓練を受けた者 
（３）実効線量について２５０ミリシーベルトを線量限度と 

する緊急作業に従事する要員にあっては，原子力 
災害対策特別措置法第８条第３項に規定する原子 
力防災要員，同法第９条第１項に規定する原子力防 
災管理者又は同法同条第３項に規定する副原子力 
防災管理者であること。 

 
 
 

表１０９の２ 
分 類 項 目 時 間 

教育 

緊急作業の方法に関する知識

（放射線測定の方法，身体等の

汚染の状態の検査，保護具の性

能及び使用方法等） 

３時間以上 

緊急作業で使用する施設及び設

備の構造及び取扱いの方法に関

する知識 

２時間以上 

電離放射線の生体に与える影

響，健康管理の方法及び被ばく

線量の管理の方法に関する知識 

１時間以上 

 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・ 緊急時における活動について

記載する。 
 
 

・ 緊急作業従事者の選定につい

て記載する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 放射線業務従事者が緊急作業に従

事する期間中の線量管理（放射線防護

マスクの着用等による内部被ばくの管

理を含む。）及び緊急作業を行った放

射線業務従事者に対し、健康診断を受

診させる等の非常の場合に講ずべき処

置に関し、適切な内容が定められてい

ること。 

 

○ 事象が収束した場合は、緊急時体制

を解除することが定められていること。 

 

 

 

 

○ 防災訓練の実施頻度について定めら

れていること。 

 
 

関係法令 
０．５時間

以上 

訓練 

緊急作業の方法※２ ３時間以上 

緊急作業で使用する施設及び設

備の取扱い※３ 
３時間以上 

 

※１：緊急作業とは，法令に定める緊急時の線量限 
  度が必要となる作業をいう。 
※２：兼用できる訓練 

・第１７条の７第３項，第１７条の９第１項，第１１８条 
のうち，緊急作業の方法に関する訓練 

※３：兼用できる訓練 
・第１７条第１項，第１７条の７第３項，第１７条の８ 
第１項，第１７条の９第１項，第１１２条，第１１８条 
のうち，緊急作業で使用する施設及び設備の取 
扱いに関する訓練 

 

（緊急作業従事者の線量管理等） 
第１１６条の２ 

【変更なし】 
 
 
 
 
 
 

（原子力防災態勢の解除） 
第１１７条 本部長は，事象が収束し，原子力防災態勢 

を継続する必要がなくなった場合は，関係機関と協 
議した上で，原子力防災態勢を解除し，その旨を社 
内及び社外関係機関に連絡する。 

 

（緊急時演習） 
第１１２条 防災安全ＧＭは，原子力防災組織の要員 

に対して緊急事態に対処するための総合的な訓練 
を毎年度１回以上実施し，所長に報告する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更なし。 
・ 記載の適正化（原子力災害対策 

特別措置法関連法令の改正内容 
を踏まえ，記載を明確化） 

 
 

・ 審査基準の変更が行われたが，

既に保安規定に記載済みであり，

審査基準を受けた保安規定への

反映事項はない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 緊急作業従事者の線量管理

について記載する。 
 
 
 
 
 
 
 

・ 緊急時体制の解除について記

載する。 
 
 
 
 

・ 防災訓練の実施頻度について

記載する。 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 第 83 条（火災発生時における発電用原子炉

施設の保全のための活動を行う体制の整備） 

 

 

 法第四十三条の三の二十二第一項の規定に

より、発電用原子炉設置者は、発電用原子炉

施設を設置した工場又は事業所において火

災が発生した場合における発電用原子炉施

設（法第四十三条の三の三十二第二項の認

可を受けたものであって、廃止措置対象施設

内に核燃料物質が存在しないものを除く。以

下この条から第八十六条までにおいて同

じ。）の保全のための活動（消防吏員への通

報、消火又は延焼の防止その他消防隊が火

災の現場に到着するまでに行う活動を含む。

以下同じ。）を行う体制の整備に関し、次に掲

げる措置を講じなければならない。 

一 火災発生時における発電用原子炉施設の

保全のための活動を行うために必要な計画を

策定すること。 

二 火災の発生を消防吏員に確実に通報する

ために必要な設備を設置すること。 

三 火災発生時における発電用原子炉施設の

保全のための活動を行うために必要な要員を

配置すること。 

四 火災発生時における発電用原子炉施設の

保全のための活動を行う要員に対する訓練

に関する措置を講ずること。 

五 火災発生時における発電用原子炉施設の

保全のための活動を行うために必要な化学

消防自動車、泡消火薬剤その他の資機材を

備え付けること。 

六 発電用原子炉施設を設置した工場又は事

業所における可燃物を適切に管理すること。 

七 前各号に掲げるもののほか、火災発生時

実用炉規則第 92 条第 1 項第 20 号 

火災発生時における発電用原子炉施設

の保全のための活動を行う体制の整備  

 

○ 火災が発生した場合（以下「火災発生

時」という。）における発電用原子炉施

設の保全のための活動（消防吏員への

通報、消火又は延焼の防止その他消

防隊が火災の現場に到着するまでに

行う活動を含む。以下同じ。）を含む火

災防護対策を行う体制の整備に関し、

次の各号に掲げる措置を講じることが

定められていること。 

1．火災発生時における発電用原子炉施

設の保全のための活動を行うために必

要な計画を策定すること。 

2．火災の発生を消防官吏に確実に通報

するために必要な設備を設置すること。 

3．火災発生時における発電用原子炉施

設の保全のための活動を行うために必

要な要員を配置すること。 

4．火災発生時における発電用原子炉施

設の保全のための活動を行う要員に対

する訓練に関すること。 

5．火災発生時における発電用原子炉施

設の保全のための活動を行うために必

要な化学消防自動車、泡消火薬剤そ

の他の資機材を備え付けること。 

6．持込物（可燃物）の管理に関すること。 

7．その他、火災発生時における発電用

原子炉施設の保全のための活動を行う

ために必要な体制を整備すること。 

8．火災発生時におけるそれぞれの措置

について、定期的に評価するとともにそ

の結果を踏まえて必要な措置を講じる

 
 
 
 

（火災発生時の体制の整備） 
第１７条  
〔７号炉〕 

防災安全ＧＭは，火災が発生した場合（以下「火 
災発生時」という。）における原子炉施設の保全のた 
めの活動※１を行う体制の整備として，次の各号を含 
む計画を策定し，所長の承認を得る。また，計画は， 
添付２に示す「火災，内部溢水，火山影響等，その 
他自然災害及び有毒ガス対応に係る実施基準」に 
従い策定する。 

（１）発電所から消防機関へ通報するために必要な専 
用回線を使用した通報設備設置※２に関すること 

（２）火災発生時における原子炉施設の保全のための 
活動を行うために必要な要員の配置に関すること 

（３）火災発生時における原子炉施設の保全のための 
活動を行う要員に対する教育訓練に関すること 

（４）火災発生時における原子炉施設の保全のための 
活動を行うために必要な資機材の配備に関すること 

（５）発電所における可燃物の適切な管理に関すること 
 

２．各ＧＭは，前項の計画に基づき，火災発生時にお 
ける原子炉施設の保全のための活動を行うために 
必要な体制及び手順の整備を実施する。 

 

３．各ＧＭは，第２項の活動の実施結果をとりまとめ，第 
１項に定める事項について定期的に評価するととも 
に，評価の結果に基づき必要な措置を講じ，防災安 
全ＧＭに報告する。防災安全ＧＭは，第１項に定め 
る事項について定期的に評価を行うとともに，評価 
の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

 
 
 
 

・ 審査基準が変更されたことから， 
審査基準の記載を踏まえ保安規 
定に反映する。 

・ ＴＳ－２３ 参照 
・ ＴＳ－４１ 参照 
・ ＴＳ－４６ 参照 
・ 第 1 項及び第 3 項については，第 

14 条（マニュアルの作成），第 8 章 
（保守管理）及び第 10 章（保安教 
育）に関連する活動であり，これら 
の条文に基づき作成される 2 次文 
書他に具体的な活動内容が定め 
られる。 

・ 第 4 項については，第 9 条（原子 
炉主任技術者の職務等）及び第 
14 条（マニュアルの作成）であり， 
これらの条文に基づき作成される 
2 次文書他に具体的な活動内容 
が定められる。 

・ 設置変更許可申請書の記載を踏 
まえ保安規定に反映する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・ 火災発生時における原子炉施

設の保全のための活動につい

て記載する。（新規記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

における発電用原子炉施設の保全のための

活動を行うために必要な体制を整備するこ

と。 

八 前各号の措置について定期的に評価を行

うとともに、評価の結果に基づき必要な措置

を講じること。 

  

第 92 条（保安規定）  

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。   

 二十  火災発生時における発電用原子炉施

設の保全のための活動を行う体制の整備

に関すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

こと。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．当直長は，火災の影響により，原子炉施設の保安 
に重大な影響を及ぼす可能性があると判断した場 
合は，当該号炉を所管する運転管理部長に報告す 

る。当該号炉を所管する運転管理部長は，所長， 
原子炉主任技術者及び関係ＧＭに連絡するととも 
に，必要に応じて原子炉停止等の措置について協 
議する。 

 

※１：消防機関への通報，消火又は延焼の防止その 
他公設消防隊が火災の現場に到着するまでに行 
う活動を含む。また，火災の発生防止，火災の早 
期感知及び消火並びに火災による影響の軽減に 
係る措置を含む（以下，本条において同じ）。 

 

※２：一般回線の代替設備である専用回線，通報設 
備が点検又は故障により使用不能となった場合を 
除く。ただし，点検後又は修復後は遅滞なく復旧 
させる。 

 

【柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定  
添付２ 参照】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 84 条（内部溢水発生時における発電用原

子炉施設の保全のための活動を行う体制の

整備） 

 

 法第四十三条の三の二十二第一項の規定に

より、発電用原子炉設置者は、発電用原子炉

施設内における溢水（以下「内部溢水」とい

う。）が発生した場合における発電用原子炉

施設の保全のための体制の整備に関し、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

 一 内部溢水発生時における発電用原子炉

施設の保全のための活動を行うために必

要な計画を策定すること。 

 二 内部溢水発生時における発電用原子炉

施設の保全のための活動を行うために必

要な要員を配置すること。 

 三 内部溢水発生時における発電用原子炉

施設の保全のための活動を行う要員に対

する訓練に関する措置を講ずること。 

 四 内部溢水発生時における発電用原子炉

施設の保全のための活動を行うために必

要な照明器具、無線機器その他の資機材

を備え付けること。 

 五 前各号に掲げるもののほか、内部溢水発

生時における発電用原子炉施設の保全の

ための活動を行うために必要な体制を整

備すること。 

 六 前各号の措置について定期的に評価を

行うとともに、評価の結果に基づき必要な

措置を講ずること。 

 

第 92 条（保安規定） 

法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

実用炉規則第 92 条第 1 項第 21 号 

内部溢水発生時における発電原子炉施

設の保全のための活動を行う体制の整備 

 

○ 発電用原子炉施設内において溢水が

発生した場合（以下「内部溢水発生時」

という。）における発電用原子炉施設の

保全のための体制の整備に関し、次に

掲げる措置を講じることが定められてい

ること。  

1．内部溢水発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行うため

の必要な計画を策定すること。 

2．内部溢水発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行うため

に必要な要員を配置すること。 

3．内部溢水発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行う要員

に対する訓練に関すること。 

4．内部溢水発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行うため

に必要な照明器具、無線機器その他

の資機材を備え付けること。 

5．その他、内部溢水発生時における発

電用原子炉施設の保全のための活動

を行うために必要な体制を整備するこ

と。 

6．内部溢水発生時におけるそれぞれの

措置について、定期的に評価するとと

もに、その結果を踏まえて必要な措置

を講じること。 

 

 

 

 

 
 
 
 

（内部溢水発生時の体制の整備） 
第１７条の２  
〔７号炉〕 

技術計画ＧＭは，原子炉施設内において溢水が 
発生した場合（以下「内部溢水発生時」という。）にお 
ける原子炉施設の保全のための活動※１を行う体制 
の整備として，次の事項を含む計画を定め，所長の 
承認を得る。計画の策定にあたっては，添付２に示 
す「火災，内部溢水，火山影響等，その他自然災害 
及び有毒ガス対応に係る実施基準」に従って実施 
する。 

（１）内部溢水発生時における原子炉施設の保全のた 
めの活動を行うために必要な要員の配置に関するこ 
と 

（２）内部溢水発生時における原子炉施設の保全のた 
めの活動を行う要員に対する教育訓練に関すること 

２．各ＧＭは，前項の計画に基づき，内部溢水発生時 
における原子炉施設の保全のための活動を行うた 
めに必要な体制及び手順の整備を実施する。 

３．各ＧＭは，第２項の活動の実施結果をとりまとめ，第 
１項に定める事項について定期的に評価するととも 
に，評価の結果に基づき必要な措置を講じ，技術計 
画ＧＭに報告する。技術計画ＧＭは，第１項に定め 
る事項について定期的に評価を行うとともに，評価 
の結果に基づき必要な措置を講じる。 

４．当直長は，内部溢水の影響により，原子炉施設の 
保安に重大な影響を及ぼす可能性があると判断し 
た場合は，当該号炉を所管する運転管理部長に報 

告する。当該号炉を所管する運転管理部長は，所 
長，原子炉主任技術者及び関係ＧＭに連絡するとと 
もに，必要に応じて原子炉停止等の措置について 

 
 
 
 

・ 審査基準が変更されたことから， 
審査基準の記載を踏まえ保安規 
定に反映する。 

・ ＴＳ－２３ 参照 
・ ＴＳ－４１ 参照 
・ ＴＳ－４６ 参照 
・ 第 1 項及び第 3 項については，第 

14 条（マニュアルの作成），第 8 章 
（保守管理）及び第 10 章（保安教 
育）に関連する活動であり，これら 
の条文に基づき作成される 2 次文 
書他に具体的な活動内容が定め 
られる。 

・ 第 4 項については，第 9 条（原 
子炉主任技術者の職務等）及び 
第 14 条（マニュアルの作成）であ 
り，これらの条文に基づき作成され 
る 2 次文書他に具体的な活動内 
容が定められる。 

・ 設置(変更)許可申請書の記載を 
踏まえ保安規定に反映する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・ 内部溢水発生時における原子

炉施設の保全のための活動に

ついて記載する。（新規記載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。 

 二十一  内部溢水発生時における発電用原

子炉施設の保全のための活動を行う体制

の整備に関すること。 

 

 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

協議する。 
 

※１：内部溢水発生時に行う活動を含む。（以下，本 
条において同じ。） 

 

【柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定  
添付２ 参照】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 84 条の 2（火山影響等発生時における発電

用原子炉施設の保全のための活動を行う体

制の整備） 

 

法第四十三条の三の二十二第一項の規定に

より、発電用原子炉設置者は、発電用原子炉

施設を設置した工場又は事業所において、

火山現象による影響が発生し、又は発生する

おそれがある場合（以下「火山影響等発生

時」という。）における発電用原子炉施設の保

全のための活動を行う体制の整備に関し、次

に掲げる措置を講じなければならない。 

一 火山影響等発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行うために必

要な計画を策定すること。 

二 火山影響等発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行うために必

要な要員を配置すること。 

三 火山影響等発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行う要員に対

する訓練に関する措置を講ずること。 

四 火山影響等発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行うために必

要なフィルターその他の資機材を備え付ける

こと。 

五 火山影響等発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行うために必

要な次に掲げる事項を定め、これを要員に守

らせること。 

イ 火山影響等発生時における非常用交流

動力電源設備の機能を維持するための対

策に関すること。 

ロ イに掲げるもののほか、火山影響等発生 

時における代替電源設備その他の炉心を 

冷却するために必要な設備の機能を維持 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 21 号の 2 
火山影響等発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行う体制の

整備 
○ 火山現象による影響が発生し、又は 

発生するおそれがある場合（以下「火 
山影響等発生時」という。）における発 
電用原子炉施設の保全のための活動 
を行う体制の整備に関しては、次に掲 
げる措置を講じることが定められている 
こと。 

１．火山影響等発生時における発電用原 
子炉施設の保全のための活動を行うた 
めに必要な計画を策定すること。 

２．火山影響等発生時における発電用原 
子炉施設の保全のための活動を行うた 
めに必要な要員を配置すること。 

３．火山影響等発生時における発電用原 
子炉施設の保全のための活動を行う要 
員に対する訓練に関すること。 

４．火山影響等発生時における発電用原 
子炉施設の保全のための活動を行うた 
めに必要なフィルターその他の資機材 
を備え付けること。 

５．火山影響等発生時における発電用原 
子炉施設の保全のための活動を行うた 
めに必要な次に掲げる事項を定め、こ 
れを要員に守らせること。 
一 火山影響等発生時における非常 

用交流動力電源設備の機能を維持 
するための対策に関すること。 

二 一に掲げるもののほか、火山影響 
等発生時における代替電源設備そ 
の他の炉心を冷却するために必要な 
設備の機能を維持するための対策 

 
 
 
 

（火山影響等発生時の体制の整備） 
第１７条の３  
〔７号炉〕 

技術計画ＧＭは，火山現象による影響が発生す 
るおそれがある場合又は発生した場合（以下「火山 
影響等発生時」という。）における原子炉施設の保全 
のための活動※１を行う体制の整備として，次の各 
号を含む計画を策定し，所長の承認を得る。また， 
計画は，添付２に示す「火災，内部溢水，火山影響 
等，その他自然災害及び有毒ガス対応に係る実施 
基準」に従い策定する。 

（１）火山影響等発生時における原子炉施設の保全の 
ための活動を行うために必要な要員の配置に関す 
ること 

（２）火山影響等発生時における原子炉施設の保全の 
ための活動を行う要員に対する教育訓練に関するこ 
と 

（３）火山影響等発生時における原子炉施設の保全の 
ための活動を行うために必要なフィルタその他の資 
機材の配備に関すること 

 

２．各ＧＭは，前項の計画に基づき，次の各号を含む 
火山影響等発生時における原子炉施設の保全のた 
めの活動を行うために必要な体制及び手順の整備 
を実施する。 

（１）火山影響等発生時における非常用交流動力電源 
設備の機能を維持するための対策に関すること 

（２）（１）に掲げるものの他，火山影響等発生時におけ 
る代替電源設備その他の炉心を冷却するために必 
要な設備の機能を維持するための対策に関すること 

（３）（２）に掲げるものの他，火山影響等発生時に交流 

 
 
 
 

・ 審査基準が変更されたことから， 
審査基準の記載を踏まえ保安規 
定に反映する。 

・ ＴＳ－２３ 参照 
・ ＴＳ－４１ 参照 
・ ＴＳ－４６ 参照 
・ ＴＳ－７８ 参照 
・ 第 1 項及び第 4 項については，第 

14 条（マニュアルの作成），第 8 章 
（保守管理）及び第 10 章（保安教 
育）に関連する活動であり，これら 
の条文に基づき作成される 2 次文 
書他に具体的な活動内容が定め 
られる。 

・ 第 5 項については，，第 9 条（原 
子炉主任技術者の職務等）及び 
第 14 条（マニュアルの作成）であ 
り，これらの条文に基づき作成され 
る 2 次文書他に具体的な活動内 
容が定められる。 

・ 設置(変更)許可申請書の記載を 
踏まえ保安規定に反映する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

・ 火山影響等発生時における原

子炉施設の保全のための活動

について記載する。（新規記

載） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 

 

 
- 110 - 

 

関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

するための対策に関すること。 

ハ ロに掲げるもののほか、火山影響等発 

時に交流動力電源が喪失した場合におけ 

る炉心の著しい損傷を防止するための対 

策に関すること。 
六 前各号に掲げるもののほか、火山影響等

発生時における発電用原子炉施設の保全の

ための活動を行うために必要な体制を整備

すること。 
七 前各号の措置について定期的に評価を行

うとともに、評価の結果に基づき必要な措置

を講ずること。 
 

第 92 条（保安規定） 
法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。 
二十一の二 火山影響等発生時における発

電用原子炉施設の保全のための活動を行

う体制の整備に関すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に関すること。 
三 二に掲げるもののほか、火山影響 

等発生時に交流動力電源が喪失し 
た場合における炉心の著しい損傷を 
防止するための対策に関すること。 

６．その他、火山影響等発生時における 
発電用原子炉施設の保全のための活 
動を行うために必要な体制を整備する 
こと。 

７．火山影響等発生時におけるそれぞれ 
の措置について、定期的に評価すると 
ともに、その結果を踏まえて必要な措 
置を講じること。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

動力電源が喪失した場合における炉心の著しい損 
傷を防止するための対策に関すること 

 

３．各ＧＭは，第１項（１）の要員に第２項の手順を遵守 
させる。 

 

４．各ＧＭは，第２項の活動の実施結果を取りまとめ， 
第１項に定める事項について定期的に評価を行うと 
ともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じ，技 
術計画ＧＭに報告する。技術計画ＧＭは，第１項に 
定める事項について定期的に評価を行うとともに， 
評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

５．当直長は，火山現象の影響により，原子炉施設の 
保安に重大な影響を及ぼす可能性があると判断し 
た場合は，当該号炉を所管する運転管理部長に報 

告する。当該号炉を所管する運転管理部長は，所 
長，原子炉主任技術者及び関係ＧＭに連絡するとと 
もに，必要に応じて原子炉停止等の措置について 
協議する。 

 

６．原子力設備管理部長は，火山現象に係る新たな知 
見等の収集，反映等を実施する。 

 

※１：火山影響等発生時に行う活動を含む（以下， 
本条において同じ）。 

 
 

【柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定  
添付２ 参照】 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 85 条（重大事故等発生時における発電用

原子炉施設の保全のための活動を行う体制

の整備） 

 

 

 法第四十三条の三の二十二第一項の規定に

より、発電用原子炉設置者は、発電用原子炉

施設を設置した工場又は事業所において、

重大事故等が発生した場合における発電用

原子炉施設の保全のための活動を行う体制

の整備に関し、次に掲げる措置を講じなけれ

ばならない。 

 一 重大事故等発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行うために

必要な計画を策定すること。 

 二 重大事故等発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行うために

必要な要員（以下「対策要員」という。）を配

置すること。 

 三 対策要員に対する教育及び訓練を毎年

一回以上定期的に実施すること。 

 四 重大事故等発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行うために

必要な電源車、消防自動車、消火ホース

その他の資機材を備え付けること。 

 五 重大事故等発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行うために

必要な次に掲げる事項を定め、これを対策

要員に守らせること。 

  イ 重大事故等発生時における炉心の著し

い損傷を防止するための対策に関するこ

と。 

  ロ 重大事故等発生時における原子炉格納

容器の破損を防止するための対策に関す

ること。 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 22 号 

重大事故等発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行う体制

の整備 

 

○ 重大事故に至るおそれのある事故（運

転時の異常な過渡変化及び設計基準

事故を除く。）又は重大事故が発生した

場合（以下「重大事故等発生時」とい

う。）における発電用原子炉施設の保

全のための活動を行う体制の整備（特

定重大事故等対処施設を用いた対策

に関する事項を含む。）に関しては、次

に掲げる措置を講じることが定められて

いること。 

なお、これらの措置については、特定

重大事故等対処施設を用いて重大事

故等（原子炉建屋への故意による大型

航空機の衝突その他テロリズムによるも

のを除く。）に対処するために必要な事

項を含むこと。 

１．重大事故等発生時における発電用原

子炉施設の保全のための活動を行うた

めに必要な計画を策定すること。 

２．重大事故等発生時における発電用原

子炉施設の保全のための活動を行うた

めに必要な要員（以下「対策要員」とい

う。）を配置すること。 

３．対策要員に対する教育及び訓練を毎

年一回以上定期的に実施すること。な

お、重大事故等対処施設の使用を開

始するに当たっては、あらかじめ必要な

教育及び訓練を実施すること。 

４．重大事故等発生時における発電用原

子炉施設の保全のための活動を行うた

 
 
 
 
 

（重大事故等発生時の体制の整備） 
第１７条の７  
〔７号炉〕 

社長は，重大事故に至るおそれのある事故又は 
重大事故が発生した場合（以下「重大事故等発生 
時」という。）における原子炉施設の保全のための活 
動を行う体制の整備にあたって，財産（設備等）保護 
よりも安全を優先することを方針として定める。 

２．原子力運営管理部長は，添付３「重大事故等及び 
大規模損壊対応に係る実施基準」に示す重大事故 
等発生時における原子炉主任技術者の職務等につ 
いて計画を定める。 

３．防災安全ＧＭは，第１項の方針に基づき，重大事 
故等発生時における原子炉施設の保全のための活 
動を行う体制の整備として，次の各号を含む計画を 
策定し，所長の承認を得る。また，計画は，添付３に 
示す「重大事故等及び大規模損壊対応に係る実施 
基準」に従い策定する。 

（１）重大事故等発生時における原子炉施設の保全の 
ための活動を行うために必要な運転員，緊急時対策 
要員及び自衛消防隊（以下「重大事故等に対処す 
る要員」という。）の役割分担及び責任者の配置に関 
する事項 

（２）重大事故等に対処する要員に対する教育訓練に 
関する次の事項 
ア．重大事故等対処施設の使用を開始するにあた 
 って，あらかじめ力量の付与のための教育訓練を 
実施する※１こと。 

イ．力量の維持向上のための教育訓練を年１回以上 

 実施すること 

 
 
 
 
 

・ 審査基準が変更されたことから， 
審査基準の記載を踏まえ保安規 
定に反映する。 

・ ＴＳ－２３ 参照 
・ ＴＳ－４１ 参照 
・ ＴＳ－５８ 参照 
・ ＴＳ－５９ 参照 
（特定重大事故等対処設備につい

ては別途申請予定） 
・ 第 1 項，第 3 項及び第 4 項につ 

いては，第 12 条（運転員等の確 

保），第 14 条（マニュアルの作 

成），第 9 章（非常時の措置）及び 
第 10 章（保安教育）に関連する活 
動であり，これらの条文に基づき 
作成される 2 次文書他に具体的な 
活動内容が定められる。 

・ 第 2 項については，第 14 条（マ 

ニュアルの作成）に基づき作成さ 
れる 2 次文書他に具体的な手順 
が定められる。 

・ 設置(変更)許可申請書の記載を 
踏まえ保安規定に反映する。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

・ 重大事故等発生時における原

子炉施設の保全のための活動

について記載する。（新規記

載） 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

  ハ 重大事故等発生時における使用済燃料

貯蔵設備に貯蔵する燃料体の著しい損傷

を防止するための対策に関すること。 

  ニ 重大事故等発生時における原子炉停止

時の燃料体の著しい損傷を防止するため

の対策に関すること。 

 六 前各号に掲げるもののほか、重大事故等

発生時における発電用原子炉施設の保全

のための活動を行うために必要な体制を整

備すること。 

 七 前各号の措置について定期的に評価を

行うとともに、評価の結果に基づき必要な

措置を講ずること。 

 

第 92 条（保安規定） 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。  

 二十二  重大事故等発生時における発電用

原子炉施設の保全のための活動を行う体

制の整備に関すること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

めに必要な電源車、消防自動車、消火

ホースその他の資機材を備え付けるこ

と。 

５．重大事故等発生時における発電用原

子炉施設の保全のための活動を行うた

めに必要な次に掲げる事項に関する社

内規程類を定め、これを対策要員に守

らせること。 

 一 重大事故等発生時における炉心の 

著しい損傷を防止するための対策に

関すること。 

 二 重大事故等発生時における原子炉

格納容器の破損を防止するための

対策に関すること。 

 三 重大事故等発生時における使用済

燃料貯蔵設備に貯蔵する燃料体の

著しい損傷を防止するための対策に

関すること。 

 四 重大事故等発生時における原子炉

停止時における燃料体の著しい損

傷を防止するための対策に関するこ

と。 

 五 発生する有毒ガスからの運転員等の

防護に関すること。  

６．その他、重大事故等発生時における

発電用原子炉施設の保全のための活

動を行うために必要な体制を整備する

こと。 

７．前各号の措置の内容について、定期

的に評価するとともに、その結果を踏ま

えて必要な措置を講じること。 

○ 重大事故等発生時におけるそれぞれ

の措置について、原子炉等規制法第４

３条の３の５第１項に基づく原子炉設置

許可申請書及び同添付書類又は同法

ウ．重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置 
を実施するために必要な技術的能力を満足するこ 
と及び有効性評価の前提条件を満足することを確 
認するための成立性の確認訓練（以下，「成立性の 
確認訓練」という。）を年１回以上実施すること 

エ．成立性の確認訓練の実施計画を作成し，原子 
炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得るこ 
と 

オ．成立性の確認訓練の結果を記録し，所長及び 
 原子炉主任技術者に報告すること 

（３）重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置， 
アクセスルートの確保，復旧作業及び支援等の原子 
炉施設の保全のための活動，並びに必要な資機材 
の配備に関すること 

４．各ＧＭは，重大事故等発生時における原子炉施設 
の保全のための活動を行うために必要な次に掲げる 
事項に関するマニュアルを定める。また，マニュアル 
を定めるにあたっては，添付３に示す「重大事故等 
及び大規模損壊対応に係る実施基準」に従うととも 
に，重大事故等対処設備を使用する際の切替えの 
容易性を配慮し，第３項（１）の役割に応じた内容と 
する。 

（１）重大事故等発生時における炉心の著しい損傷を 
防止するための対策に関すること 

（２）重大事故等発生時における格納容器の破損を防 
止するための対策に関すること 

（３）重大事故等発生時における使用済燃料プールに 
貯蔵する燃料体の著しい損傷を防止するための対 
策に関すること 

（４）重大事故等発生時における原子炉停止時におけ 
る燃料体の著しい損傷を防止するための対策に関 
すること 

（５）発生する有毒ガスからの有毒ガスに対処する要員 
の防護に関すること 

５．各ＧＭは，第３項の計画に基づき，重大事故等発 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４３条の３の８第１項に基づく原子炉

設置変更許可申請書及び同添付書類

に記載された有効性評価の前提条件

その他の措置に関する基本的内容を

満足するよう定められていること。 

○ 重大事故等発生時におけるそれぞれ

の措置に係る手順について、次に掲げ

るとおりとすること。 

 １．原子炉等規制法第４３条の３の５第１

項に基づく原子炉設置許可申請書又

は同法第４３条の３の８第１項に基づく

原子炉設置変更許可申請書に記載さ

れた対応手段、重要な配慮事項、有効

性評価の前提条件となる操作の成立

性に係る事項が定められ、定められた

内容が重大事故等に対し的確かつ柔

軟に対処することを妨げるものでないこ 

と。 

 ２．炉心の著しい損傷及び原子炉格納 
容器の破損を防ぐために最優先すべき 
操作等の判断基準の基本的な考え方 
が定められていること。原子炉格納容 
器の過圧破損の防止に係る手順につ 
いては、格納容器圧力逃がし装置を設 
けている場合、格納容器代替循環冷却 
系又は格納容器再循環ユニットにより 
原子炉格納容器内の圧力及び温度を 
低下させる手順を、格納容器圧力逃が 
し装置による手順に優先して実施する 
ことが定められているとともに、原子炉 
格納容器内の圧力が高い場合など、必 
要な状況においては確実に格納容器 
圧力逃がし装置を使用することが定め 
られていること。 

 ３．措置に係る手順の優先順位や手順 

生時における原子炉施設の保全のための活動を実 
施するとともに，重大事故等に対処する要員に第４ 
項のマニュアルを遵守させる。 

６．各ＧＭは，第５項の活動の実施結果をとりまとめ，第 
３項に定める事項について定期的に評価するととも 
に，評価の結果に基づき必要な措置を講じ，防災安 
全ＧＭに報告する。防災安全ＧＭは，第３項に定め 
る事項について定期的に評価を行うとともに，評価 
の結果に基づき必要な措置を講じる。 

７．原子力運営管理部長は，第１項の方針に基づき，

本社が行う支援に関する活動を行う体制の整備とし

て，次の各号を含む計画を策定する。また，計画

は，添付３に示す「重大事故等及び大規模損壊対

応に係る実施基準」に従い策定する。 
（１）支援に関する活動を行うための役割分担及び責任 

者の配置に関すること 
（２）支援に関する活動を行うための資機材の配備に関 

すること 
８．原子力運営管理部長は，第７項の計画に基づき， 

本社が行う支援に関する活動を行うために必要な体 
制の整備を実施する。 

９．原子力運営管理部長は，第７項に定める事項につ 
いて定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基 
づき必要な措置を講じる。 
 

※１：重大事故等対処設備を設置若しくは改造する場 
合，重大事故等対処設備に係る運転上の制限が適 
用開始されるまでに実施する。なお，運転員若しくは 
緊急時対策要員を新たに認定する場合は，第１２条 
第２項及び第４項の体制に入るまでに実施する。 

 

【柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定  
添付３ 参照】 
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着手の判断基準等（２．に関するものを 
除く。）については記載を要しない。 

○ 重大事故等発生時における発電用

原子炉施設の保全のための活動につ

いて、重大事故の発生の防止又は重

大事故の拡大の防止若しくはその影響

の緩和のために必要があると認めるとき

は、あらかじめ社内規程類に定めた計

画及び手順によらず、所要の措置を講

じることが定められていること。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

（運転員等の確保） 
第１２条 第一運転管理部長及び第二運転管理部長 

（以下「運転管理部長」という。）は，原子炉の運転に 
必要な知識を有する者を確保する※１。なお，原子炉 
の運転に必要な知識を有する者とは，原子炉の運 
転に関する実務の研修を受けた者をいう。 

 

【２項，３項 省略】 
 

４．各ＧＭは，重大事故等の対応のための力量を有す 
る者を確保する※１。また，防災安全ＧＭは，重大事 
故等対応を行う要員として，表１２－３に定める人数 
を常時確保する。 

５．発電ＧＭは，第１７条の７第３項（２）の成立性の確認 
訓練において，その訓練に係る者が，役割に応じた 
必要な力量（以下，本条において「力量」という。）を 
確保できていないと判断した場合は，速やかに，表１ 
２－１に定める人数の者を確保する体制から，力量 
が確保できていないと判断された者を除外し，原子 
炉主任技術者の確認，運転管理部長の承認を得て 
体制を構築する。 

６．発電ＧＭは，第５項を受け，力量が確保できていな 
いと判断された者については，教育訓練等により， 
力量が確保されていることを確認した後，原子炉主 
任技術者の確認，所長の承認を得て，表１２－１に 
定める人数の者を確保する体制に復帰させる。 

７．発電ＧＭは，表１２－１に定める人数の者に欠員が 
生じた場合は，速やかに補充を行う。 

８．防災安全ＧＭは，第１７条の７第３項（２）の成立性の 
確認訓練において，その訓練に係る者が，力量を確 
保できていないと判断した場合は，速やかに，表１２ 
－３に定める人数の者を確保する体制から，力量が 
確保できていないと判断された者を除外し，原子炉 
主任技術者の確認，所長の承認を得て体制を構築 
する。 

・ 重大事故等の体制に必要な運転

員，緊急安全対策要員について

反映する。 
・ 重大事故等対策手順に係る成立

性訓練において失敗した際の体

制について反映する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 運転員等の確保について記載

する。 
・ 重大事故等対応を行う要員の

管理について記載する。（新規

記載） 
・ 成立性の確認訓練時の対応に

ついて記載する。（新規記載） 
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９．防災安全ＧＭは，第８項を受け，力量が確保できて 
いないと判断された者については，教育訓練等によ 
り，力量が確保されていることを確認した後，原子炉 
主任技術者の確認，所長の承認を得て，表１２－３ 
に定める人数の者を確保する体制に復帰させる。 

１０．防災安全ＧＭは，表１２－３に定める人数の者に 
欠員が生じた場合は，速やかに補充を行う。 

１１．所長は，表１２－１及び表１２－３に定める人数の 
者の補充の見込みが立たないと判断した場合，原子 
炉の運転中は，原子炉の安全を確保しつつ，速や 
かに原子炉停止の措置を実施する。原子炉の停止 
中は，原子炉の停止状態を維持し，原子炉の安全 
を確保する。 
 

 ※１︓重大事故等対処施設等の使用を開始するにあ 

たっては，あらかじめ力量の付与のための教育 

訓練を実施する。 

 

表１２－１ 
   中央制御室

名

 

 

原子炉の状態 

１号 

炉※２ 

 

２号炉，３

号炉，４号

炉及び５号

炉※２ 

６／７号 

炉※２ 

運転，起動，高温

停止の場合 
  

１３名 

以上※４ 

冷温停止，燃料

交換の場合 

４名 

以上※３ 
３名以上※３ 

１０名 

以上※５ 

 

表１２－２ 
   中央制御室名 

 

 

原子炉の状態 

１号炉，２号

炉，３号炉，４

号炉及び５号

炉※２ 

６／７号炉※２ 

運転，起動，高温停止

の場合 
 ３名以上※４ 

冷温停止，燃料交換

の場合 
１名以上 ３名以上※５ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 7 号炉の重大事故等の対策にお 
いては，1～6 号炉停止中を前提 
としていることを反映する。 

・ ＴＳ－５９ 参照 
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表１２－３ 

要員名 緊急時対策要員 自衛消防隊 

常駐 ５０名以上※６ １０名以上 

召集 １１４名以上※７ １８名以上※８ 

 

※２：１号炉，２号炉，３号炉，４号炉，５号炉及び６号 

炉については，原子炉への燃料装荷を行わない 

※３：１号炉から５号炉合わせて２２名以上常時確保 

する 

※４：７号炉１基が該当する場合 

※５：原子炉が２基とも該当する場合 

※６：５０名以上のうち，６名以上を１号炉，２号炉，３ 

号炉，４号炉及び５号炉の要員，４４名以上を６号 

炉及び７号炉の要員とする。 

※７：１１４名以上のうち，８名以上を１号炉，２号炉，３ 

号炉，４号炉及び５号炉の要員，１０６名以上を６ 

号炉及び７号炉の要員とする。 
※８：火災の規模に応じ召集する。 
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第 86 条（大規模損壊発生時における発電用

原子炉施設の保全のための活動を行う体制

の整備） 

 

 

 法第四十三条の三の二十二第一項の規定に

より、発電用原子炉設置者は、発電用原子炉

施設を設置した工場又は事業所において、

大規模な自然災害又は故意による大型航空

機の衝突その他のテロリズムによる発電用原

子炉施設の大規模な損壊（以下「大規模損

壊」という。）が発生した場合における発電用

原子炉施設の保全のための活動を行う体制

の整備に関し、次に掲げる措置を講じなけれ

ばならない。 

 一 大規模損壊発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行うために

必要な計画を策定すること。 

 二 大規模損壊発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行うために

必要な要員を配置すること。 

 三 大規模損壊発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行う要員に

対する教育及び訓練を毎年一回以上定期

的に実施すること。 

 四 大規模損壊発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行うために

必要な電源車、消防自動車、消火ホース

その他の資機材を備え付けること。 

 五 大規模損壊発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行うために

必要な次に掲げる事項を定め、これを要員

に守らせること。 

 イ 大規模損壊発生時における大規模な火 

災が発生した場合における消火活動に関 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 23 号 

大規模損壊発生時における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行う体制の

整備 

 

○ 大規模な自然災害又は故意による大

型航空機の衝突その他のテロリズムに

よる発電用原子炉施設の大規模な損

壊が発生した場合（以下「大規模損壊

発生時」という。）における発電用原子

炉施設の保全のための活動を行う体制

の整備（特定重大事故等対処施設を

用いた対策に関する事項を含む。）に

関し、次に掲げる措置を講じることが定

められていること。 

１．大規模損壊発生時における発電用原

子炉施設の保全のための活動を行うた

めに必要な計画を策定すること。 

２．大規模損壊発生時における発電用原

子炉施設の保全のための活動を行うた

めに必要な要員を配置すること。 

３．大規模損壊発生時における発電用原

子炉施設の保全のための活動を行う要

員に対する教育及び訓練を毎年一回

以上定期的に実施すること。なお、重

大事故等対処施設の使用を開始する

に当たっては、あらかじめ必要な教育

及び訓練を実施すること。 

４．大規模損壊発生時における発電用原

子炉施設の保全のための活動を行うた

めに必要な電源車、消防自動車、消火

ホースその他の資機材を備え付けるこ

と。 

５．大規模損壊発生時における発電用原

子炉施設の保全のための活動を行うた

 
 
 
 
 

（大規模損壊発生時の体制の整備） 
第１７条の８  
〔７号炉〕 

防災安全ＧＭは，大規模な自然災害又は故意に 
よる大型航空機の衝突その他のテロリズムによる原 
子炉施設の大規模な損壊が発生した場合（以下「大 
規模損壊発生時」という。）における原子炉施設の保 
全のための活動を行う体制の整備として，次の各号 
を含む計画を策定し，所長の承認を得る。また，計 
画は，添付３に示す「重大事故等及び大規模損壊 
対応に係る実施基準」に従い策定する。 

（１）大規模損壊発生時における原子炉施設の保全の 
ための活動を行うために必要な要員の配置に関す 
ること 

（２）大規模損壊発生時における原子炉施設の保全の 
ための活動を行う要員に対する教育訓練に関する 
次の事項 
ア．重大事故等対処施設の使用を開始するにあた 

って，あらかじめ力量の付与のための教育訓練を 
実施する※１こと 

イ．力量の維持向上のための教育訓練を年１回以上 
実施すること 

ウ．重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置 
を実施するために必要な技術的能力を満足する 
ことを確認するための訓練（以下，「技術的能力の 
確認訓練」という。）を年１回以上実施すること 

エ．技術的能力の確認訓練の実施計画を作成し， 
原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を 
得ること 

オ．技術的能力の確認訓練の結果を記録し，所長 

 
 
 
 
 

・ 審査基準が変更されたことから， 
審査基準の記載を踏まえ保安規 
定に反映する。 

・ ＴＳ－２３ 参照 
・ ＴＳ－４１ 参照 
・ ＴＳ－５８ 参照 
・ ＴＳ－５９ 参照 
（特定重大事故等対処設備につい

ては別途申請予定） 
・ 第 1 項，第 3 項及び第 4 項につ 

いては，第 12 条（運転員等の確 
保），第 14 条（マニュアルの作 
成），第 9 章（非常時の措置）及び 
第 10 章（保安教育）に関連する活 
動であり，これらの条文に基づき 
作成される 2 次文書他に具体的な 
活動内容が定められる。 

・ 第 2 項については，第 14 条（マニ 
ュアルの作成）に基づき作成され 
る 2 次文書他に具体的な手順が 
定められる。 

・ 設置(変更)許可申請書の記載を 
踏まえ保安規定に反映する。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

・NM-59 原子力災害対策基

本マニュアル（新規） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

・ 大規模損壊発生時における原

子炉施設の保全のための活動

について記載する。（新規記

載） 
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すること。 

  ロ 大規模損壊発生時における炉心の著し

い損傷を緩和するための対策に関するこ

と。 

  ハ 大規模損壊発生時における原子炉格納

容器の破損を緩和するための対策に関す

ること。 

 ニ 大規模損壊発生時における使用済燃料

貯蔵槽の水位を確保するための対策及び

燃料体の著しい損傷を緩和するための対

策に関すること。 

  ホ 大規模損壊発生時における放射性物質

の放出を低減するための対策に関するこ

と。 

 六 前各号に掲げるもののほか、大規模損壊

発生時における発電用原子炉施設の保全

のための活動を行うために必要な体制を整

備すること。 

 七 前各号の措置について定期的に評価を

行うとともに、評価の結果に基づき必要な

措置を講ずること。 

 

第 92 条（保安規定） 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。 

 二十三  大規模損壊発生時における発電用

原子炉施設の保全のための活動を行う体

制の整備に関すること。 

 
 
 

めに必要な次に掲げる事項に関する社

内規程類を定め、これを要員に守らせ

ること。 

 一 大規模損壊発生時における大規模

な火災が発生した場合における消火

活動に関すること。 

 二 大規模損壊発生時における炉心の

著しい損傷を緩和するための対策に

関すること。 

 三 大規模損壊発生時における原子炉

格納容器の破損を緩和するための

対策に関すること。 

 四 大規模損壊発生時における使用済

燃料貯蔵槽の水位を確保するため

の対策及び燃料体の著しい損傷を

緩和するための対策に関すること。 

 五 大規模損壊発生時における放射性

物質の放出を低減するための対策

に関すること。 

６．その他、大規模損壊発生時における

発電用原子炉施設の保全のための活

動を行うために必要な体制を整備する

こと。 

７．前各号の措置の内容について、定期

的に評価するとともに、その結果を踏ま

えて必要な措置を講じること。 

 

○ 大規模損壊発生時におけるそれぞれ

の措置について、原子炉等規制法第４

３条の３の５第１項に基づく原子炉設置

許可申請書及び同添付書類又は同法

第４３条の３の６第１項に基づく原子炉

設置変更許可申請書及び同添付書類

に記載された措置に関する内容を満足

するよう定められていること。 

及び原子炉主任技術者に報告すること 
（３）大規模損壊発生時における原子炉施設の保全の 

ための活動を行うために必要な資機材の配備に関 
すること 

２．各ＧＭは，大規模損壊発生時における原子炉施設 
の保全のための活動を行うために必要な次に掲げる 
事項に関する手順を定める。また，手順書を定める 
にあたっては，添付３に示す「重大事故等及び大規 
模損壊対応に係る実施基準」に従う。 

（１）大規模損壊発生時における大規模な火災が発生 
した場合における消火活動に関すること 

（２）大規模損壊発生時における炉心の著しい損傷を 
緩和するための対策に関すること 

（３）大規模損壊発生時における格納容器の破損を緩 
和するための対策に関すること 

（４）大規模損壊発生時における使用済燃料プールの 
水位を確保するための対策及び燃料体の著しい損 
傷を緩和するための対策に関すること 

（５）大規模損壊発生時における放射性物質の放出を 
低減するための対策に関すること 

３．各ＧＭは，第１項の計画に基づき，大規模損壊発 
生時における原子炉施設の保全のための活動を実 
施するとともに，第１項（１）の要員に第２項の手順を 
遵守させる。 

４．各ＧＭは，第３項の活動の実施結果をとりまとめ，第 
１項に定める事項について定期的に評価するととも 
に，評価の結果に基づき必要な措置を講じ，防災安 
全ＧＭに報告する。防災安全ＧＭは，第１項に定め 
る事項について定期的に評価を行うとともに，評価 
の結果に基づき必要な措置を講じる。 

５．原子力運営管理部長は，大規模損壊発生時にお 
ける本社が行う支援に関する活動を行う体制の整備 
について計画を策定する。また，計画は，添付３に 
示す「重大事故等及び大規模損壊対応に係る実施 
基準」に従い策定する。 
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保安規定審査基準 
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原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 大規模損壊発生時におけるそれぞれ 
の措置に係る手順について、定められ 
た内容が大規模損壊に対し的確かつ 
柔軟に対処することを妨げるものでな 
いこと。 

○ 大規模損壊発生時における発電用 
原子炉施設の保全のための活動につ 
いて、必要があると認めるときは、あら 
かじめ社内規程類に定めた計画及び 
手順によらず、所要の措置を講じること 
が定められていること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

６．原子力運営管理部長は，第５項の計画に基づき， 
本社が行う支援に関する活動を行うために必要な体 
制の整備を実施する。 

７．原子力運営管理部長は，第６項の実施内容を踏ま 
え，第５項に定める事項について定期的に評価を行 
うとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じ 
る。 
 

※１：重大事故等対処設備を設置若しくは改造する 

場合，重大事故等対処設備に係る運転上の制限 

が適用開始されるまでに実施し，大規模損壊対 

応で用いる大型化学高所放水車，化学消防自動 

車及び水槽付消防ポンプ自動車を設置若しく 

は改造する場合，当該設備の使用を開始するま 

でに実施する。なお，運転員，緊急時対策要員 

又は自衛消防隊を新たに認定する場合は，第１ 

２条第２項及び第４項の体制に入るまでに実 

施する。 

 

【柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安規定  
添付 3 参照】 

 

（運転員等の確保） 
第１２条 

[ 実用炉規則第 92 条第 1 項第 22 号と同様 ] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 

 

 
- 120 - 

 

関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 
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記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 67 条（記録） 

 
 

 記録事項 記 録 す べ き

場合 
 保存期間 

一  発電用

原子炉施設

の保守管理

記録 
 

イ  使 用 前

検査の結果 
 
 
 

ロ  施 設 定

期検査の結

果 
 
 

 
 
 
 
 

検査の都度 
 
 
 
 

検査の都度 
 
 
 

 
 
 
 
 

同一事項に

関する次の

検査の時ま

での期間 
 

同一事項に

関する次の

検査の時ま

での期間 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 24 号 

記録及び報告 

 

○ 発電用原子炉施設に係る保安に関

し、必要な記録を適正に作成し、管理

することが定められていること。その際、

保安規定及びその下位文書におい

て、必要な記録を適切に作成し、管理

するための措置が定められていること

が求められる。 

 

○ 実用炉規則第６７条に定める記録に

ついて、その記録の管理が定められて

いること。（計量管理規定で定めるもの

を除く。）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（記録） 
第１２０条 組織は，表１２０－１及び表１２０－２に定め 

る保安に関する記録を適正に作成し，保存する。  
なお，記録の作成にあたっては，法令に定める記録 
に関する事項を遵守する。 

 

【表１２０－１，表１２０－２ 省略】 
 
 
 
 
 
 
 

（品質保証計画） 
第３条 
第２条に係る保安活動のための品質保証活動を実施 

するにあたり，以下のとおり品質保証計画を定める。 
 

【中略】 
 

４．２．４ 記録の管理 
（１）組織は，要求事項への適合及び品質マネジメント 

システムの効果的運用の証拠を示すために作成さ

れた記録を管理する。 
（２）記録の識別，保管，保護，検索，保管期間及び廃 

棄に関して必要な管理を「NI-12 文書及び記録管 
理基本マニュアル」に規定する。 

（３）記録は，読みやすく，容易に識別可能かつ検索可 
能であるようにする。 

 

【以降，省略】 

 
 
 

・ 記載の適正化以外に審査基準に

変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 記載の適正化以外に審査基準に

変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・NI-12 文書及び記録管理基

本マニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NI-12 文書及び記録管理基

本マニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 記録に関する事項について既

に記載していることから変更な

し。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 本項に係る要求事項の変更は

ないことから，変更なし。 
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記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

第 87 条（発電用原子炉の運転） 

 九 運転上の制限（保安規定で定める発電用 

原子炉施設の運転に関する条件であって、

当該条件を逸脱した場合に発電用原子炉

設置者が講ずべき措置が保安規定で定め

られているものをいう。第百三十四条におい

て同じ。）を逸脱したときは、その旨を直ちに

原子力規制委員会に報告すること。ただし、

同条第五号に掲げるときを除く。 

  

第 92 条（保安規定） 

法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。   

 二十四  発電用原子炉施設に係る保安（保

安規定の遵守状況を含む。）に関する適正

な記録及び報告（第百三十四条各号に掲

げる事故故障等の事象及びこれらに準ず

るものが発生した場合の経営責任者への

報告を含む。）に関すること。 

   

 

 第 134 条（事故故障等の報告） 

 ＜省略＞ 

 
 
 
 
 
 
 

 
○ 発電所長及び発電用原子炉主任技

術者に報告すべき事項が定められてい

ること。 

 

 

○ 特に、実用炉規則第１３４条各号に掲

げる事故故障等の事象及びこれらに準

ずるものが発生した場合においては、

経営責任者に確実に報告がなされる

体制が構築されていることなど、安全確

保に関する経営責任者の強い関与が

明記されていること。 

  

 

 

 

 

○ 当該事故故障等の事象に準ずる重大

な事象について、具体的に明記されて

いること。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（報告） 
第１２１条 各ＧＭ又は運転管理部長は，次のいずれ 

かに該当する場合又は該当するおそれがあると判 
断した場合について直ちに所長及び原子炉主任技 
術者に報告する。 

（１）運転上の制限を満足していないと判断した場合 
（第７３条） 

（２）放射性液体廃棄物又は放射性気体廃棄物につい 
て放出管理目標値を超えて放出した場合（第８８条， 
第８９条） 

（３）外部放射線に係る線量当量率等に異常が認めら 
れた場合（第１０１条） 

（４）実用炉規則第１３４条第２号から第１４号に定める 
報告事象が生じた場合 

（５）第７６条第１項から第３項に定める異常が発生した 
場合 

２．所長は，前項に基づく報告を受けた場合，社長に 
報告する。 

３．第１項又は第２項に基づく報告が，不在で遂行でき 
ない場合並びに夜間及び休日（平日の勤務時間帯 
以外）の報告方法は，「NM-51-11 トラブル等の報 
告マニュアル」による。 

４．第１項（１）に該当する場合は，「NM-51-11 トラブル 
等の報告マニュアル」に基づき，直ちに原子力規制 
委員会に報告する。 

 
 

（原子炉主任技術者の職務等） 
第９条 原子炉主任技術者は，原子炉施設の運転に 

関し保安の監督を誠実に行うことを任務とし，「NM- 
24-1 原子炉主任技術者職務運用マニュアル」に基 
づき，次の職務を遂行する。 

（１）原子炉施設の運転に関し保安上必要な場合は， 
運転に従事する者へ指示する。 

 

・ 記載の適正化以外に審査基準に 
変更なし。 

 
 
 

・ 記載の適正化以外に審査基準に 
変更なし。 

 

・ ＴＳ－６２ 参照 
 

・ 第 1 号の「核燃料物質の盗取又は 
所在不明が生じたとき」について 
は，核物質防護に関する事項を定 
めた 2 次文書に報告事象として記 
載する。 

 
 

・ 審査基準に変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
・NM-53 放射線管理基本マ

ニュアル（既存） 
・NM-54 放射性廃棄物管理

基本マニュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・所長及び原子炉主任技術者に 
報告すべき事項等について既に 
記載していることから変更なし。 
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記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）表９－１に定める事項のうち，第１１８条及び第１１９ 
条については，原子力・立地本部長の承認に先立 
ち確認し，その他の事項については，所長の承認に 
先立ち確認する。 

（３）表９－２に定める各職位からの報告内容等を確認 
する。 

（４）表９－３に定める記録の内容を確認する。 
（５）第１２１条第１項の報告を受けた場合は，自らの責 

任で確認した正確な情報に基づき，社長に直接報 
告する。 

（６）保安の監督状況について，定期的に及び必要に 
応じて社長に直接報告する。 

（７）保安委員会及び運営委員会に少なくとも１名が必 
ず出席する。 

（８）その他，原子炉施設の運転に関する保安の監督 
に必要な職務を行う。 

２．重大事故等時における原子炉施設の保全のための 
活動を行うために必要な職務を誠実かつ，最優先に 
行うことを任務とする。 

３．原子炉施設の運転に従事する者は，原子炉主任技 
術者がその保安のためにする指示に従う。 

 

表９－１ 
条  文 内  容 

第１２条（運転員等の確保） 
第５項，第６項，第８項及び

第９項の定める体制の構築 

第１７条の７（重大事故等発

生時の体制の整備） 

第３項に定める成立性の確

認訓練の実施計画（７号炉） 

第１７条の８（大規模損壊発

生時の体制の整備） 

第１項に定める技術的能力

の確認訓練の実施計画（７

号炉） 

第３７条（原子炉冷却材温度

及び原子炉冷却材温度変化

率） 

原子炉冷却材温度制限値 

第７８条（異常収束後の措置） 原子炉の再起動 

第８２条（燃料取替実施計画） 燃料取替実施計画 
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第９２条（管理区域の設定及

び解除） 

第５項に定める一時的な管

理区域の設定及び解除 

第７項に定める管理区域の

設定及び解除 

第１１８条（所員への保安教

育） 
所員の保安教育実施計画 

第１１９条（協力企業従業員

への保安教育） 

協力企業従業員の保安教育

実施計画 

 
 

表９－２ 
条  文 内  容 

第１７条（火災発生時の体

制の整備） 

火災が発生した場合に講

じた措置の結果 

第１７条の２（内部溢水発

生時の体制の整備） 

内部溢水が発生した場合

に講じた措置の結果（７号

炉） 

第１７条の３（火山影響等

発生時の体制の整備） 

火山影響等発生時に講じ

た措置の結果 

第１７条の４（その他自然

災害発生時等の体制の整

備） 

地震，津波及び竜巻等が発

生した場合に講じた措置

の結果 

第１７条の５（有毒ガス発

生時の体制の整備） 

有毒ガス発生時に講じた

措置の結果（７号炉） 

第１７条の７（重大事故等

発生時の体制の整備） 

成立性の確認訓練の結果

（７号炉） 

第１７条の８（大規模損壊

発生時の体制の整備） 

技術的能力の確認訓練の

結果（７号炉） 

第２３条（制御棒の操作） 制御棒操作手順 

第３５条（原子炉停止時冷

却系その２） 

原子炉停止時冷却系以外

の手段で崩壊熱除去でき

る期間 

第６６条（重大事故等対処

設備） 

要求される代替措置の確

認（７号炉） 

第６９条（複数の制御棒引

き抜きを伴う検査） 
制御棒操作手順 

第７３条（運転上の制限を

満足しない場合） 

運転上の制限を満足して

いないと判断した場合 

運転上の制限を満足して

いると判断した場合 

運転上の制限を満足して

いないと判断した時点の

前の原子炉の状態への移

行又は原子炉熱出力の復

帰 

第７４条（予防保全を目的

とした保全作業を実施する

場合） 

必要な安全措置 

運転上の制限外から復帰

していると判断した場合 
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第７６条（異常発生時の基

本的な対応） 

異常が発生した場合の原

因調査及び対応措置 

第７７条（異常時の措置） 異常の収束 

第８２条（燃料取替実施計

画） 

第３項に定める取替炉心

の安全性の評価結果 

第１２１条（報告） 

運転上の制限を満足して

いないと判断した場合 

放射性液体廃棄物又は放

射性気体廃棄物について

放出管理目標値を超えて

放出した場合 

外部放射線に係る線量当

量率等に異常が認められ

た場合 

実用発電用原子炉の設置，

運転等に関する規則（以下

「実用炉規則」という。）第

１３４条第２号から第１

４号に定める報告事象が

生じた場合 

 
 
 
 
 

表９－３ 
記  録  項  目 

１．運転日誌 

・熱出力 

・炉心の中性子束密度 

・炉心の温度 

・冷却材入口温度 

・冷却材出口温度 

・冷却材圧力 

・冷却材流量 

・制御棒位置 

・再結合装置内の温度 

・原子炉に使用している冷却材及び減速材の純度並びに

これらの毎日の補給量 

２．燃料に係る記録 

・原子炉内における燃料体の配置 

・使用済燃料の貯蔵施設内における燃料体の配置 

・使用済燃料の払出し時における放射能の量 

・燃料体の形状又は性状に関する検査の結果 

３．点検報告書 

・運転開始前の点検結果 

・運転停止後の点検結果 

４．引継日誌 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 
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原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５．放射線管理に係る記録 

・原子炉本体，使用済燃料の貯蔵施設，放射性廃棄物の

廃棄施設等の放射線しゃへい物の側壁における線量当

量率 

・管理区域における外部放射線に係る１週間の線量当量

，空気中の放射性物質の１週間についての平均濃度及

び放射性物質によって汚染された物の表面の放射性物

質の密度 

・放射性物質による汚染の広がりの防止及び除去を行っ

た場合には，その状況 

６．放射性廃棄物管理に係る記録 

・放射性廃棄物の排気口又は排気監視設備及び排水口又

は排水監視設備における放射性物質の１日間及び３月

間についての平均濃度 

・廃棄施設に廃棄した放射性廃棄物の種類，当該放射性

廃棄物に含まれる放射性物質の数量，当該放射性廃棄

物を容器に封入し，又は容器と一体的に固型化した場

合には当該容器の数量及び比重並びにその廃棄の場所

及び方法 

・放射性廃棄物を容器に封入し，又は容器に固型化した

場合には，その方法 

・発電所の外において運搬した核燃料物質等の種類別の

数量，その運搬に使用した容器の種類並びにその運搬

の経路 

７．原子炉施設の巡視又は点検の結果 

８．保安教育の実施報告書 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 92 条（保安規定） 

 
 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。 

 二十五  発電用原子炉施設の保守管理に

関すること（溶接事業者検査及び定期事業

者検査の実施に関すること並びに経年劣

化に係る技術的な評価に関すること及び

長期保守管理方針を含む。）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 25 号 

発電用原子炉施設の保守管理 

 

○ 日常の保安活動の評価を踏まえ、発

電用原子炉施設の保守管理に関する

ことについて、適切な内容が定められ

ていること。  

  

 

○ 「実用発電用原子炉の設置、運転等

に関する規則第１１条第１項及び研究

開発段階にある発電の用に供する原

子炉の設置、運転等に関する規則第３

０条第１項に掲げる保守管理について

（内規）」（平成２０・１２・２２原院第３号

（平成２０年１２月２６日原子力安全・保

安院制定））において認められたＪＥＡＣ

４２０９－２００７又はそれと同等の規格

に基づく保守管理計画が定められてい

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（保守管理計画） 
第１０７条 

保守管理を実施するにあたり，以下の保守管理計 
画を定める。 

【１項から３項 省略】 
 

４． 保全対象範囲の策定 
組織は，原子力発電施設の中から，各号炉毎に 

保全を行うべき対象範囲として次の各項の設備を選 
定する。 

（１）重要度分類指針において，一般の産業施設より 
 も更に高度な信頼性の確保及び維持が要求される  
 機能を有する設備 
（２）重要度分類指針において，一般の産業施設と同 

等以上の信頼性の確保及び維持が要求される機能 
を有する設備 

（３）設置変更許可申請書及び工事計画認可申請書で 
保管及び設置要求があり，許可又は認可を得た設 
備 

（４）自主対策設備※１（７号炉） 
（５）炉心損傷又は格納容器機能喪失を防止するため 

に必要な機能を有する設備 
（６）その他自ら定める設備 
 

※１：自主対策設備とは，技術基準上の全ての要求 
事項を満たすことや全てのプラント状況において 
使用することは困難であるが，プラント状況によっ 
ては，事故対応に有効な設備をいう。 

 

５． 保全重要度の設定 
組織は，４．の保全対象範囲について系統毎の範 

囲と機能を明確にした上で，構築物，系統及び機器 

 
 
 

・ 記載の適正化以外に審査基準に 
変更なし。 

・ 保全の対象範囲に設置変更許可 
申請書及び工事計画認可申請書 
で保管又は設置要求があり許可 
又は認可を受けた設備，自主対 
策設備を追加。（保安規定に係る 
基本方針の考え方の反映） 

・ ＴＳ－３７ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・NM-55 保守管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 原子炉施設の保守管理につい

て既に記載していることから変

更なし。 
・ 重大事故等対処設備，自主対

策設備を保守管理の対象設備

として追加する。（新規記載） 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 予防保全を目的とした保全作業につ

いて、やむを得ず保全作業を行う場合

には、法令に基づく点検及び補修、事

故又は故障の再発防止対策の水平展

開として実施する点検及び補修等に限

ることが定められていること。 

 

 

○ 予防保全を目的とした保全作業の実

施について、ＡＯＴ内に完了することが

定められていること。  

なお、ＡＯＴ内で完了しないことがあ

らかじめ想定される場合には、当該保

全作業が限定され、必要な安全措置を

定めて実施することが定められているこ

と。 

 

 

 

の保全重要度を設定する。 
（１）系統の保全重要度は，原子炉施設の安全性を確 

保するため，重大事故等対処設備（７号炉）に該当 
すること及び重要度分類指針の重要度に基づき，

確率論的リスク評価から得られるリスク情報並びに運

転経験等を考慮して設定する。 
（２）機器の保全重要度は，当該機器が属する系統の 

保全重要度と整合するよう設定する。 
なお，この際，機器が故障した場合の系統機能へ 

の影響，確率論的リスク評価から得られるリスク情報 
及び運転経験等を考慮することができる。 

（３）構築物の保全重要度は，（１）又は（２）に基づき設 
 定する。 
 

【以降，省略】 
 

（予防保全を目的とした保全作業を実施する場合） 
第７４条 
 

【実用炉規則第 92 条第 1 項第 9 号.にて記載】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準に変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・NM-55 保守管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 予防保全を目的とした保全作

業について既に記載している

ことから変更なし。 
・ 予防保全を目的とした保全作

業については，法令に基づく

点検・保修，自プラント及び他

プラントの事故・故障の再発防

止対策の水平展開として実施

する点検・保修等に限ることを

定める。 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

第 82 条（発電用原子炉施設の経年劣化に関

する技術的な評価） 

 法第四十三条の三の二十二第一項の規定に

より、発電用原子炉設置者は、運転を開始し

た日以後三十年を経過していない発電用原

子炉に係る発電用原子炉施設について、発

電用原子炉の運転を開始した日以後三十年

を経過する日までに、原子力規制委員会が

定める発電用原子炉施設の安全を確保する

上で重要な機器及び構造物（以下「安全上

重要な機器等」という。）並びに次に掲げる機

器及び構造物の経年劣化に関する技術的な

評価を行い、この評価の結果に基づき、十年

間に実施すべき当該発電用原子炉施設につ

いての保守管理に関する方針を策定しなけ

ればならない。ただし、動作する機能を有す

る機器及び構造物に関し、発電用原子炉施

設の供用に伴う劣化の状況が的確に把握さ

れる箇所については、この限りではない。   
 
 
 
 
 
 
 
 

十六  設置許可基準規則第四十三条第二項

に規定する常設重大事故等対処設備に属

する機器及び構造物（以下「常設重大事故

等対処設備に属する機器等」という。） 

 
 
 

 

○ 発電用原子炉施設の経年劣化に係る

技術的な評価に関することについて

は、「実用発電用原子炉施設における

高経年化対策実施ガイド」（原管Ｐ発第

１３０６１９８号（平成２５年６月１９日原子

力規制委員会決定））を参考とし、実用

炉規則第８２条に規定された発電用原

子炉施設の経年劣化に関する技術的

な評価を実施するための手順及び体

制を定め、当該評価を定期的に実施す

ることが定められていること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
○ 運転を開始した日以後３０年を経過し

た発電用原子炉については、長期保

守管理方針が定められていること。 

○ 実用炉規則第９２条第１項第２５号に

掲げる発電用原子炉施設の保守管理

に関することを変更しようとする場合（実

用炉規則第８２条第１項から第３項の規

（原子炉施設の経年劣化に関する技術的な評価及び 
長期保守管理方針） 

第１０７条の２ 
高経年化評価ＧＭは，重要度分類指針における 

クラス１，２，３の機能を有する機器及び構造物※１並 
びに常設重大事故等対処設備※１※２について，各号 
炉毎，営業運転を開始した日以後３０年を経過する 
日までに，また，営業運転を開始した日以後３０年を 
経過した日以降１０年を超えない期間毎に，実施手 
順及び実施体制を定め，これに基づき，各ＧＭは， 
以下の事項を実施する。 

（１）経年劣化に関する技術的な評価 
（２）前号に基づく長期保守管理方針の策定 
２．各ＧＭは，第１１条の２に定める原子炉の運転期間 

を変更する場合，その他前項（１）の評価を行うため 
に設定した条件，評価方法を変更する場合は，前項 
（１）の評価の見直しを行い，その結果に基づき長期 
保守管理方針を変更する。 

３．１号炉及び５号炉の長期保守管理方針は添付６に 
示すものとする。 
 

※１：動作する機能を有する機器及び構造物に関 
し，原子炉施設の供用に伴う劣化の状況が的確 
に把握される箇所を除く。 

※２：「常設重大事故等対処設備」とは，実用発電用 
原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備 
の基準に関する規則第４３条第２項の設備をいう。 

 

[柏崎刈羽７号炉は，運転開始後３０年未満であり，長

期保守管理方針の作成未] 
 

[手続きに関する事項であり，保安規定には，記載なし] 
 
 
 

 

・ 記載の適正化以外に審査基準に

変更なし。 
 

・  高経年化技術評価対象に常設

SA 設備を加える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 添付資料番号の変更。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・NM-55 保守管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・ 原子炉施設の経年劣化に関す

る技術的な評価について既に

記載していることから変更な

し。 
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保安規定審査基準 
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原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 36 条（溶接事業者検査の実施） 

 溶接事業者検査は、溶接の状況について、

法第四十三条の三の十四に規定する技術上

の基準に適合するものであることを確認する

ために十分な方法で行うものとする。 

  

第 56 条（定期事業者検査の実施） 

 定期事業者検査は、次に掲げる方法で行うも

のとする。 

 ＜省略＞ 

 

定により長期保守管理方針を策定し、

又は同条第４項の規定により長期保守

管理方針を変更しようとする場合に限

る。）は、申請書に実用炉規則第８２条

第１項、第２項若しくは第３項の評価の

結果又は第４項の見直しの結果を記載

した書類（以下「技術評価書」という。）

が添付されていること。 

○ 長期保守管理方針及び技術評価書

の内容は、「実用発電用原子炉施設に

おける高経年化対策の実施ガイド」（原

管Ｐ発第１３０６１９８号（平成２５年６月１

９日原子力規制委員会決定））を参考と

して記載していること。 

○ 保全計画は、施設定期検査申請書又

は使用前検査申請書の添付資料と同

一のものであり、「発電用原子炉施設の

使用前検査、施設定期検査及び定期

事業者検査に係る実用発電用原子炉

の設置、運転等に関する規則のガイド」

（原規技発第１３０６１９２３（平成２５年６

月１９日原子力規制委員会決定））を参

考として記載していること。 

 

○ 溶接事業者検査及び定期事業者検

査の実施に関することが定められてい

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

[柏崎刈羽７号炉は，運転開始後３０年未満であり，長

期保守管理方針の作成未] 
 
 
 
 

[手続きに関する事項であり，保安規定には，記載な 
し] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 溶接事業者検査及び定期事業者 
検査については別途申請中。 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 第 92 条（保安規定） 

 
 

 法第四十三条の三の二十四第一項の規定に

よる保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。   

 二十六  保守点検を行った事業者から得ら 

れた保安に関する技術情報についての他 

の発電用原子炉設置者との共有に関する 

こと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 26 号 

技術情報の共有 

 

○ プラントメーカーなどの保守点検を行

った事業者から得られた保安に関する

技術情報をＢＷＲ事業者協議会やＰＷ

Ｒ事業者連絡会などの事業者の情報

共有の場を活用し、他の発電用原子炉

設置者と共有し、自らの発電用原子炉

施設の保安を向上させるための措置が

定められていること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（品質保証計画） 
第３条 

【品質保証計画】 
８．５．３ 予防処置 
（１）組織は，起こり得る不適合が発生することを防止す 

るために，保安活動の実施によって得られた知見及 
び他の施設から得られた知見（BWR 事業者協議会 
で取り扱う技術情報及びニューシア登録情報を含 
む。）の活用を含め，「NI-11 不適合管理及び是正 

処置・予防処置基本マニュアル」に基づき，その 
原因を除去する処置を決める。 

（２）予防処置は，起こり得る問題の影響に応じたものと 
する。 

（３）次の事項に関する要求事項（ＪＥＡＣ４１１１附属書 
「根本原因分析に関する要求事項」を含む。）を「NI- 
11 不適合管理及び是正処置・予防処置基本マニュ 
アル」に規定する。 
ａ）起こり得る不適合及びその原因の特定 
ｂ）不適合の発生を予防するための処置の必要性の 

評価 
ｃ）必要な処置の決定及び実施 
ｄ）とった処置の結果の記録（４．２．４参照） 
ｅ）とった予防処置の有効性のレビュー 

 

（保守管理計画） 
第１０７条 

【保守管理計画】 
 

13. 情報共有 
【変更なし】 

 
 

 
 
 

・ 記載の適正化以外に審査基準に 
変更なし。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・NI-11 不適合管理及び是正

処置・予防処置基本マニュア

ル（既存） 
・NM-55 保守管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 情報の共有及び活用について

既に記載していることから変更

なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 92 条（保安規定） 

 
 

 法第四十三条の三の二十四第一項 の規定

による保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。   

 二十七  不適合が発生した場合における当 

該不適合に関する情報の公開に関するこ 

と。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 27 号 

不適合発生時の情報の公開 

 

○ 発電用原子炉施設の保安の向上を図

る観点から、不適合が発生した場合の

公開基準が定められていること。   

   

○ 情報の公開に関し、原子力施設情報

公開ライブラリーへの登録などに必要

な事項が定められていること。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

（品質保証計画） 
第３条 

【品質保証計画】 
 

８．３ 不適合管理 
（６） 組織は，原子炉施設の保安の向上を図る観点か 

ら，｢NM-51-11 トラブル等の報告マニュアル｣に定 
める公開基準に従い，不適合の内容をニューシアへ 
登録することにより，情報の公開を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 記載の適正化以外に審査基準に

変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・Z-21 原子力品質保証規程 
（既存） 
・NM-51 運転管理基本マニ

ュアル（既存） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

・ 不適合が発生した場合の公開

について既に記載していること

から変更なし。 
・ 原子力施設情報公開ライブラリ

ーへの登録について既に記載

していることから変更なし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

第 92 条（保安規定） 

 
 

 法第四十三条の三の二十四第一項 の規定

による保安規定の認可を受けようとする者は、

認可を受けようとする工場又は事業所ごと

に、次に掲げる事項について保安規定を定

め、これを記載した申請書を提出しなければ

ならない。   

 二十八  その他発電用原子炉施設に係る保 

安に関し必要な事項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実用炉規則第 92 条第 1 項第 28 号 

その他必要な事項 

 

○ 日常の品質保証活動の結果を踏ま

え、必要に応じ、発電用原子炉施設に

係る保安に関し必要な事項を定めてい

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 発電用原子炉設置者が、核燃料物

質、核燃料物質によって汚染された物

又は発電用原子炉による災害を防止

するため、保安活動を原子炉等規制法

第４３条の３の２４第１項の規定に基づ

き保安規定として定めることが「目的」と

して定められていること。 

 

 

 

 

 

○ 安全文化を基礎とし、国際放射線防

護委員会（ＩＣＲＰ)が１９７７年勧告で示

した放射線防護の基本的考え方を示

す概念（ＡＬＡＲＡ：as low as reasonably 

achievable)の精神にのっとり、原子炉に

よる災害防止のために適切な品質保証

活動のもと保安活動を実施することを

「基本方針」として定められていること。 

 
 
 

（目的） 
第１条 この規定は，「核原料物質，核燃料物質及び 

原子炉の規制に関する法律（以下「原子炉等規制 
法」という。）」第４３条の３の２４第１項の規定に基づ 
き，柏崎刈羽原子力発電所発電用原子炉施設（以 
下「原子炉施設」という。）の保安のために必要な措 
置（以下「保安活動」という。）を定め，核燃料物質若 
しくは核燃料物質によって汚染された物（以下「核燃 
料物質等」という。）又は発電用原子炉（以下「原子 
炉」という。）による災害の防止を図ることを目的とす 
る。 

 

（目的） 
第１条 この規定は，「核原料物質，核燃料物質及び 

原子炉の規制に関する法律（以下「原子炉等規制 
法」という。）」第４３条の３の２４第１項の規定に基づ 
き，柏崎刈羽原子力発電所発電用原子炉施設（以 
下「原子炉施設」という。）の保安のために必要な措 
置（以下「保安活動」という。）を定め，核燃料物質若 
しくは核燃料物質によって汚染された物（以下「核燃 
料物質等」という。）又は発電用原子炉（以下「原子 
炉」という。）による災害の防止を図ることを目的とす 
る。 

 

（基本方針） 
第２条 発電所における保安活動は，原子力事業者と 

しての基本姿勢（当発電所にかかわるものに限る）に 
則り，安全文化を基礎とし，放射線及び放射性物質 
の放出による従業員及び公衆の被ばくを，定められ 
た限度以下であってかつ合理的に達成可能な限り 
の低い水準に保つとともに，災害の防止のために， 
適切な品質保証活動に基づき実施する。 

 
 
 

・ 記載の適正化以外に審査基準に

変更なし。 
・ 条文番号の変更 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準の変更が行われたが，

既に保安規定に記載済みであり，

審査基準を受けた保安規定への

反映事項なし。 
・ 条文番号の変更 
 
 
 
 
 
 
 

・ 審査基準の変更については，既

に保安規定に記載済みであるが，

７項目については，原子力規制委

員会より，将来にわたり確実に実

行されることを担保するために保

安規定に反映する。 
 
 

 
 
 

・目的のため 2 次文書他には

記載なし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・目的のため 2 次文書他には

記載なし 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・基本方針のため 2 次文書他

には記載なし 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 保安活動における原子力事業者としての基本姿勢 
は，以下のとおり。 

 

【原子力事業者としての基本姿勢】 
社長は，福島原子力事故を起こした当事者のトップ

として，二度と事故を起こさないと固く誓う。 
社長の責任のもと，当社は，福島第一原子力発電所

の廃炉をやり遂げるとともに終わりなき原子力発電所の

安全性向上を両立させていく。 
その実現にあたっては，地元の要請に真摯に向き合

い，決して独りよがりにはならずに，地元と対話を重

ね，主体性を持って責任を果たしていく。 
 

１．福島第一原子力発電所の廃炉を進めるにあたって 
は，地元をはじめ関係者に対して理解を得ながら， 
廃炉を最後までやり遂げていく。 

２．福島第一原子力発電所の廃炉をやり遂げるととも 
に，柏崎刈羽原子力発電所の安全対策に必要な資 
金を確保していく。 

３．安全性をおろそかにして経済性を優先することはし 
ない。 

４．世界中の運転経験や技術の進歩を学び，リスクを 
低減する努力を継続していく。 

５．原子力発電所の安全性を向上するため，現場から 
の提案，世界中の団体・企業からの学びなどによる 
改善を継続的に行っていく。 

６．社長は，原子炉設置者のトップとして原子力安全の 
責任を担っていく。 

７．良好な部門間のコミュニケーションや発電所と本社 
経営層のコミュニケーションを通じて，情報を一元的 
に共有していく。 

 

※：上記「原子力事業者としての基本姿勢」の作成にあ 
たり，別添に示す「2017 年 8 月 25 日原子力規制 
委員会提出文書」を参照している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 



保安規定審査基準の要求事項に対する保安規定への記載内容 
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関連する実用炉規則 
保安規定審査基準 

（H25.6.19 制定、R1.10.2 最終改正） 

原子炉施設保安規定 社内規定文書 
記載すべき内容 記載の考え方 該当規定文書 記載内容の概要 

 

その他の事項 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

附則（令和  年  月  日 原規規発第    号） 
（施行期日） 
第１条 

この規定は，令和  年  月  日から施行する。 
２．本規定施行の際，使用前検査の対象となる規定 

（第３項を除く。）については，原子炉に燃料体を挿 
入することができる状態になった時の工事の工程に 
おける各原子炉施設に係る使用前検査終了日以降 
に適用することとし，それまでの間は従前の例によ

る。ただし，上記検査がない設備については構造，

強度又は漏えいに係る検査終了日以降に適用す

る。 
なお，第１２条（運転員等の確保）については，７ 

号炉の原子炉に燃料体を挿入することができる状態 
になった時の工事の工程における各原子炉施設に 
係る使用前検査終了日以降に適用する。 

３．第６６条（重大事故等対処設備）のうち，高圧代替注 
水系に係る規定については，原子炉の状態が運転 
の期間における使用前検査終了日以降に適用す 
る。 

 

 

・ ＴＳ－６４ 参照 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


